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午前10時１分開議

○宮下准一委員長 これより本日の会議を開きます。

報告をさせます。

〔屋木主査朗読〕

１．本日の会議録署名委員は、

早 坂 貴 敏 委員

石 川 さわ子 委員

であります。

○宮下准一委員長 まず、本分科会における審査日程についてお諮りいたします。

本分科会の審査は、配付の審査日程及び質疑・質問通告のとおり取り進めることにいたしたい

と思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮下准一委員長 御異議なしと認め、そのように決定いたします。

（上の審査日程は巻末に掲載する）

○宮下准一委員長 それでは、議案第１号ないし第４号、第18号、第23号及び報告第１号を一括

議題といたします。

１．公安委員会所管審査

○宮下准一委員長 これより公安委員会所管部分について審査を行います。

質疑並びに質問の通告がありますので、順次、発言を許します。

早坂貴敏さん。

○早坂貴敏委員 おはようございます。

それでは、私のほうから、まず、自転車への交通反則通告制度の導入について伺ってまいりた

いと思います。
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自転車は、幼児から高齢者まで幅広い層が多様な用途で利用することができる、身近で利便性

の高い交通手段であります。しかしながら、全国的には、交通事故件数の総数が減少傾向にある

一方で、自転車関連事故はおおむね７万件前後と横ばいで推移しているところであり、全交通事

故に占める自転車関連の事故の構成比や、自転車と歩行者の事故の発生件数は増加傾向にあると

思います。

このように自転車を取り巻く交通事故情勢が厳しい中、本年４月からは、自転車の一定の交通

違反に対して、交通反則通告制度、いわゆる青切符による違反処理が導入されることとなると承

知しているところであります。

そこで、自転車への交通反則通告制度の導入に関しまして、以下、伺ってまいりたいと思いま

す。

まず、全国におきまして自転車関連事故は横ばいで推移しているところでありますけれども、

道内における自転車関連の交通事故件数は、昨年は何件で、近年の傾向はどのようになっている

のか、伺います。

また、自転車の交通違反の検挙件数も増加傾向にあると伺っているところでありますけれど

も、昨年の検挙件数も併せて伺いたいと思います。

○宮下准一委員長 交通指導課長砂田恭希さん。

○砂田交通指導課長 道内における自転車関連の事故件数等についてでありますが、令和７年中

の自転車関連事故件数は1248件で、過去５年で見ると1300件前後と横ばいで推移しております。

また、令和７年中の自転車利用者による交通違反の検挙件数は699件で、過去５年で見ると、

令和３年の79件から大幅に増加しております。

○早坂貴敏委員 それでは、今般施行されます道路交通法におきまして、自転車への交通反則通

告制度が導入されるということになると思いますけれども、導入の背景と具体的にどのように運

用されていくのか、伺いたいと思います。

○砂田交通指導課長 改正される道路交通法の概要についてでありますが、自転車を取り巻く厳

しい交通事故情勢を踏まえ、良好な自転車交通秩序を実現するため、本年４月から自転車への交

通反則通告制度が導入されることとなっております。具体的には、16歳以上の者を対象とし、信

号無視、いわゆる、ながらスマホ、車道の右側通行などの明白かつ定型的な違反に青切符を適用

することとなっております。

また、青切符適用になると、自動車と同様に、反則金を任意に納付したときは、刑事手続に移

行することなく、その反則行為について起訴されないことになります。

○早坂貴敏委員 それでは、近年の自転車を取り巻く交通事故の情勢についてですけれども、大

変厳しい状況になっております。その原因としましては、自転車側の法令違反が認められる場合

が非常に多いということでありまして、また、警察におきましても、自転車に対する取締りの強

化を行っていただいているところであり、自転車の交通違反の検挙件数も増加していると伺って

いるところでございます。交通反則通告制度が導入されることによりまして、手続的な負担が軽
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減されるほか、実効性のある責任追及が可能になると承知しているところでございます。

今後、違反の実情に即しまして、自転車の一層の安全利用のための指導、警告や、切符での処

理が行われることとなるわけでありますが、どのような考え方で自転車への指導取締りを行って

いくのか、伺います。

○砂田交通指導課長 今後の自転車への指導取締りについてでありますが、道警察では、これま

でも、自転車関連事故の抑止に資するよう、指導、警告を基本とし、交通事故につながる危険な

運転行為をした場合や、警察官の警告に従わずに違反行為を継続した場合といった悪質、危険な

違反は検挙するとの基本的考え方に基づき、指導取締りを推進しているところであります。

道警察といたしましては、交通反則通告制度導入後も、この基本的考え方にのっとり、引き続

き、自転車指導啓発重点地区・路線と定めた駅周辺や通学路等を中心に、悪質、危険な交通違反

に重点を置いた指導取締りを推進してまいります。

○早坂貴敏委員 自転車は幅広い世代が利用する交通手段である一方で、その交通ルールは十分

に浸透していないとの指摘もあり、走行マナーを改善するためには、丁寧な周知と、そして、継

続的な安全教育が重要であると考えるところであります。

今回の制度改正によりまして、自転車違反に対する処理の仕組みが大きく変わることから、自

転車の基本的な交通ルールはもちろんのこと、制度改正の趣旨等についても広く理解してもらう

必要性があると考えるところであります。

自転車の安全、安心な利用を確保するため、道警察では今後どのように対応していくのか、伺

います。

○宮下准一委員長 交通部長田中昭彦さん。

○田中交通部長 自転車に関する交通事故防止対策についてでありますが、本年４月から導入さ

れる自転車への交通反則通告制度の趣旨等を広く理解していただくことは、自転車の安全利用に

向けた基本的な交通ルール、走行マナーの周知と同様、大変重要であると認識しております。

このため、道警察では、ホームページやＳＮＳ等を活用し、制度改正の趣旨、取締りの基本的

な方針、具体的な違反例を分かりやすく示した自転車ルールブックや、歩行者等との意思疎通に

より事故防止を図るアイコンタクトといった、走行マナーに関する動画等を広く情報発信してい

るところであります。

道警察といたしましては、引き続き、悪質、危険な交通違反に重点を置いた指導取締りを推進

するほか、基本的な交通ルール、走行マナーや制度改正の趣旨等を周知するとともに、道、道教

委など関係機関・団体と連携して交通安全教育を充実させるなど、自転車の安全利用に向けた各

種対策に取り組んでまいります。

○早坂貴敏委員 ぜひ、安全対策に引き続き取り組んでいただきたいと思います。

それでは、続きまして、官民連携によります交通事故防止対策について伺ってまいります。

一部報道によりますと、先月、道警やレンタカー会社、損害保険会社など６団体が、北海道に

おける交通事故防止に向けて、事故や車両、道路などに関するデータを共有しながら活用してい
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くという連携協定を締結し、インバウンドなど観光客に注意を促していくという実証実験を始め

ることとしたというふうに伺っているところでございます。これは、全国でも３例目となる取組

でありまして、他県の実験では、外国人のレンタカー事故数が55％減少したとの報告もあると承

知しております。

そこで、各種データを共有、活用しての官民連携による交通事故防止対策について、以下、伺

ってまいりたいと思います。

まず、今回、先ほど申し上げました道警やレンタカー会社、損害保険会社など６団体の連携協

定、こういった協定を結んでいくという背景、交通事故に関する北海道特有の課題、これをどの

ように認識されているのか、伺いたいと思います。

○宮下准一委員長 交通部参事官兼交通企画課長寺村康明さん。

○寺村交通部参事官兼交通企画課長 交通事故に関する北海道特有の課題等についてであります

が、道内では、都市間距離が長いことに伴う居眠り運転や、冬道のスリップによる事故のほか、

エゾシカ等との衝突事故などが発生しており、これらの交通事故実態に即した対策を推進してい

くことが課題であると認識しております。

道警察では、こうした課題に対応するため、官民が連携してデータを共有し多角的に分析する

など、より実効的な施策を推進することが必要と考え、このたびの連携協定の締結に至ったもの

であります。

○早坂貴敏委員 今、御答弁をいただいたわけでありますけれども、お話のとおり、北海道特有

の課題としまして、冬道のスリップ事故、あるいは、動物との接触事故が挙げられる中、そうい

った課題に対応するため、今回、各団体が保有する事故データあるいは車両データなどから危険

個所あるいは時間帯を分析していただきまして、事故防止対策に活用していくということであり

ます。

これらのデータをどのように活用して、具体的にどのような対策を検討していくのか、伺いた

いと思います。

○寺村交通部参事官兼交通企画課長 連携協定による具体的な対策についてでありますが、今回

の協定により、官民が互いの知見や保有するデータを共有することが可能となりますことから、

今後は、道警察が保有する交通事故情報に加えて、締結者から共有されたデータも活用し、例え

ば、スリップ事故防止対策として、ＡＢＳ等の車両データに基づき危険個所を抽出し、レンタカ

ーの車載アプリを介してドライバーに注意喚起することができるのかといったことを検討してま

いります。

○早坂貴敏委員 官民が互いの知見やデータを共有しながら交通事故防止を図っていく取組とい

うものは、本当に非常に有効であると考えるところであり、先ほども申し上げましたけれども、

他県では事故数が減少していくなど、一定の成果も出ているところでございます。

今後も、官民が連携をして、北海道の交通事故防止に向けた取組を加速させていく必要性があ

るというふうに思いますけれども、これからどのように交通事故防止対策を推進されていくの
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か、お考えを伺いたいと思います。

○田中交通部長 今後の交通事故防止対策についてでありますが、道警察といたしましては、１

人でも多くの命を交通事故の危険から守るため、今般の官民連携協定により共有されたデータを

活用し、効果的な対策を講じるとともに、引き続き、道をはじめ、関係機関・団体と連携した広

報啓発活動を推進するなど、北海道特有の交通事故実態に即した交通事故抑止対策に取り組んで

まいります。

○早坂貴敏委員 今後も交通事故防止がさらに促進されますことを期待して、質問を終わりたい

と思います。

ありがとうございました。

○宮下准一委員長 早坂委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

以上で通告の質疑並びに質問は終了いたしました。

これをもって、公安委員会及び通告のなかった道立病院局所管に関わる質疑並びに質問は終結

と認めます。

理事者交代のため、このまま暫時休憩いたします。

午前10時17分休憩

午前10時19分開議

○宮下准一委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

１．保健福祉部所管審査

○宮下准一委員長 これより保健福祉部所管部分について審査を行います。

質疑並びに質問の通告がありますので、順次、発言を許します。

伊東尚悟さん。

○伊東尚悟委員 おはようございます。

それでは、通告に従いまして、質問をさせていただきます。

地域医療の確保に関し、初めに医療機関への支援について伺います。

総務省が発表した病院事業決算の状況によりますと、令和６年度の公立病院の決算では83.3％

が赤字となっています。先日、市立室蘭総合病院について、2027年度を目途に閉院する方針が明

らかになりました。市内の他の病院との再編を協議してきましたが、市立病院の巨額の赤字が障

壁となり、財政再生団体への転落を危惧した市が追い込まれたとする報道もあったところです。

道として、早急に医療機関への支援を実施する必要があると考えますので、以下、伺います。

先般、本定例会において、医療機関への支援に関する補正予算が議決されました。

初めに、医療機関への賃上げ、物価上昇に対する支援事業の内容について伺います。

○宮下准一委員長 医務薬務課長𠮷田亮輔さん。

○𠮷田医務薬務課長 医療機関に対する支援についてでありますが、道では、国の医療・介護等

支援パッケージに基づく国庫補助金を活用し、医療分野における賃上げ、物価上昇に対する支援
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として、例えば、有床診療所は１病床当たり８万5000円、無床診療所は１施設当たり32万円を上

限として給付金を支給することとしております。

また、重点支援地方交付金を活用し、病院は１病床当たり２万9000円、有床診療所は１施設当

たり36万円、無床診療所は１施設当たり９万2000円といった光熱費に対する支援を行うほか、食

材料費に対しては、病院及び有床診療所に対し、１病床当たり２万円を支給するなどといった支

援を行うこととしております。

○伊東尚悟委員 冒頭先議における我が会派からの質問に対し、道からは、できるだけ早期に医

療機関等への支援が行き届くよう最大限取り組むとの答弁がありました。

早期の支給に向けて、今後どのようなスケジュールで事業を進めるのか、伺います。

○𠮷田医務薬務課長 事業執行のスケジュールについてでありますが、今定例会冒頭で議決いた

だきました補正予算につきましては、医療施設をはじめ、介護・障がい福祉施設など対象施設が

約２万9000施設に上りますが、必要な支援が確実かつできるだけ早期に行き届くよう、現在、委

託契約など所要の手続を進めており、４月中に医療機関等へ申請書を送付させていただきますと

ともに、５月から支給を開始できるよう鋭意取り組んでおります。

○伊東尚悟委員 道内の自治体立病院や公的病院は、地域で救急医療や精神医療などの不採算医

療を担っており、経営は極めて厳しい状況です。

道は、このような本道における中核的医療機関の経営状況をどのように認識し、今後の地域の

医療体制が維持されるようどのように対応するのか、伺います。

○宮下准一委員長 地域医療推進局長竹内正人さん。

○竹内地域医療推進局長 公的医療機関等への対応についてでございますが、昨今の人件費の増

加や物価高騰などの影響により、公定価格で運営される医療機関の経営は大変厳しい状況である

と認識しております。

このため、道では、全国知事会とも連携しながら、国に対し、医療機関の経営に必要な経費は

診療報酬で賄うことを基本として、物価、賃金の上昇に合わせ、適時適切に対応できる仕組みと

するよう要望してきたところであり、国においては、このたび、本年６月から物価対応料を新設

するなどの診療報酬の改定を行ったものと承知しております。

道といたしましては、賃上げ、物価上昇に対する支援や、光熱費、食材料費に対する支援など

の迅速な予算執行に努めることはもとより、今後とも、地域の医療機関がそれぞれの機能や役割

を担いつつ安定的に経営継続できるよう、国に対し必要な要望を行ってまいります。

○伊東尚悟委員 次に、看護職員の確保について伺います。

先日、函館市が公立はこだて未来大学に看護学部を新設する方針を決めたとの報道がありまし

た。実現すれば、道南地域では初の看護系大学の開設となり、看護職員の地域偏在が課題となる

中、大きな効果が期待されるところでありますが、道は今回の函館市の決定をどのように受け止

めているのか、伺います。

○竹内地域医療推進局長 看護学部の新設についてでございますが、函館市では、今般、「公立
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はこだて未来大学（仮称）看護学部設置に向けた函館市の基本的な考え方」を策定し、今後、こ

の基本的な考え方を踏まえ、はこだて未来大学等との協議の上、看護学部の設置に向けた手続を

進めていくものと承知しております。

現在、道南地域の看護職員養成施設は、函館市内に４か所と、江差町に道立江差高等看護学院

がございますが、看護学部の開設により、高度で幅広い知識や技術を有する看護師の育成はもと

より、若年人口の圏域外への流出防止にも寄与することが期待されるところでございます。

○伊東尚悟委員 はこだて未来大学に看護学部を新設する動きがある一方、道内、特に地域の看

護師養成施設では、十分な学生を確保できないため、募集を停止する施設も相次いでいます。養

成施設に対する財政支援の拡充が必要と考えますが、道の対応について伺います。

また、江差高看をはじめ道立高等看護学院についても学生確保が厳しい状況にありますが、ど

のような取組を行うのか、併せて伺います。

○宮下准一委員長 看護政策担当課長今澤輝隆さん。

○今澤看護政策担当課長 看護職員の養成についてでございますが、道立高看の学生確保に当た

っては、今年度、新たに首都圏の高校等を訪問したほか、札幌市内の商業施設、コンビニへのパ

ンフレットの設置や、高校が行う進学説明会にも参加したところであり、来年度は、こうした取

組に加えまして、社会人向けのＰＲにもより一層取り組んでまいります。

また、看護職員養成施設の運営を支援する補助金については、国が物価高騰の影響に鑑み基準

単価を見直したところであり、道としても、国の見直しを踏まえた新たな単価で新年度予算を計

上させていただいており、厳しい経営状況にある看護師養成施設の支援の充実を図ってまいりま

す。

○伊東尚悟委員 次に、道の指定を受けて看護協会が職業紹介などを行っているナースセンター

運営事業について伺います。

道では、新年度予算案においてナースセンター運営事業を拡充していますが、拡充した内容と

その理由について伺います。

○今澤看護政策担当課長 ナースセンター運営事業についてでございますが、看護師等人材確保

の促進に関する法律に基づき設置しております北海道ナースセンターは、看護職員の確保や定着

及び質の向上を目的とした総合拠点として、無料の職業紹介事業や看護師等に対する研修などを

実施しております。

新年度予算では、在宅や介護領域での看護職員の需要の高まりを踏まえまして、訪問看護に携

わる看護師等の資質向上や人材の確保、定着につなげるため、研修機会を拡大することとし、必

要な予算を計上したところです。

○伊東尚悟委員 地域では、看護職員を確保できず、病棟閉鎖を余儀なくされている医療機関も

出てきています。

今後、さらに少子化の進行が予測される中、看護職員の新規養成だけでなく、潜在看護職員の

掘り起こしを行う無料職業紹介事業の充実は急務と考えますが、道としてはどう取り組む考えな
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のか、伺います。

○竹内地域医療推進局長 看護職員の復職支援についてでございますが、道では、北海道ナース

センターに相談員を配置し、復職を希望する看護職員に対しましては、無料の職業紹介を通じ、

勤務に当たっての条件などを伺いながらニーズに合わせた再就業を促してまいりました。

こうした中、国では、今般、ハローワークとナースセンターの連携をより一層図り、それぞれ

の強みを生かした一体的な就職支援を進めることとしたところでございます。

道におきましても、先日、北海道看護協会及び北海道労働局と意見交換を行いまして、ハロー

ワークとナースセンターが合同で実施する相談会の充実や、利用者が相互に有する求人求職情

報、求職者の就職実績の共有など、より一層連携を深めながら、それぞれの取組を進めていくこ

ととしたところでございます。

道といたしましても、こうした両機関の取組と緊密に連携しながら、引き続き、マッチング機

能の強化を図りますとともに、潜在看護職員の掘り起こしなど、人材確保に向けた取組を進めて

まいります。

○伊東尚悟委員 次に、医師確保対策について伺います。

医師の働き方改革については、令和６年４月から本格施行され、医師の時間外労働が年960時

間を超える見込みの医療機関は、1860時間まで可能となる特定労務管理対象機関として道から指

定を受けていると承知しています。

その指定期間は３年間なので、来年度から更新手続を開始する医療機関も出てくると考えます

が、現在の指定状況及び今後の指定予定の医療機関数を伺います。

また、指定を受けた医療機関において、時間外労働が年960時間を超える医師の人数は当初と

比較してどのくらい減少したのか、併せて伺います。

○宮下准一委員長 医師確保担当課長本村繁さん。

○本村医師確保担当課長 特定労務管理対象機関についてでありますが、年間の時間外労働が

960時間を超える見込みの医師がいる医療機関は、年間1860時間を上限とできる特定労務管理対

象機関として道の指定を受ける必要があります。

この指定を受けた医療機関は、２月末時点で22施設となっているほか、現在、新たに２施設の

指定に向けた手続を進めているところです。このうち、来年３月末に指定期限を迎える医療機関

は15施設あり、引き続き対象機関として指定を必要とする場合は、更新の手続を行っていただく

ことになります。

また、現時点で指定を受けている22施設において、年間の時間外労働が960時間を超える医師

は、指定前が297人であったのに対し、指定後の令和６年度実績では231人と、66名減少している

ところです。

○伊東尚悟委員 医師の時間外労働の上限に関する特定労務管理対象機関の指定は、あくまで特

例的な扱いであり、2035年までに時間外労働を年960時間以下とすることが目標となっていま

す。
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道は、指定を受けている医療機関の医師の労働時間短縮に向けてどのように対応していくの

か、伺います。

○本村医師確保担当課長 時間外労働の短縮に向けた取組についてでありますが、道では、北海

道医療勤務環境改善支援センターを設置し、医療労務管理アドバイザーなどによる専門的な助言

を行うなど、勤務環境の改善が図られるよう個別支援に取り組んできたところです。

また、労働時間短縮につなげるためのＩＣＴ化や医師事務作業補助者の配置などへの支援に加

え、今年度からは、新たに勤務医が時間外労働の上限を超える可能性のある医療機関へ医師派遣

を行う病院や、派遣を受ける病院に対する支援を行うこととしたところです。

道としては、医療機関における業務の効率化や他職種へのタスクシフト、タスクシェアなどに

より、医師の労働時間を短縮するための取組が一層進むよう、引き続き、センターによる丁寧な

支援などに取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 地域における医師の確保に向けては、医師の働き方改革への対応は重要な取組

の一つと考えますが、その中で、特に地域の医療機関が苦労しているのは医師の確保でありま

す。

道が現行の医師確保計画に基づき今定例会に計上している様々な事業予算の中には、新たに、

国が市町村の取組をモデルとして支援する「市町村による医師確保対策支援モデル事業」に係る

予算も計上されています。

道は、国が示す「医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ」への対応を含め、来年度

に向けて医師確保対策にどのように取り組むのか、伺います。

○竹内地域医療推進局長 医師確保についてでございますが、広域分散で医療資源の偏在が著し

い本道におきましては、医師の地域偏在の是正は喫緊の課題であり、道では、これまで、医育大

学からの医師派遣や地域枠医師の配置など様々な施策に取り組んできたところでございまして、

令和８年度当初予算でも、市町村が道と連携して取り組むモデル的な医師確保対策を支援する新

たな予算を計上しております。

こうした中、国では、次期医師確保計画の策定に関し、重点医師偏在対策支援区域の設定や、

当該区域での推進施策を盛り込む医師偏在是正プランの検討などを進めており、今後、これらの

内容を反映したガイドラインが示されることとなっております。

道といたしましては、こうした国の動向を注視しつつ、医療対策協議会における議論を速やか

に開始するなど、次期計画策定に向けた検討を着実に進め、地域医療を担う医師の確保に取り組

んでまいります。

○伊東尚悟委員 次に、新たな地域医療構想について、我が会派の代表質問では、国から示され

るガイドラインを踏まえ、検討を着実に進める旨の答弁がありました。今後の進め方などについ

て伺います。

初めに、道は、これまで、団塊の世代が全て75歳以上となる2025年を見据え、切れ目のない医

療提供体制を構築するため、地域医療構想の取組を進めてきたと承知していますが、現行の構想
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の進捗状況について伺います。

○宮下准一委員長 地域医療課長川上禎之さん。

○川上地域医療課長 現行の地域医療構想についてでございますが、道では、これまで、平成28

年に策定した地域医療構想を推進するため、２次医療圏ごとに設置した地域医療構想調整会議に

おいて協議を進めてきており、本道全体の病床数は、平成28年の８万1165床から令和６年の７万

3547床と、構想に掲げる必要量７万3190床に近づいているものの、機能別では、急性期が約9000

床多く、回復期は約１万1000床不足している状況にあり、引き続き、バランスの取れた医療提供

体制を目指し、調整会議での議論を深めるなど、構想の推進に取り組んでいく必要があると認識

しております。

○伊東尚悟委員 国では、人口減少がさらに進む2040年とその先を見据えた新たな地域医療構想

の検討を重ねていますが、新たな構想は現行の構想と比べてどのような変更点があるのか、伺い

ます。

○川上地域医療課長 新たな地域医療構想についてでございますが、現在、国では、生産年齢人

口の減少が加速していく2040年頃を見据え、新たな地域医療構想の検討を進めており、昨年12月

には医療法などを改正し、新たな構想を医療計画の上位概念に位置づけ、入院医療のみならず、

外来や在宅医療、介護との連携を含む医療提供体制全体の構想とすることや、調整会議の構成員

として市町村を明確化したほか、医療機関機能を報告する制度を創設するなどの改正が行われた

ところでございます。

○伊東尚悟委員 昨年12月に公布された医療法等の一部を改正する法律により、医療機関から都

道府県に対し、医療機関の機能を報告する仕組みが設けられました。

現在、一般病床と療養病床を有する医療機関は、高度急性期、急性期、慢性期、回復期といっ

た病床の機能を定期的に報告することとされていますが、法改正後の制度は現在の報告制度とど

のような違いがあるのか、制度の目的と併せて伺います。

○𠮷田医務薬務課長 医療機関機能等報告制度などについてでありますが、現在の病床機能報告

制度は、医療機関のそれぞれの病棟が担っている医療機能を把握するため、高度急性期、急性

期、慢性期、回復期といった病床の機能を報告することとなっております。

一方、本年10月から開始されます医療機関機能等報告制度では、これまでの病床機能報告にお

ける回復期を高齢者等の急性期患者への医療提供機能を追加し包括期とするとともに、新たな地

域医療構想は、医療機関の機能に着目して策定、推進することに伴い、新たに、高齢者をはじめ

とする救急搬送の受入れ等を行う高齢者救急・地域急性期機能や、地域での在宅医療などを行う

在宅医療等連携機能、手術や救急医療を行う急性期拠点機能等を報告することとされておりま

す。

各構想区域では、こうした報告に基づき、関係者による医療機関の役割分担、連携に関する協

議を促進することとしております。

○伊東尚悟委員 令和６年３月に策定した北海道医療計画においては、２次医療圏の見直しは行
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われず、新たな構想の策定に向け、構想区域の在り方を検討するとされていますが、構想区域の

議論をどう進めていくのか、伺います。

○竹内地域医療推進局長 構想区域についてでございますが、現行の医療計画では、２次医療圏

の統合等により全体として医療提供体制が向上するといった明確な変化が見られないことから、

見直しは行わず、新たな構想の策定に向け、構想区域の在り方を検討するとしたところでござい

ます。

また、現在、国において進められている新たな構想の検討会では、構想区域は、医療資源の状

況や患者のアクセスのほか、医療機関機能の確保を行う単位であるという観点を踏まえて検討す

る必要があるとの議論がなされております。

構想区域の在り方につきましては、今後、国から示されるガイドラインを踏まえつつ、本道の

地域性にも鑑み、改めて総合保健医療協議会で御意見を伺いますほか、人口推計や受療動向など

のデータに基づき、調整会議で議論することはもとより、必要に応じて隣接する区域を含めるな

ど、実質的な単位での議論も促進しながら構想区域の検討を進めてまいります。

○伊東尚悟委員 高齢化の進展により、在宅医療の需要が今後一層増加すると見込まれていま

す。

このため、新たな構想には在宅医療や介護との連携を含むとのことですが、今後どう取り組ん

でいくのか、伺います。

○川上地域医療課長 在宅医療の取組などについてでございますが、道では、長期にわたる療養

や介護を必要とする患者の方々が病気と共存しながら療養生活を続けられるよう在宅医療を推進

してきており、これまで、医療や介護など様々な職種が他の職種について理解を深め、協働によ

る在宅チーム医療を学ぶ研修を実施してきております。

また、介護保険制度の地域支援事業で全ての市町村が実施している在宅医療・介護連携推進事

業に対し、専門職の派遣や助言を行うほか、現行の医療計画から、在宅医療の連携圏域を２次医

療圏を基本とした21から、より身近な39圏域に設定し、多職種の連携調整を図る拠点の整備など

を進めているところでございます。

道といたしましては、引き続き、医師会等関係団体と連携し、こうした様々な取組を進めてい

くことに加え、市町村の方々にも地域医療構想調整会議に参画いただくなど、地域の実情に即し

た地域包括ケアシステムの構築と在宅医療の提供体制の確保に取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 広域な本道において、今後の担い手不足を補いつつ、地域においても適切な医

療が提供される体制を確保する上で、遠隔医療の促進が重要と考えます。

道は、今後どう取り組んでいくのか、伺います。

○川上地域医療課長 遠隔医療についてでございますが、広域分散で医療資源が偏在する本道に

おいて、限りある資源を有効に活用しながら、効率的で質の高い医療提供体制を確保する上で、

遠隔医療の取組は重要であると認識しております。

このため、道では、これまで、基金を活用し、在宅医療を行う医療機関のオンライン診療のほ
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か、救急搬送時に、搬送元医療機関と画像を共有し、応急処置の指示などを行う遠隔医療に必要

なシステム導入経費等に対して支援を行ってきており、事業を開始した平成26年度から令和６年

度までの実績は延べ66医療機関となっております。

また、本年１月からは、広域紋別病院において、僻地の郵便局を活用し、月１回程度のオンラ

イン診療を開始したところであり、道といたしましては、引き続き、遠隔医療の効果などを調整

会議などの場を通じて情報提供しながら導入支援に努めるとともに、診療報酬や補助制度の充実

を国に要望するなどして、遠隔医療の普及促進に取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 昨年12月の医療法等の改正により、オンライン診療が医療法に位置づけられ、

本年４月から施行されることとなっています。

広域な本道においても効果的な活用が期待されますが、法改正の内容について伺うとともに、

道として今後どのようにオンライン診療の推進に取り組んでいくのか、伺います。

○𠮷田医務薬務課長 オンライン診療についてでありますが、オンライン診療は、これまで、離

島など患者の容体急変時に対応が困難な地域に限った運用とされ、受診は患者の居宅や僻地巡回

診療が行われる公民館等に限定されておりましたが、法改正により、本年４月から、地域を問わ

ず、また、駅や郵便局、学校など、医療機関以外の身近な施設をオンライン診療受診施設として

届出することで診療が可能となったところでございます。

道といたしましては、こうした新たな制度内容の周知を図りますとともに、プライバシーへの

配慮や情報セキュリティー対策といった関係法令に基づく安全性の確保などにも取り組みなが

ら、オンライン診療の促進に努めてまいります。

○伊東尚悟委員 生産年齢人口が減少し、今後、医療従事者の確保が一層困難になると見込まれ

ており、ＩＣＴを活用したネットワークにより医療機関相互に患者情報を共有する取組は、効率

的な医療連携体制の構築につながるものと考えます。

道では、これまでどのように取り組んできたのか、伺います。また、今後どのように取り組ん

でいくのか、伺います。

○川上地域医療課長 ＩＣＴを活用した患者情報の共有についてでございますが、道では、これ

まで、基金を活用し、医療機関の電子カルテ情報や介護施設等におけるケアプランなどの情報を

共有するネットワークシステムの導入経費等を支援してきているところであり、事業を開始した

平成26年度から令和６年度までの実績は延べ79医療機関などとなっております。

道といたしましては、引き続き、調整会議などの場を通じて、導入地域の事例やネットワーク

構築アドバイザーの活用を周知いたしますとともに、国に対し、ネットワークの運用に対する補

助制度の充実を要望するなど、効率的で良質な医療サービスの提供が図られるよう取り組んでま

いります。

○伊東尚悟委員 地域医療連携推進法人制度は、地域の医療機関が機能分担や業務連携を進める

上で有効な方策と考えますが、道は、この制度の活用に向けてどのように取り組んでいくのか、

伺います。
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○川上地域医療課長 地域医療連携推進法人についてでございますが、この制度は、地域医療構

想を達成するための一つの選択肢として平成29年から開始されたもので、道内では、今月認定し

た江別市を医療連携推進区域とする法人を含め、現在、五つの法人が認定されております。

道では、これまで、法人の設立や運営に必要な費用などに対し、基金を活用して支援してきて

おり、上川北部では、公立病院間で病床機能の分化、連携が進められているほか、南檜山では、

夜間の救急医療を道立江差病院に集約化するなど、それぞれの地域課題に即した取組が行われて

おります。

道といたしましては、今後とも、地域医療構想アドバイザーと連携しながら、法人の設立を検

討している地域に対して道内外の先行事例などについて情報提供をいたしますとともに、丁寧に

助言等を行い、地域医療構想の議論が進むよう、地域の実情に応じた法人の設立を支援してまい

ります。

○伊東尚悟委員 市立室蘭総合病院について、我が会派の代表質問に対して、室蘭市と情報共有

を図りながら、庁内関係部局が連携して丁寧に対応するとの答弁がありました。

統合再編に向けた現在の室蘭市の検討状況を伺うとともに、道としてどのように支援していく

考えなのか、伺います。

○竹内地域医療推進局長 市立室蘭総合病院についてでございますが、先週３日、室蘭市職員が

来庁されまして、庁内関係部局の職員が対応したところであり、市からは、対策本部の設置を検

討中であることや、諸課題への具体的な対応策は今後取りまとめる予定であるといった説明があ

りましたことから、道からは、引き続き庁内が連携して対応していく旨、お伝えいたしました。

こうした中、昨日、市では、病院の統合再編に伴う様々な課題に対応していくため、市長を本

部長といたします対策本部を設置したところでございます。

道への協力要請の内容などにつきましては、対策本部の下に設置する検討チームで今後協議の

上、取りまとめる予定と伺っておりまして、道といたしましては、引き続き、市と情報共有を図

りながら、庁内関係部局が連携し、丁寧に対応してまいります。

○伊東尚悟委員 今後、2040年頃にかけて、医療と介護の複合ニーズを有する高齢者の増加や担

い手不足が一層見込まれるとともに、急性期医療の需要の減少、在宅医療のニーズの増加が想定

されます。

こうした地域医療を取り巻く様々な変化に対応しながら地域に必要な医療を確保するために

は、地域医療構想の取組をより一層進めることが重要と考えますが、道は今後どのように取り組

んでいくのか、伺います。

○宮下准一委員長 保健福祉部長古岡昇さん。

○古岡保健福祉部長 地域医療の確保に関しまして、今後の取組についてでございますが、広域

分散で医療資源の偏在が著しい本道におきましては、少子・高齢化に伴う医療ニーズの変化に合

わせ、地域の実情に応じた医療提供体制を確保していくことが重要でございます。

現在、国では新たな構想の検討を進めているところであり、道といたしましては、今年度中に
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国から示されるガイドラインを踏まえ、総合保健医療協議会で御議論をいただきますとともに、

各圏域の地域医療構想調整会議で地域の課題をきめ細かに伺いながら、新たな構想の策定に向け

た検討を着実に進めてまいります。

また、現行の構想に基づく取組につきましても引き続き推進するなど、道といたしましては、

道民の皆様が住み慣れた地域で安心して医療が受けられるよう、持続可能な医療提供体制の構築

に取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 地域医療の確保は、道民生活に欠かせない重要な課題であります。本件につい

ては知事に改めて伺いたいと思いますので、委員長、お取り計らいをよろしくお願いいたしま

す。

介護サービス提供体制の確保について伺います。

全国的に、2040年には65歳以上の高齢者数がピークを迎えるとともに、介護と医療の複合ニー

ズを抱える85歳以上人口の増加も見込まれる一方で、現役世代の生産年齢人口の減少も見込まれ

ており、どのように高齢者を支えていくのかが大きな課題となっています。

こうした中、国では介護保険制度の見直しに向けた検討が進められていると承知しています

が、道として、新年度、介護サービスの提供体制をどのように確保していくのか、以下、伺って

まいります。

本道では、高齢化の進展に伴い、介護を必要とする高齢者の増加が見込まれていますが、本道

における要介護・要支援認定数の過去５年間の推移と、2040年における推計値について伺いま

す。

○宮下准一委員長 高齢者保健福祉課長秋田裕幸さん。

○秋田高齢者保健福祉課長 要介護・要支援認定者数の推移などについてでございますが、令和

３年11月末時点の認定者数は約34万7000人、令和４年同月末時点では約35万人、５年は約35万

4000人、６年は約36万1000人、７年は約36万6000人と増加傾向で推移をしており、令和22年―

2040年には約43万2000人になると推計をしております。

○伊東尚悟委員 昨年、全国における訪問介護事業者の倒産が91件となるなど、おととしの81件

に引き続き、過去最多を更新したとの報道があったところです。令和６年度の介護報酬改定にお

いて、訪問介護の基本報酬が引き下げられ、長引く物価高騰や深刻な人手不足により、道内にお

いても訪問介護事業所は大変厳しい運営を強いられております。

こうした厳しい現状を踏まえ、地域の高齢者の生活を支える訪問介護事業所に対し、道とし

て、どのような支援などを実施していくのか、伺います。

○宮下准一委員長 介護運営担当課長樋口知己さん。

○樋口介護運営担当課長 訪問介護事業所への対応についてでございますが、高齢化の進行によ

り、介護サービスの需要は一層高まることが見込まれる中、訪問介護は、地域で暮らす高齢者の

方々の生活を支える重要なサービスであると認識しております。

このため、道では、厳しい経営環境にある介護事業所に対し、光熱費や食材料費等を対象に支
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援するため、今定例会冒頭で補正予算を措置させていただいたところであり、今後、迅速な予算

執行に努めてまいります。

また、処遇改善加算の取得促進に向けた伴走支援はもとより、介護ロボットの導入促進や、事

務の協働化を促進するための支援などにも継続して取り組むとともに、国に対しては、本道の地

域特性や事業所規模をはじめ、介護職員等の適切な給与水準が確保される介護報酬を設定するよ

う、引き続き要望してまいります。

○伊東尚悟委員 生産年齢人口が減少し、担い手の確保が難しくなる中、地域の介護サービス事

業所では深刻な人手不足となっています。

厚生労働省が公表している介護サービス施設・事業所調査では、介護職員数は、令和５年度の

調査結果で、調査開始以来、初めて減少し、令和６年度の調査結果においてもほぼ横ばいとなっ

ており、人材確保が厳しい局面となっています。

こうした現状において、介護ロボットやＩＣＴ化、いわゆる介護テクノロジーは、ＡＩの導入

など日々進化しており、介護現場では、職員の負担軽減や業務支援に大きな効果を上げていると

伺っています。

人手不足が深刻化する介護現場において、介護テクノロジーの導入を進めることが不可欠と考

えますが、道が行っている介護ロボット導入支援事業の本年度の道の取組内容と、それぞれの補

助対象事業所数について、今後の対応と併せて伺います。

○樋口介護運営担当課長 介護ロボット等の導入に向けた支援についてでございますが、道で

は、職員の業務負担の軽減や介護サービスの質の向上を目的として、移動支援などを行う介護ロ

ボットの導入をはじめ、見守りセンサーなどの通信環境の整備、介護ソフトやタブレット端末に

よるＩＣＴの導入のほか、業務改善コンサルタントによる指導費用の一部を補助しております。

今年度、この補助金の交付を決定した事業所数は、介護ロボットの導入が121か所、通信環境

の整備が50か所、ＩＣＴ導入が87か所、業務改善コンサルタントによる指導が２か所となってお

ります。

令和８年度におきましても、こうした支援を講じるため、今定例会冒頭で必要な予算を措置さ

せていただいたところであり、道といたしましては、引き続き、多くの介護現場で介護ロボット

等の導入促進が図られるよう取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 人手不足が深刻な地域の介護サービスの提供体制を確保していくためには、外

国人材の活用にも取り組んでいくことが重要であり、介護を目指す外国人材への支援や、介護業

務に従事されている外国人材の方々が地域で安心して介護業務に従事していくために、同僚や利

用者と日本語でのコミュニケーションや、介護技術を働きながら向上できるような支援が必要と

考えます。

道内では、現在、どれくらいの外国人材が介護業務に従事しているのか伺うとともに、介護を

目指す外国人留学生への支援、介護分野に就業されている外国人材の方々への日本語や介護技術

などの能力向上に関する支援について、どう取り組まれているのか、今後の対応と併せて伺いま
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す。

○樋口介護運営担当課長 外国人介護人材の受入れ状況などについてでございますが、法務省の

統計による道内の外国人材の受入れ数は、昨年６月時点で、在留資格「特定技能」が2734人、在

留資格「介護」が253人、合わせて2987人となっており、また、道の調査による在留資格「技能

実習」は、一昨年11月の時点で340人となっており、3000人を超える外国人材が介護業務に従事

しております。

なお、経済連携協定につきましては、都道府県別の統計データは公表されていないところでご

ざいます。

道では、外国人材の確保に向けまして、介護事業者が外国人留学生に対して行う学費の貸付け

等に要する経費への支援や、技能実習生等を対象とした介護技術・日本語能力の向上のための研

修会の開催のほか、介護福祉士資格の取得を支援する介護事業者への助成などにも取り組んでい

るところであり、令和８年度におきましても、引き続き、こうした取組を進めるため、必要な予

算を計上しているところでございます。

○伊東尚悟委員 地域の介護サービス事業所においては、人材確保や生産性向上、職場環境改

善、収支の安定化など様々な課題に直面しています。こうした中、地域の小規模事業者など個々

の事業所では解決できない課題に対し、他事業所との連携協働化により解決が図られるケースも

あると考えます。

道では、昨年度から介護サービス事業者協働化等促進事業に取り組まれておりますが、今年度

の取組内容と今後の対応について伺います。

○樋口介護運営担当課長 介護サービス事業者協働化等促進事業についてでございますが、この

事業は、介護事業者が安定的に事業を継続し、地域におけるサービス提供体制を確保することを

目的として、小規模法人を含む事業者グループが協働して行う職場環境改善の取組に要する費用

に対し支援するものでございます。

本年度は、ＡＩを活用した業務支援システムの構築及び運用や専門家による介護職員等のスキ

ルアップのための研修の開催、複数事業者の合同の求人募集や労務管理システムの共有などの取

組を行う七つの事業者グループに対して補助金の交付を決定しております。

道といたしましては、令和８年度におきましても、こうした取組を支援するほか、新たに協働

化の理解促進を図るためのセミナーの開催や、事業の成果を道のホームページで紹介するなど、

職場環境改善につながる協働化の取組を進めてまいります。

○伊東尚悟委員 今後、2040年に向けて介護を必要とする高齢者の増加が見込まれている中で、

市町村における要介護・要支援認定などの業務を円滑に実施するためには、従来の紙媒体による

処理方法を見直し、電子的な処理を進めていくことが必要と考えますが、道では、認定審査など

の業務における介護情報の電子化にどのように取り組んでいるのか、また、今後どのように進め

ていくのか、併せて伺います。

○秋田高齢者保健福祉課長 介護認定事務の電子化などについてでございますが、要介護・要支
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援認定者が増加する中、より適切なサービスを速やかに提供するためには、認定審査等の業務を

迅速かつ適切に処理することが必要でございます。

このため、道では、市町村に対し、資料の電子化や会議のオンライン開催といった審査の過程

における具体的な取組事例を周知いたしますほか、介護情報と医療情報を電子的に突合し、介護

給付の適正化を図る点検手法の活用を促すなど、業務の効率化が図られるよう取り組んでおりま

す。

また、現在、国では、介護事業所や医療機関等がそれぞれ管理している情報を相互に電子的に

確認できるシステムの構築を進めており、道としましては、今後、全ての市町村でこのシステム

の運用が図られるよう、介護保険の財源を活用したシステム改修を促すなど、介護保険の給付が

迅速かつ適切に行われるよう努めてまいります。

○伊東尚悟委員 国の調査では、2022年時点で高齢者の12.3％が認知症であり、軽度認知障がい

を含めると約28％の方々が認知障がいを有しているとされています。今後もさらに高齢化が進む

本道において、認知症は誰もがなり得るものという認識を広めつつ、認知症の方やその御家族等

を支える体制を充実していくことがますます重要です。

令和６年１月に施行された認知症基本法では、認知症施策を総合的かつ計画的に推進するた

め、都道府県、市町村において、地域の実情に即した認知症施策推進計画を策定することが努力

義務とされています。道や道内市町村の策定状況について伺うとともに、道では今後どのように

取り組んでいくのか、伺います。

○秋田高齢者保健福祉課長 認知症施策推進計画についてでございますが、認知症基本法に基づ

き策定が努力義務とされた地方公共団体の認知症施策推進計画については、令和６年12月末に閣

議決定された認知症施策推進基本計画で、既存計画に定める内容と重複する場合、これらを一体

のものとして策定することは差し支えないとの考え方が示されておりますことから、第10期介護

保険事業支援計画と一体的に策定していく考えでございます。

また、道が実施した市町村計画の策定状況調査では、策定済みが31市町村、今後策定予定が

121市町村であるほか、残りの27市町村が、計画策定のノウハウがないことや人員不足などを主

な課題として、対応が未定となっております。

道といたしましては、今後、国が作成・開設している「策定の手引き」や「個別相談窓口」を

改めて周知いたしますほか、アドバイザーを派遣するなど必要な支援を行ってまいります。

○伊東尚悟委員 高齢者がピークを迎える2040年には、自治体や地域の規模によって高齢化や人

口減少のスピードに大きな差が生じることが見込まれており、国では、介護保険制度の見直しに

当たり、その地域の状況に応じたサービス提供体制や支援体制を構築していくことを検討してい

ると承知しています。どのような内容が検討されているのか、伺います。

○秋田高齢者保健福祉課長 介護保険制度の見直しについてでございますが、現在、国では、

2040年に向けて、地域におけるサービス供給の状況を踏まえつつ、人口減少やサービス需要の変

化に応じ、全国を、高齢者人口やサービス需要が減少する中山間・人口減少地域、高齢者人口が
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増加し続け、サービス需要が急増する大都市部、高齢者人口が増減し、サービス需要が増加から

減少へ転じる一般市等といった、主に三つの地域分類が検討をされております。

大都市部や一般市等は、現行制度の枠組みを活用したサービス基盤の維持確保が求められるも

のとされておりますが、中山間・人口減少地域は、サービス提供の維持確保を前提として、利用

者への介護サービスが適切に提供されるよう新たな柔軟な対応が検討をされており、事業所の人

員配置基準の緩和や、訪問介護については、サービス提供回数に応じた出来高報酬と月単位の定

額払いを選択可能とすることなどが検討をされております。

○伊東尚悟委員 道では、国の令和８年介護保険制度改正に合わせ、次の介護保険事業支援計画

を策定するものと承知しています。

我が会派の代表質問に対し、今後、国から示される基本的な考え方を踏まえつつ、市町村や関

係団体からも地域の課題をきめ細やかに伺うなど、検討を進める旨の答弁がありました。

策定スケジュールなど、今後、具体的にどのように進めていくのか、伺います。

○秋田高齢者保健福祉課長 次期計画の策定に向けた対応についてでございますが、道では、現

計画の進捗状況を適切に評価することはもとより、今後、国から示される基本的な考え方を踏ま

えつつ、市町村が調査する介護ニーズやサービス見込み量を適切に把握し、振興局と圏域の市町

村で構成する高齢者保健福祉圏域連絡協議会や、当事者団体や保健・医療・福祉団体等で構成す

る高齢者保健福祉施策検討協議会において幅広く御意見を伺いながら、次期計画の策定に向けた

検討を進めることとしております。

また、９月をめどに基本的な考え方を取りまとめ、11月には素案を作成、その後のパブリック

コメントを経て、令和９年３月までに策定していく考えでございます。

○伊東尚悟委員 本道では高齢化が一層進み、特に地域においては、介護人材が不足し、訪問介

護事業所が撤退する地域も出るなど、介護サービス基盤の脆弱化が深刻な課題となっています。

広域で介護事業所等が偏在している本道においては、それぞれの地域の実情に応じた介護サー

ビス提供体制を確保していく必要があると考えますが、道として、今後どのように取り組んでい

くのか、伺います。

○古岡保健福祉部長 介護サービス提供体制の確保についてでございますが、全国を上回るスピ

ードで高齢化が進行し、介護事業所等が偏在する本道では、各地域の中長期的な人口動態や将来

的なニーズを適切に捉え、介護サービス提供体制を構築していくことが重要でございます。

現在、国では、介護保険制度の見直しに向け、人口減少やサービス需要の変化に対応した新た

な地域分類の設定や、各地域の状況に応じた介護サービス提供体制などについて議論が進められ

ております。

道といたしましては、今後、国から示される基本的な考え方を踏まえつつ、介護サービスの基

盤整備や人材の養成確保、現場における生産性向上といった様々な課題の把握に努めるなど、次

期計画の策定に向けた検討を着実に進め、高齢者の方々が住み慣れた地域で安心して暮らすこと

ができるよう、地域の実情に応じた介護サービス提供体制の確保に向け取り組んでまいります。
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○伊東尚悟委員 それでは、子ども施策について伺います。

道は、昨年４月にこども基本条例を施行し、将来を担う子どもたちの健やかな成長を支えてい

くため、施策を総合的かつ計画的に推進し、「こどもまんなか社会」の実現に向けた取組を進め

ていくこととし、様々な施策に取り組んできたと承知しています。

知事は、先日の道政執行方針において、「こどもまんなか社会」の実現に向け、若い世代への

プレコンセプションケアの普及啓発を進めるとともに、遠方の産科医療機関に通う妊産婦の方へ

の支援の充実のほか、保護者の就労要件を問わずに利用できる「こども誰でも通園制度」の円滑

な実施などに取り組む旨、表明されました。来年度における道の子ども政策の推進について、以

下、伺います。

少子化が進行する中にあって、全ての子どもが健やかに育つ環境を社会全体で支えていくこと

は、将来にわたる地域の持続可能性を確保する上でも重要な課題であり、そのためには、子育て

家庭の孤立や育児に関する不安や負担の軽減を図ることが必要です。

こうした中、本年４月から全国の全市町村で実施される「こども誰でも通園制度」は、従来の

保育制度とは異なり、保護者の就労要件を問わず、時間単位で柔軟に利用できる新たな仕組みと

して導入されるものです。本制度は、例えば、専業主婦の家庭においても利用が可能となること

で、育児負担の軽減や子どもの生育環境の充実につながることなどが期待される一方、現場の人

手不足を踏まえた受入れ体制の確保などについては懸念の声も上がっています。こうしたことか

ら、制度の円滑な導入に当たっては、地域や現場の実情を踏まえ、実施主体である市町村が丁寧

に対応していくことが求められるとともに、道としても市町村に対する適切な支援を行っていく

必要があると考えます。

道は、新年度予算において、「こども誰でも通園制度」の事業者の運営費として市町村が事業

者に給付する「乳児等のための支援給付費」について、約７億9000万円を計上しているところで

あり、道内市町村においても、数多くの事業者が新たに本制度を実施する見込みであると考えら

れます。こうした認識の下、以下、順次伺ってまいります。

初めに、本制度の意義と課題について伺います。

「こども誰でも通園制度」は、保護者の就労要件にかかわらず利用を可能とすることにより、

全ての子どもに対する生育環境の保障と、子育て家庭への包括的支援を実現する新たな制度であ

り、在宅で子育てを行う家庭への支援の充実という点で大きな意義を有するものと考えます。一

方で、受皿となる実施施設の確保や保育人材の確保など、多くの課題も指摘されています。

本年４月からの本格実施に向けて、昨年度は国の試行的事業として、今年度は地域子ども・子

育て支援事業として道内でも希望する市町村において実施され、この間、道は市町村の実施状況

や準備状況を把握していると思います。

そこで、道として、本制度の意義や課題をどのように考えているのか、改めて見解を伺いま

す。

○宮下准一委員長 子ども政策局長片山崇さん。
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○片山子ども政策局長 「こども誰でも通園制度」についてでございますが、保護者の就労要件

を問わず、満３歳未満の未就園児に適切な遊びや生活の場を提供するとともに、保護者の心身の

状況把握や助言等を行う本制度は、育児の負担感の軽減につながりますほか、支援が必要な子ど

もや子育て家庭を早期に把握し、適切なサポートにつなげるなど、全ての子どもの育ちを応援

し、子どもの良質な生育環境を整備することを目的としております。

市町村や先行して実施をした事業所職員の方々からは、育児の孤立感が軽減した、子どもの成

長につながったなどの制度の意義や効果を伺っている一方、利用可能時間が限られていること

や、子どもの安全な受入れに対する現場の負担感があること、保育人材の確保が難しいといった

課題も伺っているところでございます。

○伊東尚悟委員 次に、道内市町村に対するこれまでの道の支援について伺います。

本制度は、４月から全国一律の給付制度として実施されることとなっており、円滑なスタート

が重要であります。

そこで、道として、これまで、４月からの全市町村における円滑な制度実施に向けて道内市町

村にどのような支援を行ってきたのか、伺います。

○宮下准一委員長 子ども成育支援担当課長岩木良成さん。

○岩木子ども成育支援担当課長 市町村への支援についてでございますが、道では、これまで、

道内全ての市町村に対して準備状況の調査を行うとともに、個別ヒアリングを実施するなどいた

しまして、条例整備や事業者の確保状況などを把握し、実施場所の選定や人員配置など、市町村

の実情に応じた個別具体的な助言を実施してきたほか、先行実施している市町村や事業所の取組

事例を情報提供するなど、制度の円滑な導入に向け、市町村を支援してきたところでございま

す。

○伊東尚悟委員 道が市町村に対してきめ細やかな支援を行ってきたことは理解しましたが、一

方で、制度を実際に担うのは市町村であり、市町村によっては保育資源や人材確保の状況に差が

あると考えられることから、全ての市町村において円滑に制度を開始できるのか、懸念する声も

あるところであります。

そこで、本年４月から、道内の全市町村において実施事業者を確保した上で本制度を開始する

ことができるのか伺うとともに、道内市町村における事業者の確保状況を具体的に伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 事業者の確保状況等についてでございますが、本制度の実施主

体である市町村では、これまで、事業者の認可等に必要な条例整備のほか、市町村子ども・子育

て支援事業計画の変更、管内事業者への制度説明や実施予定施設の確保など、必要な準備を進め

てきております。

道では、市町村の準備状況を継続的に把握してきており、本年１月末時点の調査では、全ての

市町村が本年４月からの開始を予定し、地域の利用ニーズを見込んだ上で、認可保育所や認定こ

ども園など道内約400か所で実施される見込みとなってございます。

○伊東尚悟委員 最後に、制度開始後のフォローアップと今後の取組について伺います。
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本制度は新たな仕組みであることから、制度が開始されたから、それで終わりということでは

なく、開始後も利用状況や現場の現状や課題などを把握し、必要であれば制度の改善を図ってい

くことが重要であります。特に小規模自治体などでは、制度運用に関するノウハウや職員、人材

などの資源が十分でない場合も想定されることから、道による継続的な支援が求められます。

そこで、制度開始後、道内市町村へのフォローアップなど、道として円滑な制度実施にどのよ

うに取り組んでいくのか、伺います。

○片山子ども政策局長 今後の取組についてでございますが、道では、これまで、「こども誰で

も通園制度」が児童福祉法に基づく新たな給付制度であることなどを踏まえ、本年４月から道内

全ての市町村において本制度が実施されますよう、市町村の準備状況の把握や個別ヒアリングを

行うとともに、道内の先行事例などを分かりやすく情報提供してきましたほか、市町村や事業所

職員、保育関係団体の方々との意見交換を重ねながら、地域の課題に応じた助言を行ってまいり

ました。

道としては、本制度が保育の現場で効果的に運用されるよう、４月以降も市町村の実施状況を

定期的に確認しますほか、関係者との意見交換を実施し、効果や課題等を丁寧に把握しながら、

必要に応じ、地域の実情に応じたより柔軟な制度となるよう国に要望するなどして、全ての子ど

もの育ちと子育て家庭の支援に資するものとして制度が円滑に実施されるよう取り組んでまいり

ます。

○伊東尚悟委員 保育人材確保対策について伺います。

道内の保育士の月間有効求人倍率は、全国平均と比べると、やや低い数値になっているもの

の、令和７年12月時点で2.32倍と、道内の全職種平均の0.93倍を大きく上回っており、依然とし

て高い水準にあります。将来的には、少子化の進行などにより保育需要の総量は減少する可能性

もありますが、当面は、保育所等の利用率の上昇や「こども誰でも通園制度」の制度化、保育士

配置基準の改善などで保育需要は高止まりとなることから、保育人材の確保は喫緊かつ重要な政

策課題であります。

保育士の確保に当たっては、国が進める給与面の改善に加え、保育士が長く安心して働き続け

られるよう、道としても、現場の保育士の業務負担の軽減や職場環境改善に向けた支援を一層充

実させることや、資格を有しながらも様々な事情で現場を離れている潜在保育士に、再度、職場

に戻ってきていただけるような再就職支援の強化、さらには、将来の担い手となる若年層に対す

るアプローチなど、保育人材確保の取組は、多角的、総合的に推進していくことが必要と考えま

す。

こうした課題認識の下、北海道における保育士確保対策の一層の強化について伺ってまいりま

す。

保育士・保育所支援センターは、保育人材の確保及び定着を目的として、これから保育士とし

て働きたい方や保育所等の運営事業者を支援するため、都道府県が委託等により設置している公

的な窓口であります。北海道においても、多くの他都府県と同様に、民間にセンター機能を委託
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して取組を進めており、今年度は、保育士・保育所支援事業として、保育所等の勤務環境改善支

援や、潜在保育士等への再就職支援などの取組が実施されていると承知しております。

この保育士・保育所支援センターについては、昨年改正された児童福祉法により、保育士確保

に関する業務としてセンターに関する規定が新たに整備され、センターが法定化されたと聞いて

いますが、今回の児童福祉法の改正に至った背景及びその具体的な改正内容について伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 保育士・保育所支援センターの法的な位置づけについてでござ

いますが、保育人材の確保は継続的に対応しなければならない課題でありますことから、国で

は、今後の保育士の職員配置基準のさらなる改善等を見据え、保育人材確保策の一層の強化を図

る必要があるとして、昨年４月、児童福祉法を改正し、都道府県が保育士・保育所支援センター

としての機能を担う体制を整備する旨の規定を設け、10月１日より施行してございます。

具体的には、保育業務の関心を高める広報、保育士に対する職業紹介や研修の実施、就業継続

に必要な勤務環境改善に関する保育所等への助言などの機能が、法律上、明確化されたところで

す。

○伊東尚悟委員 次に、保育士・保育所支援センターの業務内容について伺います。

この法改正の趣旨を踏まえますと、保育士・保育所支援センターは、保育人材確保に関する単

なる相談窓口のみならず、保育人材の成り手確保や保育士の方々の職場定着支援、保育の魅力発

信などを総合的に担う機関として、今後、センターが担う保育人材確保の役割は一層重要になる

ものと考えます。

そこで、今般の法改正も踏まえ、保育士・保育所支援センターをどのように充実強化していく

のか、道の考えを伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 保育士・保育所支援センターについてでございますが、道で

は、これまでも、保育士・保育所支援事業として、保育士の就労継続を目的とした勤務環境の改

善や潜在保育士への再就職相談のほか、ポータルサイトによる保育の魅力の発信に取り組んでき

ております。

今般の保育士・保育所支援センターの法定化を踏まえ、確保対策のさらなる充実強化を図るた

め、来年度から常勤職員をセンターに配置し、体制を強化いたしますとともに、新たに現役保育

士による中高生への出前授業や、保育士養成校を会場とした市町村との合同就職説明会を開催す

るほか、ハローワークと連携した求人情報の積極的な提供など、関係機関と連携し、効果的に保

育人材確保の取組を進めてまいります。

○伊東尚悟委員 次に、保育の魅力発信ポータルサイトについて伺います。

道内の保育士養成校は、現在、29施設あり、５年前の31施設から２施設減少しており、入学定

員数では、短期大学を中心に300名以上の減少が見られる状況です。もちろん、短大の定員数の

減少は、少子化による影響や４年制大学への進学志向の定着などの要因もありますが、保育士を

目指す若い世代が減少していくことは、今後の保育人材確保に当たって対応すべき重要な課題と

考えます。
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養成施設が縮小しているこうした状況を踏まえると、保育士の確保に当たっては、処遇改善や

勤務環境の改善はもちろんのこと、保育の仕事そのものの魅力を広く発信し、将来の担い手とな

る中高生などの若年層や、資格を有しながら現場を離れている潜在保育士に、職業としての魅力

や関心を高めてもらうための取組が重要であると考えます。

こうした中、道においては、今年度、新たに保育の仕事の魅力発信ポータルサイトを開設しま

した。このポータルサイトは、保育士・保育所支援センターがサイトの構築や運営業務を行い、

保育事業者や保育士の方々に対する支援と一体的に魅力発信に取り組んでいるものと承知してい

ます。

そこで、この保育の魅力発信ポータルサイトについて、これまでの取組を踏まえ、今後どのよ

うに内容の充実や効果的な情報発信をしていくのか、伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 保育の魅力発信ポータルサイトについてでございますが、本サ

イトでは、中高生世代や潜在保育士に対し、保育の仕事の魅力ややりがい、様々な支援制度等を

一元的に発信しており、現役保育士へのインタビュー動画や、保育士養成施設に通う大学生同士

の対談のほか、給与や勤務環境の改善状況など、保育の仕事に興味と関心を持ってもらえるコン

テンツを掲載し、保育士として働くことの魅力を積極的に発信しております。

今後は、ハローワークと連携した求人情報の提供や就職セミナー等の情報をポータルサイトに

掲載するなど、コンテンツの充実を図りますとともに、ポータルサイトの認知向上に向けまし

て、ＳＮＳの活用や商業施設等でのポスター掲示、市町村と連携した地域の公共施設での動画の

活用などにより、積極的に周知を行いながら効果的な情報発信に努めてまいります。

○伊東尚悟委員 本道では、出生数の減少が続き、道内の自治体では年間の出生数が１桁の地域

もあるなど、地域構造そのものが大きく変化しております。

こうした中、過疎地域では、保育所等の定員割れや小規模化が進み、将来的な施設運営の継続

に不安を抱える地域もあると承知しています。また、少子化の影響は都市部においても同様に生

じており、今はまだ保育需要が高止まりしている地域であっても、将来的には、これまでの施設

運営のやり方では、地域の保育提供体制の確保が難しくなるという状況も懸念されます。保育所

等は、子どもを預かる場だけでなく、乳幼児期の子どもの成長や子育て家庭を支える地域の重要

な基盤でもありますので、安定的な保育提供体制の確保は大変重要です。

そこで、人口減少や少子化が進行する本道における保育提供体制の現状や課題について伺いま

す。

○岩木子ども成育支援担当課長 保育提供体制の現状などについてでございますが、人口減少や

少子化の進行、共働き世帯の増加などにより、地域の保育環境は大きく変化しており、道内全体

の保育所等の施設数は増えているものの、利用児童数は減少傾向にあるところです。

児童数の減少については、地方部でその傾向が顕著でありますが、都市部においても定員充足

率が低い施設が生じているほか、地域により保育需要も多様化し、保育士採用に困難を生じてい

る施設も多くございます。
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こうした状況の中、利用児童や保育人材を確保し、安定的な施設運営の維持が課題と考えてお

ります。

○伊東尚悟委員 保育の実施主体である市町村では、幼児教育・保育の無償化や子ども・子育て

支援施策の充実強化による制度の多様化などにより、市町村が担う保育や子育て支援の業務やサ

ービスが拡大する中、制度の運用や人材確保など、これまで以上にきめ細やかな対応が求められ

ております。

しかしながら、とりわけ人口減少が進んでいる小規模自治体においては、限られた職員体制の

中でこれらの業務に当たっており、地域の課題を踏まえた将来を見据えた保育提供体制の在り方

について、十分な検討を行うことが難しい状況もあるのではないかと考えます。

持続可能な保育提供体制の確保に向けて、保育の実施主体である市町村の役割と対応を進める

上での課題についてどのように認識しているか、伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 市町村の役割などについてでございますが、市町村は、保育の

実施主体として、地域での子ども・子育てに関するニーズを把握した上で、保育の需要量の見込

みや確保方策などを盛り込んだ「子ども・子育て支援事業計画」を策定し、地域の保育提供体制

を確保する役割を担ってございます。

道では、市町村との意見交換を通じ、限られた人員体制の下、保育の提供をはじめとした多様

な子育て支援など様々な行政需要に対応している現状では、将来の安定的な保育提供体制につい

て検討するための十分な時間の確保が難しいといった声を伺っているところです。

○伊東尚悟委員 人口減少や少子化の急速な進行など、保育提供体制を取り巻く環境が大きく変

化する中、とりわけ小規模自治体においては将来を見据えた保育提供体制の検討を進める必要が

あるものの、そうした検討を進める体制づくりが課題となっている状況があるものと考えられま

す。こうした状況においては、市町村がそれぞれ個別に対応を検討するだけではなく、道が広域

的な視点から本道全体の現状や課題を整理し、保育の実施主体である市町村の主体的な取組を支

援していくことも有効と考えられます。

今後、ますます保育需要が減少し、保育サービスの提供のみでは民間事業者の施設運営も難し

くなることも想定される中で、これまで以上に官民連携や広域連携、保育施設の多機能化といっ

た視点も踏まえて市町村や事業者が対応していくことが必要です。

道としても、こうした市町村等の取組を支援していく必要があると考えますが、どのように取

り組んでいくのか、考えを伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 市町村等の取組への支援についてでございますが、国は、昨年

度公表した「保育政策の新たな方向性」の中で、過疎地域の定員充足率が低下する状況を踏ま

え、保育の量の拡大から質の高い保育の確保へと政策転換し、将来を見据えた保育提供体制の計

画的な整備が必要としております。

道では、国の方向性も踏まえ、来年度、新たに道内の保育提供体制の現状や課題を可視化し、

市町村での検討に当たり必要な論点を整理、提供することを目的とした調査研究事業を実施する
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こととしており、市町村と本事業の調査結果を共有し、必要な助言を行うなど、市町村における

保育提供体制の検討を支援していく考えであります。

○伊東尚悟委員 人口減少が進む状況において、地域における保育機能の維持確保は、一過性の

課題ではなく、中長期的な視点で取り組むべき重要な政策課題であります。

本道の子どもたちの育ちを保障するための保育提供体制の確保に向けて、道としてどのように

取り組んでいくのか、伺います。

○宮下准一委員長 保健福祉部子ども応援社会推進監竹澤孝夫さん。

○竹澤保健福祉部子ども応援社会推進監 今後の取組についてでございますが、保育所等は、地

域の社会機能を維持する基盤として必要不可欠な施設であり、人口減少が進む地域におきまして

も、子育て世帯の需要に応じ適切にサービスを提供できるよう、持続可能な保育提供体制を確保

していくことが重要でございます。

現在、国では、地域における保育所等の統廃合のほか、相談機能や放課後の居場所等を兼ねる

多機能化などの取組を計画的に促進するため、施設整備の国庫補助率のかさ上げ等、人口減少地

域における持続可能な保育機能を確保するための各般の施策が進められているところでございま

す。

道といたしましては、保育の実施主体である市町村に対し、こうした国の取組を丁寧に情報提

供するとともに、来年度、将来を見据えた保育所等の多機能化や、法人間の連携による事務の効

率化等の取組に関し、新たに調査研究事業を実施していく考えであり、保育関係団体からも御意

見を伺いながら、本事業が市町村における主体的な検討に資するよう取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 次に、妊産婦への支援について伺います。

妊産婦の方々を取り巻く状況について、厚生労働省によれば、分娩取扱医療機関数は、東京都

が最も多く147医療機関である一方、最も少ない高知県では９医療機関と、大きな地域差がある

ことに加え、多くの都道府県で分娩取扱施設数は減少しているとされています。この状況を受

け、同省では、周産期医療の質の向上と安全性の確保のため、周産期医療については、必要に応

じて周産期医療圏の柔軟な設定を行い、２次医療圏よりも広い範囲で対応する必要が生じている

とされています。

道内においても、分娩可能な産科医療機関が減少傾向にあり、地域によっては分娩体制の維持

が困難な状況も見受けられます。こうした状況下にあっても、妊婦の方々が地域で安心して出産

できる環境を確保することは、少子化対策の基盤であり、極めて重要と考えます。そこで伺いま

す。

分娩可能な医療機関が減少していることで、遠方の医療機関に通院するなど負担が増加してい

る妊産婦の方に対し、これまで道はどのように支援してきたのか、伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 妊産婦の方々への支援についてでございますが、産科医療機関

が偏在している本道におきまして、居住する地域にかかわらず、安心、安全に出産できる環境を

整備することは大変重要でございます。
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道では、市町村と連携し、妊産婦の方々の通院等に要する交通費などの一部を助成する妊産婦

安心出産支援事業に取り組んでおり、身近に分娩可能な医療機関がなく、遠方に通院しなければ

ならない妊産婦の方々に対しまして、自宅や里帰り先から最寄りの医療機関までの距離が25キロ

メートルを超える場合に助成をしております。

○伊東尚悟委員 ２次医療圏単位で見ても、道内で最大の２次医療圏である十勝医療圏の広さ

は、五つの２次医療圏を有する岐阜県と同等であるなど、非常に広大で、他都府県に比べ多くの

妊産婦の方が長距離の移動を強いられる環境にあります。

また、主要な移動手段が自家用車である地域も多く、妊産婦の方々が御自身で運転される場合

の精神的な負荷や厳冬期の移動など、同じ距離、同じ時間、つまり、同じように遠方であったと

しても、ほかの地域に比べて妊産婦の方々の不安が大きくなる地域性を有しているものと考えま

す。

今定例会に提案されている新年度予算案では、妊産婦支援に係る助成対象を拡大するための経

費が計上されています。来年度の道の事業内容は、これまでと比較して、具体的にどのような点

が拡大するのか、伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 拡充する事業内容などについてでございますが、来年度から

は、国の補助事業を活用し、新たに産後ケアの利用や乳幼児健診の受診に係る交通費等を助成の

対象に加えることとしてございます。

また、受診等に係る移動距離が50キロメートル以下の場合に要する交通費の算定は、これまで

ＪＲの距離別単価を基準としてまいりましたが、来年度からは、道の旅費規程に準拠し、実費額

に対して助成する取扱いに統一することとし、妊産婦の方々が安心して健診等を受診できるよう

事業内容の拡充を図ったところでございます。

○伊東尚悟委員 本事業は、もともと離島に居住する妊産婦の方々を対象にした道の単独事業か

ら始まり、段階的に対象を拡大してきており、道では、国に対し、妊産婦に対する支援制度を要

望し、新たな国庫補助制度が令和６年度に創設されたところと聞いております。

現在、道においても、この国庫補助を活用して事業を行っているとのことですが、国の制度と

道の事業の相違点はあるのか、違いがあるとすればどのように相違しているのか、伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 道の支援対象についてでございますが、道では、平成12年に離

島に在住している方を対象とした交通費の支援事業を道独自に開始しており、その後、国庫補助

制度が創設された経緯があります。

国の事業対象は、最寄りの産科医療機関等への移動距離がおおむね50キロメートルを超える場

合のみとしてございますが、道では、平成28年度から離島在住者以外で移動距離が25キロメート

ルを超える方を助成対象としており、国の補助金基準よりも広く設定をしております。

○伊東尚悟委員 全国レベルでは分娩可能な医療機関がこの30年で半減し、さらに、国において

も産科医療機関の集約化を進める方針が検討されているなど、今後も妊産婦の方々の出産や健診

には遠方の移動が伴うことが想定されます。
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医療圏が広大で、妊産婦の方々の移動のための負担が大きい特性を持つ北海道において、妊婦

の方々が地域で安心して出産できる環境を確保するために、道として、今後どのように取り組ん

でいくのか、伺います。

○宮下准一委員長 保健福祉部次長兼子ども施策連携担当局長鈴木義和さん。

○鈴木保健福祉部次長兼子ども施策連携担当局長 今後の取組についてでございますが、広域な

本道において地域の産科医療機関が減少している中、妊産婦の方々の出産に対する不安や経済的

負担を軽減し、安心して子どもを産むことができる環境の整備は重要であると認識しておりま

す。

道では、本道の特性を踏まえ、国庫補助制度の創設前から道独自に妊産婦への助成を実施して

きたほか、対象範囲につきましても国庫補助基準よりも広範囲としてきたところでございます

が、来年度からは、国の補助事業を活用し、新たに産後ケアの利用時や乳幼児健診の受診時に要

する交通費についても助成対象とすることとしたところでございまして、今後、多くの妊産婦の

方々に本事業を利用していただけるよう、市町村と連携しながら事業内容の周知を図るなどし

て、居住地にかかわらず、安心して安全に出産できる環境の整備に取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 プレコンセプションケアについて伺います。

北海道の未来を担う若い世代が自らの将来を主体的に選択できるよう、心身ともに健やかに輝

き続けることは共通の願いであります。国では、若い世代が自分の将来を展望する際に、性や健

康、妊娠に関する正しい知識や、それに関する相談先について、必ずしも広く知られていない現

状を踏まえ、昨年５月に、プレコンセプションケア推進５か年計画を策定し、性や健康に関する

正しい知識の普及や情報発信などを集中的に取り組むこととしています。道においても、プレコ

ンセプションケアの普及に向け、取り組んでいると承知していることから、以下、伺います。

若い世代が自分の将来を展望する際に、性や健康、妊娠に関する様々な疑問を持ちつつも、そ

の正しい知識の取得方法や相談する場所、手段については、必ずしも広く知られていないのが現

状です。

プレコンセプションケアとは、具体的にどのような考えなのか、その概念について伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 プレコンセプションケアについてでございますが、国が策定し

た推進５か年計画では、性別を問わず、適切な時期に性や健康に関する正しい知識を持ち、妊

娠、出産を含めたライフデザインや、将来の健康を考えて健康管理を行う概念とされておりまし

て、この概念を理解し、知識を得て実践することにより、現在及び将来の健康、そして未来の家

族の健康がよりよいものとなることで、仕事、出産や子育てなど自分自身の可能性を広げること

につながるとされております。

○伊東尚悟委員 北海道こども計画においては、プレコンセプションケアの普及啓発を進めると

ともに、効果的な取組について検討を進めるとされています。また、国においても、推進５か年

計画に基づき、今後５年間を集中的な普及期間と位置づけています。

国の計画策定以降、国においては、どのような具体的な施策が展開されており、また、道にお



【第１分科会 ３月12日 第２号】

いては、どのような取組が進められてきたのか、伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 これまでの取組についてでございますが、国では、普及啓発を

目的とした専用ウェブサイトを開設し、性や健康にとどまらず、喫煙による健康や妊娠への影響

などといった様々な情報や啓発資料を提供するとともに、本年１月からは、自治体、企業、教育

機関などにおいて概念等の普及を図り、健康管理を行うよう促す人材となりますプレコンサポー

ターを養成するための講座をｅラーニング形式で開始をしたところでございます。

道では、ホームページをリニューアルし、国の啓発資料や、自身の健康状態を確認するための

チェックシートを掲載して周知を図っておりますほか、昨年10月には、市町村職員や保健師等を

対象としたプレコンセプションケアの普及に係る実践事例を学ぶ研修会の開催に取り組んできた

ところでございます。

○伊東尚悟委員 プレコンセプションケアの推進により、適切な時期に、適切な知識や情報を、

性別問わず提供することは、若年期からの健康状態の改善に直結します。その結果として、結

婚、妊娠、出産、子育て、そして仕事を含めた将来のライフデザインを、自らの希望どおりに描

けるようになることが何より大切です。

若い世代が、自身の体と向き合い、主体的に将来設計を考えられる環境を構築するため、道と

して、今後どのような取組をしようとしているのか、伺います。

○鈴木保健福祉部次長兼子ども施策連携担当局長 今後の取組についてでございますが、性別を

問わず、全ての方が適切な時期に性や健康に関する正しい知識を身につけ、主体的に将来を選択

していくために、プレコンセプションケアに関する取組は重要であると認識してございます。

今年度、道では、こども施策審議会の場などでプレコンセプションケアを同じ世代の方々に理

解してもらうための効果的な手法について意見を伺い、高校生、大学生や新社会人などからは、

ＳＮＳを積極的に活用することなどの声があったところでございます。

道といたしましては、今後、ＳＮＳなどの媒体を活用しながら、短時間で気軽に視聴できる啓

発動画を配信しますとともに、市町村と連携しながら普及に向けた研修会を開催するなどして、

若い世代の方々が、自らの健康に向き合い、仕事や出産、子育てなど、個人個人の希望に応じて

主体的に将来を選択できるよう、より一層の普及啓発に取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 これまで令和８年度に取り組む様々な施策について伺ってきましたが、これら

の取組をより実効性あるものとし、「こどもまんなか社会」の実現に向け、どのように取り組ん

でいく考えなのか、最後に推進監の決意を伺います。

○竹澤保健福祉部子ども応援社会推進監 今後の子ども施策の推進についてでございますが、道

では、昨年４月に北海道こども基本条例を施行し、条例に基づき策定しました北海道こども計画

の目指すべき姿に、「こどもまんなか社会」の実現を掲げたところでございます。

様々な環境に置かれた本道の子ども一人一人を大切な存在として、その成長を後押しするため

に、これまで大人が中心となってきた社会を「こどもまんなか」に変えていくといった道の基本

的な考えの下、地域社会が一体となって子ども施策に取り組む環境を整備するとともに、道の関
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係部局が連携をしながら、子ども施策を総合的かつ一体的に推進しつつ、こども政策推進本部で

関係部局の取組を点検するなどして、計画に盛り込んだ子どもや若者、子育て当事者のライフス

テージに応じた施策を効果的に展開し、本道の子どもたちが健やかに成長でき、誰もが安心して

子育てできる地域社会の実現に向け、取り組んでまいります。

○伊東尚悟委員 終わります。

○宮下准一委員長 伊東委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

議事進行の都合により、暫時休憩いたします。

午前11時54分休憩

午後１時１分開議

○木葉淳副委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

保健福祉部所管に関わる質疑並びに質問の続行であります。

岡田遼さん。

○岡田遼委員 それでは、通告に従い、順次質問いたします。

初めに、避難行動要支援者及び個別避難計画についてです。

令和３年５月の災害対策基本法の改正により、災害発生時の避難行動に特に支援を要する方、

避難行動要支援者に係る個別避難計画の作成が市町村の努力義務となり、優先度の高い方の計画

を法施行後からおおむね５年程度で作成するよう求められております。

本年５月で法施行から５年を経過することになりますが、まず、道内の対象者数及び計画の作

成状況を伺うとともに、計画の作成状況に関し、本道の現状に対する道の受け止めを伺います。

○木葉淳副委員長 政策調整担当課長佐々木隆行さん。

○佐々木政策調整担当課長 個別避難計画の作成状況等についてでございますが、道が各市町村

を対象に毎年実施しております「避難行動要支援者名簿及び個別避難計画の作成等に係る取組状

況の調査」では、災害発生時に自ら避難することが困難で特に支援を必要とする避難行動要支援

者は、本年１月１日現在、28万5129人でございました。

また、個別避難計画は、支援者全員分を作成しているのが25市町村、一部支援者のみを作成し

ているのが154市町村で、その人数は、合わせて３万808人となっております。全ての市町村で計

画作成に取り組まれているものの、作成済みの人数は約１割にとどまっておりますことから、早

期の作成に向け、市町村とともに取り組んでいく必要があると考えております。

○岡田遼委員 ただいまの答弁では、避難行動要支援者の28万5129人に対し、計画の作成人数は

３万808人ということで、作成率は約１割にとどまっておりますけれども、計画の作成が進んで

いない要因について伺いたいと思います。

○佐々木政策調整担当課長 計画作成の課題についてでございますが、道では、個別避難計画の

作成を支援するため、市町村における計画の作成状況や課題を伺っているところでありまして、
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市町村からは、避難行動要支援者の同意が得られない、災害時に避難支援等を行う避難支援等実

施者の確保が難しい、計画作成業務に携わる職員や予算の確保が難しいなどといった課題をお聞

きしております。

○岡田遼委員 個別避難計画を作成するためには、まず、避難行動要支援者名簿を整備すること

が必要となります。この名簿は、各市町村の地域防災計画の定めるところにより作成することと

されておりますけれども、市町村によっては、人口の約40％以上が名簿に登載されているなど、

名簿に登載されている人数が実際の要支援者と乖離している可能性があると考えます。

適切な避難支援を行うためにも、名簿の精査、更新が必要と考えますけれども、道の所見を伺

います。

○佐々木政策調整担当課長 避難行動要支援者名簿についてでございますが、この名簿は、国の

指針により、要介護者や障がい者など要配慮者のうち、災害が発生または発生するおそれがある

場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るために特に

支援を要する者を登載対象者としておりますが、一部の市町村では、要介護状態の区分や障がい

者支援の区分等により一律で名簿に登載している事例もあるものと承知しております。

避難行動要支援者の避難の実効性を確保するためには、名簿情報を最新の状態に保つことが必

要でありますことから、道では、市町村の担当者等を対象とした研修会等におきまして、名簿登

載対象者の考え方や他の自治体の事例を紹介するなど、名簿が適切に作成され、また、適宜更新

されるよう取り組んでいるところでございます。

○岡田遼委員 一部の市町村においては、要介護区分等により一律で名簿に登載している事例も

あるという御答弁でございましたけれども、北海道全体で実態数を把握するためには、やはり、

名簿が適切に作成されることが重要となります。道として、市町村における名簿の精査、更新の

ために助言を行うなど、しっかりと支援をしていただくことを指摘したいと思います。

それでは、避難支援等実施者の確保についてもお聞きをしたいというふうに思います。

先ほどの計画作成が進んでいない要因の答弁にもありましたけれども、地域では、避難を支援

する方の確保が難しく、計画が立てられないというふうに聞いております。解決が難しい課題で

はありますけれども、こうした地域で計画の作成を進めるためにどのように対応すべきか、道の

所見を伺います。

○佐々木政策調整担当課長 避難支援等実施者についてでございますが、避難支援等実施者を確

保するためには、地域住民や消防団、自主防災組織等と要支援者をマッチングし、平時からの関

係づくりを促すことはもとより、複数人で役割分担し、避難の支援を実施するなどの負担を軽減

する取組も重要と考えております。

このため、道では、自主防災組織等の協力を得ながら支援を行う他県の事例を市町村に紹介す

るなど、避難支援等実施者が確保されるよう取り組んでおります。

○岡田遼委員 この項目の最後に、今後の取組についてお伺いをしたいと思います。

道内の市町村別の個別避難計画の作成率を見ると、自治体間で大きな差が見受けられます。名



【第１分科会 ３月12日 第２号】

簿や計画の作成、実施業務のマンパワーなど、様々な課題がありますが、こうした課題解決へ向

けた支援を今後どのように取り組んでいくのか、伺います。

○木葉淳副委員長 保健福祉部次長山谷智彦さん。

○山谷保健福祉部次長 今後の取組についてでございますが、高齢者や障がいのある方など避難

に支援を要する方は、個別避難計画の作成により、個々の状況に応じた避難方法や支援者等をあ

らかじめ定めておくことが重要でございます。

このため、道では、国のモデル事業を活用し、市町村で防災や保健福祉を担当する職員を対象

とした研修会を開催し、計画作成の趣旨や他県の先行事例を紹介するほか、計画の作成が進んで

いない市町村に対しましては、地域防災に関する有識者を派遣し、計画作成のための助言を行う

など、個別支援にも取り組んでいるところでございます。

道といたしましては、引き続き、こうした取組を進めるとともに、事前防災の推進などを図る

ため、今年度から内閣府に配置された「ふるさと防災職員」とも連携を図りながら、市町村にお

いて計画が早期に作成されるよう一層の支援に努め、災害発生時等に避難行動要支援者が円滑に

避難できるよう取り組んでまいります。

○岡田遼委員 今回、都道府県別の作成状況も見させていただきましたけれども、全国平均の作

成率を下回っている状況となっております。いざというときに備えるために、個別避難計画の作

成向上へ向け、自治体への支援や取組のさらなる加速をお願いしたいというふうに思います。

次の項目の保育人材の確保についてお伺いをいたします。

今回、私からは、潜在保育士に絞って質問をしてまいりたいと思います。

こども家庭庁の調査では、令和４年10月時点で保育士登録者数は全国で179万人であり、その

うち、従事者数は約68万人となっており、約111万人が資格を保有しながら保育現場で働いてい

ない状況というふうになっております。

道内においても、保育士資格を持ちながら働いていない方が多いものと思われますけれども、

道内の状況と主な離職要因について伺います。

○木葉淳副委員長 子ども成育支援担当課長岩木良成さん。

○岩木子ども成育支援担当課長 潜在保育士についてでございますが、令和７年４月時点におけ

る道内の保育士登録者は約７万8000人で、従事者数が約２万8000人でありますことから、保育士

資格を持ちながら就労していない方は約５万人と推計されます。

道が令和５年度に実施した実態調査では、現在、保育士として勤務をしていない方が仕事を辞

めた理由として、「結婚、妊娠、出産、育児のため」が最も多く35.9％、次に、「職場の人間関

係」が24.1％、「賃金等の処遇」が22.8％となっております。

○岡田遼委員 就労していない方が約５万人ということで、道内においては約３分の２の方が保

育士資格を持っていながらも就労していないということでございました。

保育士資格を取得した場合、都道府県に保育士として登録申請を行うこととなります。登録

後、姓や本籍地を変更する場合は、登録の変更申請を行う必要がありますけれども、住所変更に
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ついては届出義務がないため、保育士登録上の住所と現住所が異なっている場合が多いと聞いて

おります。看護師は、病院等を離職した場合、住所や連絡先等を都道府県ナースセンターに届け

出ることが法律に基づき努力義務化されておりますけれども、保育士については届出が法律上の

定めがない状況というふうになっております。

そうした中、道では、北海道福祉人材センターにおいて、保育士の方々に任意で届出をしてい

ただき、離職中の保育士の就職支援などを行っております。潜在保育士が円滑に復職するために

は、この届出制度の効果的な活用が重要と考えます。

そこで、保育士の届出制度について、これまでの取組を伺うとともに、どのように届出制度を

周知していくのか、伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 保育士の届出制度についてでございますが、道が北海道社会福

祉協議会に委託して運営する北海道福祉人材センターでは、これまで保育士からの届出を受けて

就職相談や求人の情報提供などを行ってきておりまして、届出制度を開始した令和元年８月から

令和８年２月までの届出人数の実績は合計452人で、これまでにセンターの支援を受けて就職し

た人数は29人となってございます。

道では、この届出に対応する業務を、来年度から、保育所の勤務環境改善や保育士の再就職に

向けた相談支援を行っております保育士・保育所支援センターで実施する予定としておりまし

て、昨年６月に開設したポータルサイトを活用し、効果的に広報するとともに、保育士養成施設

やハローワークなどの関係機関とも連携をし、積極的にセンターへの届出を周知してまいりま

す。

○岡田遼委員 それでは、潜在保育士の再就職支援についてお伺いをしたいと思います。

道が実施した実態調査においては、現在、保育士として勤務していない方が、今後、保育士と

して仕事をするに当たって不安に感じることとして、約７割の方が、給与、年収等の経済的な条

件を回答しているほか、「保育の現場での人間関係」を挙げた方は約６割、「家事・介護との両

立」とした方も約５割というふうになっております。潜在保育士の再就職を進めるためには、こ

うした不安を取り除くことや、家庭の状況などにより就業時間への配慮なども必要になってくる

というふうに思われます。

そこで、保育所や関係機関との連携も含め、道として、潜在保育士の再就職支援にどのように

取り組んでいくのか、伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 再就職支援についてでございますが、保育士・保育所支援セン

ターでは、再就職支援コーディネーターが相談者に対しまして、離職した当時の状況のほか、希

望の勤務条件などを丁寧に聞き取りながら、候補先の保育所等へ直接交渉するなどいたしまし

て、ニーズに沿ったマッチング支援に取り組んでいるところでございます。

来年度からは、再就職支援を含めた保育人材確保対策の充実を図るため、求職者に対して、セ

ンターが把握する各保育所の求人情報や、再就職奨励金など各市町村の独自支援策のほか、ハロ

ーワークと連携し、全道の求人情報や再就職セミナーの案内などを積極的に情報提供するなどい
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たしまして、再就職支援に取り組んでまいります。

○岡田遼委員 この項目の最後に、保育士の勤務環境改善に向けた支援についてお伺いをしたい

と思います。

道の実態調査では、働いている保育士の方々が現在の職場で改善してほしいこととして、約６

割が「給与・賞与等の改善」と回答しており、働いていない方も含めた保育士全体への質問にお

いて、安心して勤務を継続するための効果的な取組として、８割以上の方が「給与・賞与面の充

実」と回答するとともに、約６割が「休暇制度の保障、充実」と回答しております。また、現在

勤務していない保育士の方では、約４割の方が「条件に合う職場であれば再度働いてもよい」と

回答しております。

このように、潜在保育士の復職者を増やしていくためには、処遇改善をはじめとした勤務環境

の改善に向けた支援が不可欠と考えますけれども、道としてどのように取り組んでいくのか、伺

います。

○木葉淳副委員長 子ども政策局長片山崇さん。

○片山子ども政策局長 処遇改善などについてでございますが、保育士の給与に関し、国では、

人事院勧告を踏まえた公定価格の改定や賃金水準を改善するための処遇改善加算の増額を図って

きており、平成25年度以降、累計で39％の改善が実施されております。

道では、処遇改善に向け、加算取得に関して事業所への個別の働きかけを行ってきましたほ

か、職場の勤務環境改善のため、保育士の働き方などに知見を有するコンサルタントを派遣し、

効率的な休息時間の確保やＩＣＴを活用した業務効率化などの助言、保育所等の施設長や保育士

の方々などを対象とした魅力ある職場づくりに関するセミナーを開催してきております。

道としましては、こうした取組を継続するとともに、引き続き、保育所等の運営や地域事情を

踏まえた公定価格の設定を国に要望するなどしまして、保育士のさらなる処遇改善に取り組んで

まいります。

○岡田遼委員 今回の定例会においても、多くの議員が保育人材の確保について質問を行ってき

ましたけれども、私は、この潜在保育士が保育人材不足を埋める一つの鍵になっていくというふ

うに考えております。

届出業務を保育士・保育所支援センターへ移すという今回の答弁がありましたけれども、届出

人数をいかに増加させ、その上で、届出をした方の様々な条件に合わせてマッチングを行い、就

職に結びつけられるのかが重要となってきます。それを、札幌圏のみならず、全道へ波及してい

ただくことを指摘いたしまして、私の質問を終わりたいと思います。

○木葉淳副委員長 岡田委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

早坂貴敏さん。

○早坂貴敏委員 それでは、私から、保健福祉行政に関する６点について、通告に従い、伺って

まいりたいと思います。

初めに、福祉施策における生活保護に関する点について伺ってまいりたいと思います。
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昨年の６月に、最高裁判所におきまして、国が平成25年から実施をしていた生活保護基準の引

下げに関しまして、国家賠償は認められませんでしたが、物価変動率のみを直接の指標として生

活保護基準を改定するとした点において違法と判断をされまして、当時の改定に基づく行政処分

が取り消されたと承知しております。

国においては、この最高裁判決を受けまして設置された専門委員会の報告書等を踏まえまし

て、生活保護費の追加給付を行うこととし、令和７年度補正予算において追加給付等を行うため

の経費を計上しているところであります。このため、今後、追加給付に向けた各自治体の事務が

進められまして、国が示した追加給付の手続に基づき、道では、新年度予算に生活保護費の追加

給付分を計上していると承知しているところでありますけれども、道における具体的な今後の取

組内容について、以下、伺ってまいりたいと思います。

初めに、北海道における影響についてでありますけれども、北海道では追加給付となる世帯数

はどの程度を見込んでいるのか、追加給付の額と併せて伺いたいと思います。

○木葉淳副委員長 保護担当課長酒井仁さん。

○酒井保護担当課長 追加給付の対象についてでありますが、追加給付対象期間となる平成25年

８月から令和８年３月までに道が所管した生活保護世帯は、現在も保護を受給中の世帯で約１万

3000世帯、既に保護廃止となった世帯で約１万5000世帯、計２万8000世帯を見込んでおります。

また、追加給付に必要となる予算は、事務的な経費も含め、約30億円を見込み、当初予算に計

上しているところでございます。

○早坂貴敏委員 今、御答弁いただいたわけでありますけれども、生活保護廃止となった世帯を

含めて多数の世帯が対象となると、給付事務はかなり長期の期間を要するのではないかなという

ふうに思うわけでありますけれども、給付を行うに当たりまして、どのようなスケジュールを想

定しているのか、伺いたいと思います。

○酒井保護担当課長 給付スケジュールについてでありますが、国においては、自治体の給付事

務を勘案し、令和８年度中の給付が標準的なスケジュールであるとの考え方を示しておりまし

て、今般、追加給付に向けた告示、通知等が行われたところでございます。

こうしたことを踏まえ、道では、現在、追加給付に向けて、給付額の算定や対象者リストの作

成に必要なシステムの改修、委託契約に向けた準備を鋭意進めているところでございまして、令

和８年度のできるだけ早期に追加給付できるよう取り組んでいるところでございます。

○早坂貴敏委員 最後に、今後の取組についてでありますけれども、生活保護世帯においては、

厳しい生活状況の中で、様々な事情あるいは生活の実態をお持ちの方がいらっしゃるというふう

に思いますけれども、今回の追加給付につきましては多くの対象世帯への影響が生じることと思

います。

追加給付に対する取組を対象の方々に御理解いただくために、丁寧に周知を図ることが重要で

あるというふうに考えるところでありますが、道として、追加給付の円滑な実施に向けましてど

のように取組を進めていくのか、伺います。
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○酒井保護担当課長 今後の取組についてでありますが、国では、特設ホームページや周知用チ

ラシを作成するなど、国が中心となって、自治体と連携しながら、国民に対する広報、周知に取

り組むこと、また、具体的な手続や申出先等の様々な相談、問合せに対応するため、新たに相談

センターを設置することとしております。

道といたしましては、ホームページ等を活用し、こうした国の取組を広く道民の皆様にお知ら

せするほか、既に保護廃止となり、申出が必要となる方たちの相談の窓口となることが想定され

る振興局はもとより、市町村や困窮者支援等を行う関係機関などと連携しながら、丁寧な広報、

周知に努め、追加給付が円滑に進むよう取り組んでまいります。

○早坂貴敏委員 ぜひ、円滑な給付を行っていただけるように進めていただきますことを要望し

たいと思います。

次に、地域共生社会の実現について伺います。

高齢化あるいは人口減少の急速な進行を背景に、地域のつながりが弱まる中、いわゆる8050世

帯や、介護と育児のダブルケア、ごみ屋敷問題など、地域住民が抱える生活上の課題は複雑化を

し、社会的孤立や制度のはざまなど、様々な問題が表面化するなど、社会構造は変化をしてきて

いると思います。

これまで、市町村におきましては、属性や世代を問わない相談支援や、世代を超えて交流ので

きる居場所の確保など、包括的な支援体制の整備に向けまして、重層的支援体制整備事業に取り

組んできているところでありますけれども、人材の育成や確保が難しいという課題もあるとお聞

きをしているところであります。

昨年11月の決算特別委員会におきまして、我が会派の同僚議員のほうからこの事業に関する質

問を行いまして、地域共生社会の実現に向けて取り組んでいくとの答弁をいただいたところであ

りますけれども、次年度の取組なども含めて、以下、何点か伺ってまいりたいと思います。

まず、重層的支援体制整備事業を実施している道内の市町村数の推移について、次年度の見込

みも併せて伺いたいと思います。

○木葉淳副委員長 地域福祉課長鹿野なほみさん。

○鹿野地域福祉課長 事業を実施する市町村数についてでありますが、本事業が開始された令和

３年度は４町でありましたが、４年度は７市町、５年度は10市町、６年度は14市町、７年度は21

市町が実施しており、８年度は25市町の実施を見込んでいるところでございます。

○早坂貴敏委員 今、状況について伺ったところでありますけれども、市町村が包括的な支援体

制を整備するために、どのような支援というものを行っていただいたのか、これまでの道の取組

について伺います。

○鹿野地域福祉課長 これまでの取組についてでありますが、道では、市町村において世代や属

性を問わない相談支援体制等の整備に積極的に取り組んでいただけるよう、重層的支援体制整備

事業の理解促進のための説明会や、地域における課題解決手法に関する意見交換会、支援関係機

関の連携体制づくりに向けた人材養成研修、専門家の助言を受けるワークショップの開催などに
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取り組んできたところでございます。

また、市町村が重層的支援体制整備事業を実施する際には、交付金により支援を行っていると

ころです。

○早坂貴敏委員 包括的な支援体制を整備していくためには、複雑化する住民の課題に対応でき

るよう、福祉の資格を有する専門職を養成するとともに、住民にとって身近な民生委員あるいは

児童委員などの役割も重要になってくると思います。

人口減少によりまして、地域によっては、福祉を担っていただける、そうした人材の確保が非

常に難しいというようなお声も伺う中、道は、今後、民生委員・児童委員の担い手確保に向けて

どのように取り組んでいかれるのか、伺います。

○鹿野地域福祉課長 民生委員等の担い手確保についてでありますが、民生委員・児童委員は、

地域における住民の身近な相談相手として様々な相談に応じるとともに、その内容に応じた必要

な支援が受けられるよう専門機関へのつなぎ役になる役目を担っていますが、定年年齢延長等、

働き方の変化や、地域住民が抱える課題が複雑化、多様化し、対応が難しくなっていることなど

から、委員を引き受けていただけないといった実態があるなど、各市町村とも担い手の確保に苦

慮しているところです。

このため、道では、市町村や北海道民生委員児童委員連盟からの意見を踏まえ、より人材を確

保しやすくなるよう、新たに民生委員に就任する際の年齢制限や、担当地区におおむね５年以上

居住していることといった要件を撤廃するなど、制度を改善してきたほか、国に対し、民生委員

活動の強化などに必要な財政措置の充実や事務負担の軽減に向けた要望を行うなどして、担い手

の確保に努めているところです。

○早坂貴敏委員 それでは、今後の取組についてでありますけれども、地域共生社会の実現に向

けまして、市町村における包括的な支援体制の整備や人材確保に関する道の取組について、今伺

ってまいったところでありますけれども、地域住民の誰もが活躍でき、そして、互いに支え合い

ながら、制度のはざまの問題についても対応しつつ、安心して暮らすことのできる地域社会が実

現されるためには、これらの取組を一層推進していくことが求められると考えます。

市町村におけるこうした体制の整備が図られるよう、今後、道としてどのように取り組んでい

かれるのか、伺います。

○木葉淳副委員長 保健福祉部次長山谷智彦さん。

○山谷保健福祉部次長 地域共生社会の実現に向けて、今後の取組についてでございますが、人

口減少や単身世帯の増加など社会構造が変化する中、地域住民が抱える複合化、複雑化した課題

に対応するためには、住民に身近な市町村におきまして世代や属性を問わない包括的な支援体制

の整備を進めることが重要であります。

このため、道では、市町村が積極的に体制整備に取り組んでいただけるよう、研修会を通じ、

職員の理解促進を図るとともに、振興局ごとに市町村職員が参集する推進会議を開催するほか、

専門家の派遣や手引の作成など、様々な支援を行ってきたところでございます。
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道といたしましては、今後とも、こうした市町村への支援の取組を着実に進めるとともに、国

に対し、財政措置の充実を要望するなどして、市町村における支援体制等の整備推進が図られる

よう取り組んでまいります。

○早坂貴敏委員 それでは、続きまして、障がい者施策について伺ってまいりたいと思います。

障がい福祉施策につきましては、障がいのある方が住み慣れた地域で暮らし続けるために非常

に重要であると考えますが、知的障がいのある方などの中には、強度行動障がいという状態にあ

り、こうした方々を支える家族あるいは施設職員が対応に苦慮され、疲弊するケースや、受入先

の確保が非常に困難であるといった事例もあるとお聞きをしているところであります。そこで、

以下、道における強度行動障がい者支援の取組について伺ってまいりたいと思います。

初めに、強度行動障がいとはどういった状態にある方を言うのか、伺います。

○木葉淳副委員長 精神医療担当課長西本司さん。

○西本精神医療担当課長 強度行動障がいについてでございますが、強度行動障がいとは、重度

や最重度の知的障がいを伴う自閉症の方に多く、自分の体をたたいたり、危険につながる飛び出

しなど、本人の健康を損ねる行動や、他人をたたいたり、物を壊す、大泣きが何時間も続くな

ど、周囲の人の暮らしに影響を及ぼす行動が著しく高い頻度で起こるため、特別に配慮された支

援が必要な状態とされております。

○早坂貴敏委員 今、御説明のあった強度行動障がいを持つ方についてでありますけれども、令

和６年度に、障がいを持つ方の支援体制の構築に必要な検討を行うために実態把握調査を実施し

たと承知しているところでありますが、その結果の概要について伺いたいと思います。

○西本精神医療担当課長 実態調査についてでございますが、道では、強度行動障がいを有する

方々への支援の充実に向け、令和６年度に、道内の市町村に対し実態調査を行いました。

その結果によると、令和６年７月１日現在で、道内の障がい福祉サービスの受給決定実人数10

万6206人のうち、強度行動障がいを有する方は8648人で全体の8.1％でありました。

また、18歳以上の方は、主に障がい者支援施設やグループホームを生活の場としております

が、３割の方は、在宅で生活し、短期入所や生活介護などの障がい福祉サービスを利用している

ほか、18歳未満の方の多くは、在宅生活で放課後等デイサービスや短期入所などの障がい福祉サ

ービスを利用していることが明らかとなったところです。

○早坂貴敏委員 今お話があったところでありますけれども、道は、こうした強度行動障がいを

抱える方々に対する支援の難しさということについてどのように認識をされているか、伺いま

す。

○西本精神医療担当課長 強度行動障がいを有する方々への対応についてでございますが、強度

行動障がいを有する方は、知的障がいや自閉症の障がい特性があることにより、周囲の状況を理

解できず、また、コミュニケーション手段が限られているため、感じている不安や不快感を周囲

の人に訴えることにも困難が生じ、結果的に自傷や他害といった行動を起こすとされておりま

す。
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また、周囲の方々や支援者が、その方々の特性を理解し、御本人が感じている不安や不快感、

要求を酌み取ることが難しく、行動障がいをより激しくしてしまうとされております。

○早坂貴敏委員 今お話があったように、支援が難しいということでありますが、そうした難し

さがある中で、道として、これまでどのような取組を進めてきたのかということについて、成果

と課題があると思いますけれども、含めて伺いたいと思います。

○西本精神医療担当課長 これまでの取組についてでございますが、強度行動障がいは、御本人

それぞれの特性に応じた適切な支援や環境整備により障がいの状態が大きく改善されますことか

ら、道では、強度行動障がい支援者養成研修を実施し、支援を担う人材の育成に取り組んできて

おり、昨年12月末現在で、基礎研修7651名、実践研修2462名が研修を修了し、研修で得た知識や

技術は事業所等での支援に生かされております。

また、今年度から、事業者等の取組を支援する発達障害者地域支援マネジャーを道内４圏域に

配置し、市町村や事業所等の対応力向上に向けた専門的な支援を行っており、昨年10月末現在で

延べ412件の事業所等への派遣を行ったところです。

道としては、これらの取組を多くの方々に知っていただき、市町村や事業所等の方々に、より

一層、活用いただくことが重要と考えております。

○早坂貴敏委員 最後に、今後の取組についてでありますが、強度行動障がいについての理解を

広げることが重要だなというふうに思いますし、また、より多くの方に支援者となっていただく

ことが極めて重要であるというふうに考えるところであります。

支援の充実が図られるよう、道として今後どのように取り組んでいくのか、最後に伺います。

○山谷保健福祉部次長 強度行動障がいに関しまして、今後の取組についてでありますが、強度

行動障がいを有する方への支援の充実に向けては、障がいに対する理解促進や、事業所職員の資

質向上、市町村や学校など地域全体で取り組む体制の構築が重要であり、道では、強度行動障が

いへの理解促進や、特性に応じた適切な支援を行うことができる人材の育成を図るとともに、今

年度、発達障害者地域支援マネジャーを新たに配置したところでございます。

道としては、今後、より多くの市町村や事業所等に地域支援マネジャーを活用していただくた

め、研修会等での積極的な周知に努めるほか、発達障害者支援センターと連携しながら、市町村

や事業所等への専門的支援や、事業所と医療機関との連携促進に取り組むなど、地域全体で支え

る体制を整備し、強度行動障がいを有する方々やその御家族が住み慣れた地域で安心して生活で

きるよう取り組んでまいります。

○早坂貴敏委員 一層の支援の充実に向けて取り組んでいただきますことをお願い申し上げたい

と思います。

それでは、続きまして、感染症対策について伺います。

感染症対策のうち、まず、ＲＳウイルスワクチンについてでありますけれども、さきの定例会

における我が会派の同僚議員からの質問に対しまして、道からは、令和８年４月からの定期接種

化に向けて取り組むとの御答弁があったわけであります。
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来月から、妊婦を対象とした定期接種も始まりますが、円滑な実施に向けて、道として今後ど

のように対応し取り組んでいくのか、伺います。

○木葉淳副委員長 感染症対策局長兼感染症対策課長岡村卓治さん。

○岡村感染症対策局長兼感染症対策課長 ＲＳウイルスワクチンへの対応についてでございます

が、道では、妊婦を対象といたしましたワクチンの定期接種化に向け、国からの情報収集に努め

ますとともに、そうした情報について、市町村や道医師会などの関係機関に対する速やかな情報

提供に努めておりまして、市町村においても必要な準備が進められているものと承知をしており

ます。

今後も、引き続き、実施主体である市町村と連携の下、ＲＳウイルスワクチンに関する正しい

情報の周知に努めますとともに、道民の皆様や市町村からの相談等にも丁寧に対応するなど、４

月からのワクチン接種が確実かつ円滑に実施されますよう取り組んでまいります。

○早坂貴敏委員 続きまして、インフルエンザの関係ですけれども、例年12月からインフルエン

ザの流行シーズンというような印象があるわけでありますが、さきの定例会における我が会派の

同僚議員からの質問に対しまして、道からは、流行シーズン入り、注意報・警報発令は例年より

早く、11月の第47週、これは中旬から下旬の時期になるかと思いますけれども、この時期の定点

当たりの報告数が61.78人と、過去10年で最も高い数値となった旨の答弁があったわけでありま

す。

報道によりますと、その後、年末にかけて全国的に感染者数は減少したものの、ウイルスがＡ

型からＢ型に置き換わっているというふうにされまして、年明けから再び増加傾向になりまし

て、とりわけ札幌市などでは、再度、警報発令という状況になっているわけであります。そこ

で、以下、伺ってまいりたいと思います。

まず、令和８年１月以降の道内におけるインフルエンザの感染状況について伺います。

○岡村感染症対策局長兼感染症対策課長 道内におけるインフルエンザの感染状況についてでご

ざいますが、本年１月以降、定点医療機関当たりの報告数は、昨年12月29日から本年１月４日ま

での第１週で7.55人と、警報解除の目安である10人を下回ったものの、１月26日からの第５週で

10.33人となり、再び注意報発令の目安である10人を超え、以降、第６週は16.68人、第７週は

21.81人、第８週は25.41人、２月23日からの第９週で23.05人となっておりまして、道内では、

１月下旬以降、注意報の目安を超える状況が続いております。

○早坂貴敏委員 それでは、次に、ワクチンについてでありますけれども、インフルエンザの基

本的な感染対策は、手洗いの励行ですとか、あるいは、小まめな換気、マスクの着用等であるほ

か、ワクチンの接種もこれは選択肢になるのだろうというふうに考えるところでありますけれど

も、こうした中、高齢者向けに新たに高用量ワクチンが追加されるということで、この点につい

て、以下、伺ってまいりたいと思います。

まず、国の検討状況についてでありますけれども、来年度の定期接種で使用される高用量ワク

チンについて、国の検討状況を伺いたいと思います。
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○岡村感染症対策局長兼感染症対策課長 国の検討状況についてでございますが、これまで、イ

ンフルエンザワクチンの定期接種では標準量ワクチンが使用されてきたところでありますが、国

では、免疫反応を高める効果がより高い高用量ワクチンについて、令和６年12月に60歳以上を接

種対象として薬事承認し、令和７年２月から、厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会のワク

チン評価小委員会において、定期接種での使用に係る検討を進めてきたところでございます。

高用量ワクチンについては、海外において標準量ワクチンと比較して優れた発症予防効果等が

確認されておりまして、75歳以上の方への接種が最も効果があるとの分析を踏まえ、本年２月に

開催されました同分科会において、令和８年度の定期接種で用いるワクチンとして位置づけ、接

種対象者は75歳以上の者とする方針が了承されたところでございます。

○早坂貴敏委員 今、御説明があったわけでありますが、道の対応についてでありますけれど

も、新たに追加される高用量ワクチンにつきましては、今後、その有効性、あるいは副作用な

ど、きめ細やかな情報発信が重要であるというふうに考えるところであります。

予防接種の実施主体は市町村でありますから、接種が円滑に行われるように、広域自治体であ

る道に関しましては、ぜひ、市町村等へ積極的に情報提供を行っていくというような役割が重要

であると考えるところであります。

道として、定期接種開始に向けてどのように取り組んでいくのか、伺います。

○岡村感染症対策局長兼感染症対策課長 道の対応についてでございますが、ワクチン接種は、

希望される方がその有効性や副反応などのリスクについて十分理解した上で接種について検討し

ていただくことが重要であり、そのためには、ワクチンに関する正しい情報の周知が必要と認識

しております。

道といたしましては、引き続き、国の動向を注視しつつ、接種の実施主体である市町村に対

し、高用量ワクチンに関する国からの情報の速やかな周知に努めますとともに、道民の皆様や市

町村からのインフルエンザワクチンに関する相談等にも丁寧に対応するなどして、令和８年度の

地域における定期接種が確実かつ円滑に実施されますよう取り組んでまいります。

○早坂貴敏委員 ぜひ、よろしくお願いしたいと思います。

それでは、次に、新たな感染症危機への対応について伺ってまいります。

これまで既存の感染症についてお話をさせていただいたわけでありますが、いつ発生するか分

からない新たな感染症への備えといった対策も、これは重要だろうというふうに思うわけであり

ます。

道では、新型コロナウイルス感染症への一連の対応を踏まえて策定された北海道感染症予防計

画や北海道新型インフルエンザ等対策行動計画に基づきまして、感染症対策に取り組まれてきた

と思いますけれども、新たな感染症危機への対応について伺いたいと思います。

まず、この冬における新型コロナの感染状況について、ピーク値と、それから直近の状況につ

いて伺います。

○岡村感染症対策局長兼感染症対策課長 新型コロナウイルス感染症の道内での感染状況につい
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てでございますが、例年、長期休暇や年末年始など、人と人との接触機会が多くなる夏と冬に感

染が拡大する傾向にありまして、この冬の定点医療機関当たり報告数のピーク値は、本年２月２

日からの第６週が8.09人で、それ以降、第７週は6.14人、第８週は4.62人、第９週は3.11人とな

っているところでございます。

○早坂貴敏委員 それでは、新たな感染症発生時において速やかに医療提供体制を確保するため

に、医療機関等と医療措置協定を締結しながら入院病床や発熱外来実施機関などを確保している

と承知しているところでありますけれども、現在の協定締結の状況について伺います。

○木葉淳副委員長 感染症危機管理担当課長中島茂紀さん。

○中島感染症危機管理担当課長 医療措置協定の締結状況についてでございますが、新興感染症

が発生した際には、感染症予防計画の下、入院、外来診療、自宅療養など必要な医療が速やかに

提供できるよう、平時からの計画的な準備が重要でございます。

このため、道では、保健所設置市や道医師会等の関係団体と連携をし、これまで、病院や診療

所など4045機関と、入院病床の確保や発熱外来の実施、自宅療養者等への医療提供などに関する

協定を締結しており、計画に掲げる数値目標も達成しております。

今後とも、協定の実効性を確保するため、地域での説明会の開催や、新規に開設した医療機関

に対しましても意向確認するなど、協定への理解促進と協定締結医療機関の確保、維持に努めて

まいります。

○早坂貴敏委員 次は、防護具の関係ですけれども、医療機関におきまして、新たな感染症の患

者に対応するためには、個人防護具が必要であるというふうに考えるところでありますけれど

も、こうした事態に備えまして、道においては、この個人防護具の備蓄についてどのように進め

ているか、伺います。

○中島感染症危機管理担当課長 個人防護具の備蓄についてでございますが、新興感染症が発生

した際には、全国的かつ急速な蔓延により、対策物資等の需要が増大し、協定締結医療機関にお

いて必要な個人防護具の供給不足が生じるおそれがあります。

このため、一昨年８月に、国では、国と都道府県による備蓄の考え方のほか、サージカルマス

ク、非滅菌手袋といった対象品目やその数量に関する指針を示したところでございます。

道では、この指針に基づき、今年度から令和10年度までの４か年で道の割当て分を備蓄するこ

ととしており、また、本道の広域性を踏まえ、緊急時に速やかに医療機関等へ配付できるよう、

保健所にも備蓄することとしております。

○早坂貴敏委員 このほか、新たな感染症危機が発生した場合に迅速に対応できる専門性を有す

る人材は非常に重要だろうというふうに考えますけれども、道では、この人材養成についてどの

ように取り組んでいるのか、伺います。

○中島感染症危機管理担当課長 専門人材の養成に向けた取組についてでございますが、新たな

感染症が発生した際には、医療現場で患者の治療に当たる医療専門職や、介護施設等で感染管理

を担う専門家はもとより、検査体制の構築に必要な人材など、多様な人材の養成が必要でござい
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ます。

このため、道では、札幌医科大学や道医師会などと連携し、医療・介護従事者等を対象としま

した感染症の予防対策に関する研修を、本年度は計９回開催、延べ1129名が受講したところであ

り、さらに、衛生研究所、保健所における検査体制の迅速な構築を目的とした訓練を実施するな

ど、有事への対応能力向上に向け、毎年度取り組んでおります。

道といたしましては、今後とも、関係団体と連携しながら、新たな感染症危機に備えた専門人

材の養成等に努めてまいります。

○早坂貴敏委員 今後の対応について最後に伺いますけれども、新型コロナへの対応で得た教訓

を生かして、今後、新たな感染症が発生、蔓延するような事態においても、道民の皆様が適切な

医療を受け、安心して暮らすことのできる、そうした平時の備えを充実させていくことが大変重

要であると考えるところでありますが、道として、今後どのように取り組んでいくのか、伺いま

す。

○木葉淳副委員長 保健福祉部長古岡昇さん。

○古岡保健福祉部長 感染症対策に関しまして、今後の取組についてでございますが、道では、

新たな感染症危機に備えるために策定をいたしました感染症予防計画や新型インフルエンザ等対

策行動計画の下、入院病床の確保などに向けた医療措置協定の締結による体制の整備や、感染症

対策を担う専門人材の養成など、新興感染症の発生・蔓延時に向けた平時からの備えを進めてご

ざいます。

道といたしましては、今後とも、関係団体や有識者の方々の御意見を踏まえながら、定期的な

進捗管理はもとより、必要に応じ、計画の見直しを行うなど、感染症危機管理対策の実効性の確

保に努めてまいります。

○早坂貴敏委員 ぜひ、引き続きよろしくお願い申し上げたいと思います。

それでは、続きまして、ケアラー支援について伺います。

我が会派では、次期北海道ケアラー支援推進計画がケアラーの方々やその御家族にとって実効

性のある支援につながるものになるよう、昨年以降、定例会の都度、策定に向けた考え方や具体

的取組などについて伺ってきたところでございます。こうしたこれまでの議会議論、あるいは、

パブリックコメントによる道民意見などを踏まえて取りまとめをされました次期計画案が、先日

の保健福祉委員会にて示されたと承知をしているところでありますけれども、次期計画の下、ケ

アラー支援を今後どのように進めていくのか、以下、伺ってまいりたいと思います。

まず、パブリックコメントに関してですが、令和７年第４回定例会で報告のあった次期計画の

素案についてでありますけれども、昨年12月から１か月間実施をされたパブリックコメントで寄

せられた道民意見を次期の計画案にどのように反映されたのか、伺います。

○木葉淳副委員長 高齢者保健福祉課長秋田裕幸さん。

○秋田高齢者保健福祉課長 計画への意見の反映についてでございますが、道では、次期ケアラ

ー支援推進計画の策定に当たって、昨年12月８日から本年１月７日までの１か月間、パブリック
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コメントを行い、子ども向けパブコメ11件を含む延べ37件の御意見をいただき、このうち、計画

案には15件の御意見を反映させていただきました。

主なものを申し上げますと、道内市町村のケアラー支援条例制定に向けた機運を醸成していく

べきとの御意見を踏まえ、道内市町村の条例制定の動きや取組例を追記しましたほか、ワーキン

グケアラー支援のため、関係機関等のネットワーク化を促進すべきとの御意見を踏まえ、職域と

地域をつなぐネットワーク等の構築支援の取組を追記するなどしております。

○早坂貴敏委員 ヤングケアラーは、本来、大人が担うような家事あるいは家族の介護などを日

常的に行うことによりまして、学業ですとか、あるいは友人関係にも支障が生じるというケース

もあるという中で、御本人や家族に自覚がないなどの理由から、これは支援が必要であっても、

なかなかこういったことが表面化しにくいというような状況になっているわけであります。その

ため、ヤングケアラーについて、学校、市町村、医療、介護など、幅広い関係者が情報共有、連

携の上、早期に把握をし、必要な支援につなげていくことが重要であるというふうに考えるとこ

ろでございます。

道では、次期計画でどのようにヤングケアラーの支援に取り組んでいくのか、伺います。

○木葉淳副委員長 虐待防止対策担当課長柿本英敏さん。

○柿本虐待防止対策担当課長 ヤングケアラーへの支援についてでございますが、表面化しにく

い特性があるヤングケアラーの方々に対し、その状況を早期に把握し、適切な支援につなげてい

くためには、学校をはじめ、市町村、医療、介護などの関係機関が連携して対応していくことが

重要でございます。

このため、次期計画案におきましては、学校における相談窓口の周知や、ヤングケアラーコー

ディネーターによる学校訪問、出前授業の実施などにより、児童生徒や教職員に直接働きかける

機会の充実を図りますとともに、市町村や医療、介護の関係職員を対象といたしました、各振興

局で実施いたします研修などを通じまして、ヤングケアラーへの理解を深め、関係機関の連携の

下、早期発見、早期支援につながる取組を一層推進してまいる考えでございます。

○早坂貴敏委員 それでは、続きまして、ワーキングケアラーについてですけれども、経済産業

省の推計によりますと、働きながら家族等の介護あるいは援助を担うワーキングケアラーが非常

に増加しているということでありまして、2030年には全国で318万人となり、介護離職等の影響

もあり、事業者の活動にも多大な影響を及ぼすとの見込みがなされているところであります。

仕事と介護の両立を支援していくためには、事業者と地域包括支援センターやケアマネジャー

等の地域の関係機関の連携というものが非常に重要であるというふうに考えるところであります

けれども、道では、次期計画でどのようにワーキングケアラーの支援に取り組んでいくのか、伺

います。

○秋田高齢者保健福祉課長 ワーキングケアラーの方々への支援についてでございますが、仕事

と介護の両立を支援していくためには、事業者において、社内の支援制度を整備し、柔軟に対応

策を検討するとともに、地域包括支援センターやケアマネジャーは、事業者による取組を把握し
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た上でケアプランの作成や介護サービスの提供を行っていくなど、職域と地域が連携して対応し

ていくことが重要でございます。

このため、道では、人事労務担当者などを対象とした、仕事と介護の両立に関するセミナーを

新たに開催いたしますとともに、地域包括支援センターやケアマネジャーなどに対しては、育

児・介護休業法や職域の支援制度に関する研修を実施いたしますほか、地域にアドバイザーを派

遣し、医療・介護専門職、事業者、ハローワークなど、多様な主体とのネットワーク構築が図ら

れるよう支援することとしております。

○早坂貴敏委員 それでは、最後に、今後の取組についてでありますけれども、次期計画に基づ

いて、道として、今後、現計画の成果あるいは課題をしっかりと踏まえまして、実効性のあるケ

アラー支援の推進に向けてどのように取り組んでいくのか、伺いたいと思います。

○古岡保健福祉部長 ケアラー支援に関しまして、今後の取組についてでございますが、ケアラ

ーの方々を孤立させず、適切な支援につなげるためには、多くの方々に支援の必要性を御理解い

ただくとともに、相談の場の確保や必要な支援を受けられる地域づくりをより一層進めていくこ

とが重要でございます。

このため、次期計画案では、若年層に対する情報発信の強化や、市町村における相談窓口の明

確化と機能の強化、学校と連携をしたヤングケアラー相談体制の一層の周知のほか、新たに、仕

事と介護の両立支援に関する事業者の理解促進などに取り組むこととしてございます。

道といたしましては、こうした様々な施策を推進し、ケアラー御本人とその御家族が夢や希望

を持って暮らすことができる地域社会の実現に向けて取り組んでまいります。

○早坂貴敏委員 ぜひ、よろしくお願い申し上げたいと思います。

それでは、続きまして、依存症対策についてであります。

令和８年度から計画期間が開始をされる第３期北海道アルコール健康障害対策推進計画及び第

３期北海道ギャンブル等依存症対策推進計画が年度内に策定されるものと承知をしているところ

であります。そこで、新たな計画に基づく取組について伺っていきたいと思います。

まず、アルコール健康障害対策についてでありますが、20歳未満の者による飲酒、妊娠されて

いる方の飲酒などが本道におきましては全国に比べまして割合が高い状況も見られるわけであり

ますけれども、道では、このように飲酒が禁じられている、または避けるべきとされている者に

対する飲酒への対策についてどのように取り組んでいるのか、伺います。

○西本精神医療担当課長 アルコール健康障害対策についてでございますが、道では、これま

で、第２期アルコール健康障害対策推進計画に基づき、飲酒に伴うリスクに関する教育や啓発に

取り組んできましたが、飲酒経験のある20歳未満の者の割合では、高校３年生男子が5.1％から

5.3％に増加したほか、妊婦の飲酒率も0.8％から１％に増加したところです。

道としては、飲酒に伴うリスクに関する理解がいまだ十分に浸透し切れていない側面もあると

考えており、引き続き、きめ細かな啓発の推進や、アルコール健康障害に関する適切な認識の普

及を行っていくことが重要と認識しております。
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このため、次期計画においては、厚生労働省が令和６年２月に作成した、飲酒に関する禁止事

項や避けるべき飲酒など、飲酒の際に留意すべき事項が記載されている「健康に配慮した飲酒に

関するガイドライン」を活用するなどして、さらなる普及啓発や理解促進に取り組むこととして

おります。

○早坂貴敏委員 それでは、続きまして、ギャンブルの依存の関係ですけれども、現在は、オン

ラインギャンブルに容易にアクセスができるインターネット等の環境が整っているということ

で、海外のオンラインカジノサイトへのアクセス数が増加しているというようなことも影響して

いるのかなというふうに考えます。

また、こうしたオンラインギャンブルにつきましては、10代から20代といった若年層のアクセ

スも非常に多いということでありまして、ギャンブル等依存症対策を講じていく上では、こうい

った若年層への対策というものが急務となっているだろうというふうに考えるところでありま

す。

道は、若年層へのギャンブル等依存症対策についてどのように取り組んでいるのか、伺いま

す。

○西本精神医療担当課長 若年層へのギャンブル等依存症対策についてでございますが、近年、

オンラインカジノサイトへのアクセス数の増加とこれに伴う依存症の問題が強く指摘されてお

り、国では、昨年３月に策定した新たなギャンブル等依存症対策推進基本計画において、オンラ

インカジノ等、違法に行われるギャンブル等の取組に重点を置いているほか、昨年６月に改正さ

れたギャンブル等依存症対策基本法では、新たに、国及び地方公共団体が講ずるべき措置とし

て、違法オンラインギャンブル等の禁止の周知徹底が明記されました。

道としては、依存症の新たな発症を予防する上で、依存症がもたらす経済的、家庭的、社会的

リスクを若い方々に早い段階から理解していただくことが重要であると考えており、道教委とも

連携し、周知の方法等を工夫するなどしながら、若年層を含めた道民の皆様に対するより効果的

な普及啓発に取り組んでまいります。

○早坂貴敏委員 令和７年第４回定例会でも報告があったわけでありますけれども、アルコール

及びギャンブル等に係る次期計画の素案について、昨年12月から１か月間実施したパブリックコ

メントで寄せられた道民意見を両計画案にどのように反映されたのか、伺います。

○西本精神医療担当課長 計画への意見の反映についてでございますが、道では、次期アルコー

ル健康障害対策推進計画及び次期ギャンブル等依存症対策推進計画の策定に当たって、昨年12月

８日から本年１月７日までの１か月間、パブリックコメントを行い、アルコール健康障害対策推

進計画については、子ども向けパブコメ延べ22件の御意見をいただいたほか、ギャンブル等依存

症対策推進計画については、子ども向けパブコメ22件を含む延べ48件の御意見をいただき、計画

案に一部を反映させていただきました。

主なものを申し上げますと、ギャンブル等依存症対策推進計画においては、団体の概要に係る

表記を、「自助グループ」から「民間団体」に変更を求める意見を踏まえ、記載を修正したほ
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か、自助グループ等分布図に、新設された自助グループの情報の追加を求める意見を踏まえ、当

該団体を追記するなどしたところです。

○早坂貴敏委員 このような依存症は、やっぱり、本人のみならず、家族に深刻な影響を及ぼす

ものでありまして、依存症が疑われる場合には、できるだけ早期に、相談から専門医療機関、さ

らには自助グループにいかにつないでいくかが大変重要になってくるのだろうというふうに考え

るところであります。

医療機関については、これは地域偏在が課題となっているということも承知をしているところ

でありますけれども、次期計画におきましては、依存症に係る医療体制等についてどのように改

善に取り組んでいくのか、伺います。

○西本精神医療担当課長 依存症対策についてでございますが、依存症は、御本人やその御家族

が病気であることに気づきにくく、保健所や医療機関等への相談につながらないことがあるもの

の、適切な支援により回復が可能であることから、依存症が疑われる方を早期に相談や治療、さ

らには社会復帰に結びつけていくための取組が重要であります。

昨年８月末時点における依存症の専門医療機関は、治療拠点機関を含め、アルコール依存症

は、道央、道北及び十勝の計16か所、ギャンブル等依存症は、道央及び道北の６か所にとどまっ

ており、さらなる整備に取り組む必要がありますことから、次期計画においては、各第３次医療

圏に１か所以上の整備を目標とし、精神科医療機関への働きかけを強化することとしているとこ

ろです。

○早坂貴敏委員 最後に、今後の取組についてでありますけれども、今回策定される第３期北海

道アルコール健康障害対策推進計画及び第３期北海道ギャンブル等依存症対策推進計画を踏まえ

まして、今後、道として、実効性のある依存症等の対策にどのように取り組んでいくのか、御所

見を伺います。

○古岡保健福祉部長 依存症対策に関しまして、今後の取組についてでございますが、依存症に

関する二つの次期計画案では、国における法改正や基本計画の見直し、これまでの取組の評価、

検証、さらには、指標の達成状況を踏まえつつ、治療や相談対応に従事する人材の育成確保や専

門医療機関の整備に向けた働きかけを強化することに加えまして、オンラインカジノに関する正

しい知識の普及啓発、飲酒のリスクに関する教育や啓発などを強化することとしてございます。

道といたしましては、今定例会における御議論を踏まえ、年度内に次期計画を策定し、依存症

で悩む御本人やその御家族が、それぞれの地域において適切な支援を受けられ、安心して暮らす

ことができる社会の実現に向けて取り組んでまいります。

○早坂貴敏委員 ぜひ、実効性のある依存症対策に向けて取り組んでいただきますことを要望し

たいと思います。

それでは、最後に、子どもと女性の安心と安全について伺いたいと思います。

先月、道から令和６年度の児童虐待相談対応件数が公表されたと承知しておりますけれども、

道内では札幌市を含めて6314件と、依然として高止まりの状況にあるわけであります。このた
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め、児童相談所がその機能をしっかりと発揮できるように体制整備や業務改善を図ることが大変

重要であることから、以下、伺ってまいりたいと思います。

まず、児童相談所の職員の増員状況についてでありますけれども、道では、国の「新たな児童

虐待防止対策体制総合強化プラン」等に基づき、児童相談所の児童福祉司など専門職員の計画的

な増員を図ってきたものと承知をしているところでありますけれども、直近５年間における増員

の状況と、今後の体制整備の方向性について伺いたいと思います。

○柿本虐待防止対策担当課長 児童相談所職員の増員状況などについてでございますが、国の

「新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン」の考え方に準拠しながら、道では、令和２年度

から７年度までの直近５年間で、児童福祉司31名、児童心理司14名の定員を増員してきたところ

でございます。

児童相談所に併設する一時保護施設におきましても、昨年４月に施行した「一時保護施設の設

備及び運営に関する基準を定める条例」に基づき、令和７年度に保育士等の専門職員24名の定員

を増員するなど、児童相談所の体制強化に向けて取り組んできたところでございます。

道といたしましては、今後とも、国の制度改正なども踏まえながら、必要な専門職員の確保に

努め、虐待事案などに的確に対応できる体制整備を進めてまいります。

○早坂貴敏委員 今、御答弁をいただいたわけでありますけれども、児童虐待相談対応件数が依

然として高い水準で推移をする中、保護者対応や緊急対応、また、それらに伴う時間外勤務など

により、現場職員の方々の心身への負担が大きい状況にあると認識をしているところでありま

す。

児童相談所の業務は高い専門性が求められることから、職員が安心して働き続けられる環境を

整えながら、人材の確保と定着を図ることが重要であるというふうに考えるところであります。

改めて、勤務環境の改善あるいは負担軽減、併せて専門性の向上に向けてどのように取り組ん

でいくのか、伺います。

○柿本虐待防止対策担当課長 勤務環境の改善や負担軽減などについてでございますが、児童相

談所では、児童の安全確保や事案対応に支障が生じないよう配慮しながら、時差出勤や振替休日

の取得を推奨しておりますほか、記録の整理や相談受付などの事務を補助する職員の配置や、Ｓ

ＮＳ相談委託業務の推進などにより、勤務環境の改善や職員の負担軽減に取り組んできたところ

でございます。

また、毎年度策定しております研修計画に基づき、重大事案への対応力の向上を図る研修を含

め、計画的に研修を実施するなど、専門性の向上にも努めており、今後もこうした取組を進めて

いく考えでございます。

○早坂貴敏委員 続きまして、業務の効率化についてでありますが、児童相談所の業務について

は、相談対応に加えまして、記録の作成あるいは関係機関との連絡調整など非常に多岐にわたっ

ているということでありまして、職員の事務負担も大きい状況にあると伺っているところであり

ます。
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職員の負担軽減を図りつつ、子どもや家庭と向き合う時間をより確保していくためにも、例え

ば、ＩＣＴを活用した業務の効率化、こういったものも一層進めていくことが重要なのではない

かなというふうに考えますけれども、現在のＩＣＴの活用に係る取組状況、また、今後の対応に

ついて伺いたいと思います。

○柿本虐待防止対策担当課長 児童相談所におけるＩＣＴの活用についてでございますが、児童

相談所の業務は、相談対応のほか、面接記録の作成や関係機関との連携に係る連絡調整など多岐

にわたっており、ＩＣＴの活用による業務の効率化を進めていくことが必要でございます。

このため、道では、一部の児童相談所においてモデル的にＡＩを活用して面接記録作成を支援

する国のシステムを活用しておりますほか、療育手帳判定相談の予約について、オンラインで受

付できるシステムを導入するなど、業務の効率化に取り組んできたところでございます。

道といたしましては、今後とも、ＩＣＴの活用による効率的な業務体制の構築を進め、職員の

負担軽減を図ってまいります。

○早坂貴敏委員 今後の対応について最後に伺いますけれども、これまで、専門職員の増員や勤

務環境の改善、ＩＣＴの活用による業務効率化など、様々伺ってきたところでありますけれど

も、児童虐待事案は依然として高い水準で推移をしていることに加えまして、御議論をさせてい

ただきましたように、複雑化、多様化しているというところであります。

こうした状況を踏まえまして、児童相談所がその機能を十分に発揮できるよう、道として今後

どのように取り組んでいく考えなのか、御所見を伺います。

○木葉淳副委員長 子育て支援担当局長桑原知己さん。

○桑原子育て支援担当局長 児童虐待への対応に関しまして、今後の取組についてでございます

が、道内では、児童虐待相談対応件数の高止まりの状況が続いておりまして、道では、児童福祉

司など専門職員の計画的な増員による体制強化に努めてきたほか、複雑かつ複合化する子どもや

家庭をめぐる問題に対応するため、児童福祉の専門職に対する職種別及び階層別研修や困難事例

を扱う専門研修を実施するなど、職員の資質向上や人材育成に取り組んできたところでございま

す。

道といたしましては、児童福祉の専門職が社会で重要な役割を担うというやりがいを感じなが

ら的確に職務に従事できるよう、研修体制の充実強化による人材育成に加え、安心して働き続け

られる職場環境づくりや、児童福祉分野を目指す学生に対する働きかけによるさらなる人材確保

に取り組むとともに、市町村の要保護児童対策地域協議会の活用などを通じて関係機関の連携を

図りながら、児童虐待事案の迅速かつ的確に対応できる体制の充実に努めてまいります。

○早坂貴敏委員 ぜひ、よろしくお願い申し上げたいと思います。

次に、困難を抱える女性への支援について伺います。

困難な問題を抱える女性への支援に関する法律が2024年に施行されまして、現在は、ＤＶ被害

者のみならず、生活困窮者や性暴力、性犯罪、家庭関係の破綻などの様々な困難を抱える女性

が、状況に応じて一時保護所や女性自立支援施設を利用しているところでありますけれども、施
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設では携帯電話の利用が禁止をされるなどの制限がなされており、こういった施設の利用に至ら

ないというようなケースがあるというふうに伺っているところであります。

そうした中、国においては、一時保護所及び女性自立支援施設の利用を進めるために、ＤＶ加

害者等からの追跡のおそれがない入所者向けに、本体の施設とは異なる場所で生活制限を大幅に

緩和したサテライト型の施設を確保する等のモデル事業を令和８年度に実施し、支援が必要な方

の入所の促進あるいは退所後の生活再建、地域移行を効果的に行うための支援の在り方を検討す

ることとしているところであります。

そこで、困難を抱える女性への支援等に係る道の対応について伺ってまいりたいと思います。

まず、道内の一時保護所及び女性自立支援施設の設置状況はどのようになっているのか伺うと

ともに、施設における携帯電話や通勤通学の禁止など、生活の制限はどのようになっているの

か、併せて伺います。

○木葉淳副委員長 子ども家庭支援課長中村浩さん。

○中村子ども家庭支援課長 一時保護所等の設置状況などについてでありますが、道内では、一

時保護所と自立支援施設を兼ねた併設型の施設として道立女性相談支援センターを１か所設置し

ているほか、国の基準を満たし、道が業務を委託している一時保護施設として民間シェルター８

か所があります。

また、道立女性相談支援センターの一時保護所の利用者に対しましては、加害者からの追跡防

止の観点から、携帯電話の使用と通勤通学などの外出を制限しており、民間シェルターにおいて

も、程度に差はあるものの、同様に制限が設けられております。

なお、自立支援施設の利用者の場合には、通勤通学などの外出は制限しておらず、外出時には

携帯電話の使用を可能としております。

○早坂貴敏委員 今、御答弁いただいたわけでありますけれども、施設の設置の状況や生活制限

の状況についてお話をいただいたわけであります。

そうした運用の中、女性相談支援センターの一時保護や自立支援施設の利用の状況はどのよう

になっているのか、伺います。

○中村子ども家庭支援課長 利用状況についてでありますが、道立女性相談支援センターにおけ

る一時保護所の利用実績は、令和５年度は65名、うちＤＶ被害者は49名、６年度は65名、うちＤ

Ｖ被害者は47名となっており、自立支援施設の利用実績は、令和５年度は１名、令和６年度は１

名となっております。

○早坂貴敏委員 今、御答弁いただきましたように、自立支援施設については、利用は低迷して

いる状況なのかなというふうに思うわけでありますが、配偶者暴力など様々な困難を抱えて避難

された方々が退所後の生活再建やスムーズな地域移行を図っていくために、国のモデル事業等も

活用するなどしながら、生活制限の緩和なども含めて、支援の在り方をしっかりと検討していく

必要性があるのだろうというふうに考えるところであります。

改めて、道として、今後どのように困難な問題を抱える女性への支援に取り組んでいく考えか
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を伺いたいと思います。

○桑原子育て支援担当局長 困難な問題を抱える女性への支援に関しまして、今後の取組につい

てでございますが、道では、これまで、一時保護所の入所者が退所後の社会生活や日常生活に円

滑に移行できるよう、個々の状況に応じながら、心理学的援助や各種の行政手続、通院等への同

行などの支援に取り組んでおります。

道といたしましては、女性相談支援センターにおける生活制限の課題への対応や、生活再建の

ための適切な支援に向けて、国が来年度から実施するモデル事業や他都府県等の取組状況、一時

保護所の退所者を対象に実施しているアンケート調査の結果などを参考に、こども施策審議会や

支援調整会議等でも御議論をいただきながら、生活制限の在り方など必要な支援策について検討

するなどして、困難な問題を抱える女性の方々に寄り添った切れ目のない支援に取り組んでまい

ります。

以上でございます。

○早坂貴敏委員 虐待を受けているお子さん、あるいは困難な問題を抱える女性について御議論

させていただきましたけれども、しっかり寄り添いながら今後も対応をしていただいて、安心、

安全な地域社会を実現できるように取り組んでいただきますことを要望して、私の質問を終わり

ます。

ありがとうございました。

○木葉淳副委員長 早坂委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

広田まゆみさん。

○広田まゆみ委員 北海道障がい者条例の活用状況の検証について伺います。

北海道では、障がいのある方の権利擁護と差別の解消を進め、誰もが地域で安心して暮らせる

社会の実現を目指して、北海道障がい者及び障がい児の権利擁護並びに障がい者及び障がい児が

暮らしやすい地域づくりの推進に関する条例、いわゆる北海道障がい者条例が制定をされていま

す。

この条例は、議員提案の政策条例として制定されまして、当時は全国に先駆けた先進的な取組

として評価をされてきたと感じておりますが、施行されてから10年以上が経過する中で、この理

念が本当に現場で生かされているのか、改めて問われていると考えます。

あわせて、令和６年には障害者差別解消法が改正されまして、民間事業者に対する合理的配慮

の提供が義務化されました。

こういう状況の中で、この北海道の条例が持つ仕組みをどのように生かし、実効性あるものと

していくのかが重要であると考えまして、以下、伺います。

まず、条例の現状について伺いますが、条例施行から10年以上が経過していますが、当事者の

方々からは、条例の仕組みが十分に知られていない、暮らしが本当によくなったのかどうか、変

化が見えにくいといった声も聞かれます。

条例が道内の障がいのある方の暮らしの改善にどのような成果をもたらしてきたと評価をして
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いるのか、また、現時点でのこの条例の課題について、保健福祉部としてどのように認識してい

るのか、伺います。

○木葉淳副委員長 障がい者保健福祉課長徳田泰則さん。

○徳田障がい者保健福祉課長 北海道障がい者条例についてでございますが、この条例は、障が

いがあることによっていかなる差別、虐待も受けることのない、暮らしやすい地域づくりを推進

するための道の施策の基本となる事項等を定めております。

道では、条例の３本柱である権利擁護、地域づくり、就労支援といった、障がいのある方の福

祉の増進に資する取組を総合的かつ計画的に実施するため、障がい者が暮らしやすい地域づくり

推進本部を設置し、全庁を挙げて各種関係施策の推進に努めてきたところでございます。

こうした中、現状、虐待件数は減少していないため、防止に向けた取組の推進が必要であるこ

とや、令和６年に改正された障害者差別解消法に関する一層の普及啓発が必要であること、ま

た、条例に基づき設置しております地域づくり委員会への相談件数が減少傾向にあり、地域課題

の情報収集や当該委員会のさらなる周知が必要であると考えております。

○広田まゆみ委員 前回、議論させていただいたときは、コロナ禍ということが理由だというよ

うな意見交換もさせていただいたところです。

次に、地域づくり委員会の実効性について伺います。

条例では、道内14圏域に地域づくり委員会を設置し、当事者参加の下で、差別や暮らしづらさ

の課題について協議し、解決につなげていく仕組みが設けられています。私は、これがこの条例

の肝だと思っているのですが、ただ、公表資料を見る限り、会議の開催状況などは確認できるも

のの、それによって差別の解消や合理的配慮の実現がどの程度進んでいるのかは必ずしも明確で

はありません。というか、分かりませんでした。

地域づくり委員会がこれまでどのような成果を上げてきたと評価をしているのか伺うととも

に、今後、その実効性をどのように高めていく考えなのか、伺います。

○徳田障がい者保健福祉課長 地域づくり委員会についてでございますが、道では、障がい者条

例に基づき、各振興局に設置しております地域づくり委員会において、障がいのある方の暮らし

を支えるサービスをはじめ、差別や虐待、暮らしづらさに関することなど、様々な相談に対応し

ております。

いただきました相談に対しましては、当事者と事業者の双方からの聞き取り調査を行い、事実

関係を確認しますとともに、委員会における協議を踏まえ、事業者への合理的配慮を求めてきた

ところでございます。

また、事業者等を対象とした合理的配慮に関する出前講座の実施や、車椅子を利用されている

方の障がい理解促進のための動画配信などにも取り組んでいるところでございまして、道として

は、委員会の活動内容を分かりやすく周知し、きめ細かく相談に対応するなど、地域づくり委員

会の一層の活用が図られるよう努めてまいります。

○広田まゆみ委員 次に、この成果指標・ＫＰＩについての考え方を伺いたいと思うのですけれ
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ども、道庁の皆さん、振興局の方々も丁寧にいろんなことをされていると思うのですが、この条

例の実効性、周知のことも含めて高めていくためには、この政策の成果を客観的に検証できる指

標が必要であると考えます。

現状では、会議の開催数とかは把握しているのですけれども、これは、ただ何をやったかとい

うだけの話なので、それによってどんな変化が出たのか、差別相談がどの程度解決されたのか、

あるいは、その地域によって合理的配慮がどの程度進んだのかなど、そういう成果をしっかり見

える化していく必要があると思います。

差別相談の解決状況や合理的配慮の提供事例などを把握することが重要と考えますが、この条

例の実効性を評価するための具体的な成果指標、いわゆるＫＰＩを北海道として設定する考えは

あるのか、伺います。

○徳田障がい者保健福祉課長 成果指標についてでございますが、障がいのある方からの相談で

は、差別された相手方への伝達や調整を望まないケースや、窓口からの助言のみを希望するケー

スのほか、不当な差別的取扱いや必要かつ合理的な配慮に該当しないケースなど、多様な事例が

ございまして、必ずしも全ての相談が差別の解決または合理的配慮の提供といった結果につなが

るものではないことから、成果指標の設定は難しい面があるところでございます。

なお、ほっかいどう障がい福祉プランでは、就労支援に関しまして、福祉的就労に関する目標

などを設定してございます。

○広田まゆみ委員 成果指標の設定は難しい面があるというのは、確かに、当事者支援には本当

に様々な幅があると思いますので、難しさは理解をしますが、一方で、この合理的配慮義務化へ

の対応についてということでいきますと、当事者だけではなく、福祉関係者ではない、いわゆる

事業者、経済団体的なところもいろいろ課題を抱えているのじゃないかというふうに思います。

次に、その合理的配慮義務化への対応について伺いたいと思いますが、先ほども申し上げまし

たが、令和６年の法改正により、民間事業者に対する合理的配慮の提供が義務化されました。全

国的に見ても、北海道には、地域づくり委員会など、差別や暮らしづらさの課題を地域で共有し

て解決していく仕組みが、一応、既に整備をされています。このような条例を持つ北海道だから

こそ、合理的配慮の義務化、その法律の後押しとして、条例の仕組みをより積極的に活用し、地

域における合理的配慮の実効性を高めていくべきではないかと考えます。

道として、条例の仕組みをどのように活用し、合理的配慮の普及と実効性の確保の現状をどの

ように把握し、今後どのように進めていく考えなのか、伺います。

○徳田障がい者保健福祉課長 合理的配慮の義務化への対応についてでございますが、障がいの

ある方が住み慣れた地域で暮らしていくためには、障がいのある方だけでなく、その周囲の方々

も、改正法の施行を一つの契機として、この法律の趣旨や理念を十分に理解し、適切な合理的配

慮に努めることが重要と考えております。

このため、道では、条例に基づき設置します地域づくり委員会を、障害者差別解消法第18条に

規定する情報の交換及び協議を行う場として位置づけまして、地域づくり推進本部において、各



【第１分科会 ３月12日 第２号】

地域における合理的配慮の普及啓発に係る取組状況を共有しますとともに、有識者の本部員など

からも御意見を伺いながら取組を推進してきたところでございます。

道といたしましては、引き続き、こうした取組などを通じ、障がいのある方への合理的配慮の

提供が促進されるよう取り組んでまいります。

○広田まゆみ委員 ＫＰＩと絡めての御提案ということになりまして、指摘とさせていただきま

すが、例えば、商工団体だとか経済団体の地域づくり委員会への参画だとか、ほっかいどう応援

団会議に関わってくださる企業数だとか、そうした違う形でのＫＰＩをしっかり定めることによ

って当事者支援につなげていただきたいと思います。

次に、当事者参加について伺います。

条例は、当事者や住民の参加を基本理念としているものと承知をしています。しかし、精神障

がいの分野においては、審議会など政策形成の場への当事者参加が十分とは言えない状況にある

と考えます。

当事者参加は、制度の実効性を高める上でも重要な視点であると考えますが、道として、当事

者参加の意義をどのように認識しているのか、改めて伺うとともに、精神障がい分野における当

事者参加の現状と今後の方向性について伺います。

○木葉淳副委員長 精神医療担当課長西本司さん。

○西本精神医療担当課長 精神障がいがある方の意見の反映についてでございますが、精神保健

等の施策の推進に当たり、当事者やその御家族の方々の御意見を伺うことは重要であると考えて

おります。

こうした中、道が設置している北海道精神保健福祉審議会では、委員から、当事者が継続して

参加できるよう委員の枠を確保していく必要があるとの御意見をいただいたことから、現在、委

員の選定の方法について検討を進めているところです。

道としては、今後とも、精神障がいのある方御本人やその御家族を含め、様々な立場の方々か

らの御意見の聴取に努めてまいります。

○広田まゆみ委員 当事者やその御家族の方々の御意見を伺うことは重要という御答弁でしたけ

れども、重要という優先順位の問題ではなく、必須なのじゃないですか。

北海道がん対策推進条例と比較すると、がん対策条例では、患者参画が制度として位置づけら

れています。一方、今回、私も議員提案でつくったのでちょっと反省も込めてですけれども、障

がい者条例では、理念としては当事者参加を掲げ、重視はしていますが、厳密な意味で制度とし

て明確に定めていない弱さがあるということが分かりました。

御答弁の流れのトーンでいきますと、私は、支援が必要な人に丁寧に対応するということを求

めているのではないのです。それは当然のことなので。私が求めているのは、当事者を、権利の

主体として、政策の担い手として位置づけることが必要ですよと。道として、当事者参加の明確

な方針を打ち出した上で審議会に諮っていく、もし必要であれば、条例の改正や要綱の見直しな

どの提案をするなど、そういう対策を講じるべきではないかと考えますが、再度、見解を伺いま
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す。

○西本精神医療担当課長 精神障がいがある方の意見の反映についてでございますが、道として

は、精神保健等の施策の推進に当たり、当事者やその御家族の方々の御意見を伺うことは重要で

あると考えており、北海道精神保健福祉審議会の委員の選定の方法について検討を進めていると

ころです。

○広田まゆみ委員 同じ答弁の繰り返しで、ちょっと時間がないので次に行きますけれども、運

用じゃなく、制度としてしっかり担保していただきたいということを強く指摘しておきます。

次に、北海道障がい者就労支援企業認証制度について伺います。

北海道では、障がい者の就労支援に積極的に取り組む企業などを評価する制度として、北海道

障がい者就労支援企業認証制度が設けられています。

しかし、決算特別委員会でも議論してきたのですけれども、発注部局などにおいても、この制

度の趣旨などの理解が決して十分ではないという状況も明らかになりました。

北海道として、この制度の意義をどのように認識しているのか、また、これまで障がい者雇用

の拡大にこの制度がどのような成果を上げてきたと評価しているのか、伺います。

○徳田障がい者保健福祉課長 障がい者就労支援企業認証制度についてでございますが、この制

度は、障がい者条例に基づきまして、障がいのある方々の雇用や障がい者就労支援施設等への優

先発注など、就労支援に積極的に取り組む企業などを評価、認証し、入札や融資における優遇措

置を行い、就労の促進を図るものでございます。

本年２月末現在で、228の企業等を認証しており、そのうち、法定雇用率を超える障がい者雇

用を実践されている認証企業は211で、ほっかいどう障がい福祉プランの始期であります令和６

年４月から12件増加していることから、障がい者雇用の拡大に寄与しているものと考えてござい

ます。

○広田まゆみ委員 こつこつと保健福祉部として努力をされてきて、12件というのがどういう評

価なのかというのはありますけれども、増加はしてきているという認識で受け止めました。

ただ一方で、やはり、さっき発注３部の話もしましたけれども、全庁的な取組が必要だという

ふうに思いますので、公共発注の姿勢についてということで伺いたいと思います。

この条例の理念を社会全体で実現していくためには、公共調達の仕組みを活用する視点も大変

重要であると考えます。もともと、これは議会でも提案させていただいていたところですが、今

回、知事は、再生可能エネルギーの分野において、法令違反のある企業からは電力を調達しない

という考え方を議場で示されまして、私も大変驚いたところなのですが、そうであるならば、行

政が公共調達を通じて社会的価値を示すという、これは非常に大事な知事の姿勢だと思うので

す。障がい者就労の分野においても同様に、公共発注の在り方を通じて、これまで以上に積極的

な姿勢を示していただくことが重要ではないかと考えます。

障がい者就労支援企業や福祉事業所に対する公共発注において、優先や評価などをより明確に

位置づけていく考えはあるのか、伺います。
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○徳田障がい者保健福祉課長 障がい者就労支援企業等に対する公共発注についてでございます

が、道では、条例に基づき、障がい者就労支援企業を入札上の優遇や随意契約における契約の相

手方として選定し、各部局や出先機関において発注をいたしますとともに、障害者優先調達推進

法に基づき、障がい者就労支援施設が供給する物品や役務に対する需要の拡大を図るため、毎

年、調達方針を策定し、調達実績額及び件数が前年度を上回ることを目標として取り組んでおり

ます。

また、市町村に対しましても同様の趣旨での取組を呼びかけており、今後とも、障がい者就労

支援企業等からの優先調達などに取り組んでまいります。

○広田まゆみ委員 北海道でも、毎年度、調達方針を策定して、丁寧な取組をしていることは、

重ね重ねですが、道庁の保健福祉部の皆さんが丁寧に頑張っていらっしゃることは承知をしてい

ます。しかし、申し訳ないのですけれども、現状では、前年度を上回るといった、言わば努力目

標的な取組にとどまっておりまして、条例の理念をこの社会の中で実現していく、実装していく

政策としては、十分とは言えないのではないかと考えます。

公共調達というのは、道が、道庁がどんな社会を目指すのか、地域社会に示す、言わば価値を

表現するメッセージでもあると考えます。知事は、再生可能エネルギーの分野では、法令違反の

ある企業から電力を調達しないという姿勢を示していますが、同様に、法令遵守、コンプライア

ンスということで考えれば、障がい者の就労を支える企業や事業所を公共調達の中で積極的に評

価していくという考え方も必要ではないでしょうか。

北海道として、調達目標の明確化や実績の見える化など、公共調達をより政策的に活用してい

く考えはないのか、改めて伺います。

○徳田障がい者保健福祉課長 障がい者就労支援企業等に対する公共発注についてでございます

が、道では、障害者優先調達推進法に基づきまして、障がい者就労支援施設等が供給する物品や

役務に対する需要の拡大を図るため、毎年度、調達方針を策定し、調達実績額及び件数が前年度

を上回ることを目標として取り組んでおります。

また、毎年度、調達の実績を取りまとめ、その概要を公表しており、今後とも、障がい者就労

支援企業等からの優先調達などに取り組んでまいります。

○広田まゆみ委員 知事の政治姿勢にも関わるお話だと思いますし、改めて知事にも伺ってみた

いというふうに思いますので、取扱いをお願いいたします。

最後に、条例の役割について伺いたいと思います。

障がいのある方の暮らしづらさや差別の問題は、必ずしも、地域づくり委員会―この条例

の肝と申し上げましたが、この地域づくり委員会への個別の申立てとして現れるものだけではあ

りません。

例えば、旧優生保護法下の強制不妊手術の問題については、司法判断において、長年にわたる

重大な人権侵害であり、国家による差別であったことが明らかになりました。また、障がい福祉

サービスと介護保険制度の関係において、市町村により取扱いが異なり、地域差が生じている、
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いわゆる65歳問題についても、裁判を通じて制度の不合理や差別性が指摘されたところです。こ

れらの事例に共通するのは、長年見過ごされてきた差別が司法判断によって社会的に可視化され

たという点であると考えます。

北海道の障がい者条例は、そもそも、障がいのある方の生きづらさや暮らしづらさを地域社会

の中で共有し、解決につなげていく仕組みを持つ条例です。そうであるならば、こうした司法判

断によって明らかになった差別や制度上の不合理についても、北海道として、当事者の声を受け

止めながら、地域づくり委員会などの場で課題として共有し、政策改善につなげていく姿勢が求

められるのではないかと私は考えます。

これまで、旧優生保護法問題や65歳問題について、差別解消を図る―丁寧な対応は、もし

かしたらしたかもしれませんが、差別解消を図るという観点からの北海道としての対応には、私

は不十分さがあったと思います。

旧優生保護法問題や65歳問題も含め、今後、司法判断などによって明らかになった障がい者差

別の問題についても、条例が持つ仕組みを活用し、当事者参加の下で課題共有や政策改善につな

げていく考えがあるのか、保健福祉部長の認識を伺います。

○木葉淳副委員長 保健福祉部長古岡昇さん。

○古岡保健福祉部長 北海道障がい者条例に基づく今後の取組についてでございますが、本条例

に基づき設置をしております地域づくり委員会では、当事者委員も参画する中、これまでに、差

別に関することや合理的配慮の提供に関する相談など多様な申立てを受理し、その解決を図って

まいりましたほか、市町村では解決が難しい広域的な地域課題などにつきましても、それぞれの

委員会において把握し、協議を行っており、市町村や関係機関への情報共有も図っているところ

でございます。

道といたしましては、今後とも、差別等の相談にきめ細かく対応しながら、委員会の活動を分

かりやすく周知いたしますとともに、障害者差別解消法の改正内容について、庁内各部とも連携

をし、普及啓発に努めるほか、委員会の一層の活用が図られますよう、地域に影響がある施策上

の課題等につきまして、本庁から情報提供を行い、改善に向けた協議を促すなどして、障がいの

ある方が安心して地域で暮らすことのできる社会づくりに向けて取り組んでまいります。

○広田まゆみ委員 北海道障がい者条例に基づく地域づくり委員会は、地元の役場にはなかなか

相談しづらい場合などに、振興局を中心として地域の様々な団体とも連携しながら課題の解決を

図るなど、当事者の皆さんにとっては一定の選択肢になっているものと受け止めています。

しかし、条例が掲げる理念の実現というところではまだまだ不十分です。とりわけ旧優生保護

法下の強制不妊手術の問題やいわゆる65歳問題など、司法判断によって差別の存在が明らかにさ

れた課題については、個別の申立てを待つのではなく、道庁組織として主体的に受け止め、未然

防止などの政策として改善につなげていく姿勢が求められます。

○木葉淳副委員長 発言時間が過ぎていますので、まとめてください。

○広田まゆみ委員 はい、まとめます。
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北海道には、全国に先駆けて制定された障がい者条例があります。使わなければ意味がありま

せん。公共発注の在り方も含めて、この条例をどのように認識し、強化していくのかという観点

を、地域づくり推進本部の本部長でもある知事にも伺いたいと思いますので、取扱いをお願いい

たしまして、質問を終わります。

○木葉淳副委員長 広田委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

議事進行の都合により、暫時休憩いたします。

午後２時52分休憩

午後３時10分開議

○宮下准一委員長 休憩前に引き続き、会議を開きます。

保健福祉部所管に関わる質疑並びに質問の続行であります。

石川さわ子さん。

○石川さわ子委員 それでは、通告に従いまして、まず、子どもの権利等に関する取組について

伺います。

こども基本法制定に伴い、北海道こども基本条例、こども計画に基づいた様々な取組を道では

進めておりますが、こども基本法では、対象を心身の発達の過程にある者とし、若者施策と連動

させております。そうした子どもの成長過程における子どもの権利保障に着目し、７点、質問を

いたします。

まず、周知と啓発についてですが、子どもが意見を言うことの保障とその権利を、子どもはも

とより、大人に周知することは事業の両輪と考えます。子どもの権利の周知、普及啓発に関する

これまでの取組の成果と課題意識について伺います。

○宮下准一委員長 子ども政策企画課長工藤晴光さん。

○工藤子ども政策企画課長 子どもの権利の周知についてでございますが、道では、子どもの権

利を規定するこども基本条例の理念やこども計画の目指す姿を道民の皆様に理解していただくた

め、今年度、スマートフォンを利用して、子ども同士や親子で、各市町村の図書館や公園など、

設定したスポットを巡りながら関連するクイズに答えるデジタルスタンプラリーを全道で実施し

たほか、14振興局管内の商業施設などでのパネル展の開催や学校現場における子どもの権利の指

導に資するよう、教職員を対象としたオンライン講座を実施してまいりました。

道といたしましては、1000人を超えるスタンプラリーへの参加やオンライン講座に参加した教

職員からの感想などから、子どもの権利に関しては、道民の皆様にも一定程度、関心を持ってい

ただいていると考えておりますが、さらなる理解促進に向け、今後とも、様々な取組を粘り強く

推進していく必要があると考えてございます。

○石川さわ子委員 また、取組として、子どもの権利の周知に向け、デジタルハンドブックを作

成したと聞いております。
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作成の目的と効果的な扱い方をどのように考えているのか、また、その場合、学校教育の中で

も教材として使用するべきと考えますが、教育委員会とどのように連携をしているのか、伺いま

す。

○工藤子ども政策企画課長 デジタルハンドブックについてでございますが、道では、差別の禁

止などの子どもの権利について、大人はもとより、当事者である子ども自身の理解促進が必要と

考え、今年度、こども施策審議会からの意見なども踏まえ、子どもが理解しやすいよう、内容や

絵柄を工夫した子どもの権利に関するデジタルハンドブックを作成いたしました。

このハンドブックにつきましては、新年度、学校を通じて子どもたちに配付するほか、道のホ

ームページへの掲載、小・中・高校で実施している子ども政策に関する出前授業の場などで活用

することとしておりますが、今後、教育庁と連携しながら、学校現場におけるより効果的な活用

方法について検討してまいります。

○石川さわ子委員 次に、こどもの意見反映推進事業について伺います。

子どもの成長段階に応じた意見形成支援はどのように行い、子どもの参加の公平性に関して、

どのような認識の下、事業に取り組まれているのか、これまでの事業の成果と課題認識について

伺います。

○工藤子ども政策企画課長 こどもの意見反映推進事業についてでございますが、本事業の実施

に当たりましては、できるだけ多くの子どもたちにその機会を設けるとともに、子どもたちが道

政の内容等をよく理解し、意見を表明しやすい環境を整えることが重要でございます。

資料等には、できる限り平易な言葉を用い、イラストやグラフなどを使った上で、子どもの意

見表明をサポートする専門のファシリテーターを各学校の意見交換の場へ派遣するなどの工夫を

しているほか、直接、対面で意見交換できる子どもは限られますことから、インターネットを活

用し、学校訪問できない子どもたちからも同じ資料を用いて広く意見を聞いてまいりました。

意見交換に参加した子どもからは、この取組の継続を求める声も多く聞かれた一方、運営面に

関し、意見を出し合う時間をもっと長く取ってほしかった、タブレットで打ち込んだほうがよい

などの改善意見も寄せられており、より効果的な実施方法等の検討が必要と考えてございます。

○石川さわ子委員 そうした子どもの意見のフィードバックの重要性をどのように認識し、どの

ように行っているのか、また、こども施策審議会に設置をされましたこども部会の位置づけと役

割について改めて伺います。

○工藤子ども政策企画課長 意見反映結果のフィードバックなどについてでございますが、子ど

もたちから提出された意見につきましては、大人が真剣に受け止め、施策への反映を検討すると

ともに、検討プロセスや結果を子どもたちに分かりやすくフィードバックすることが重要である

と考えており、道では、有識者からの意見も参考としながら、施策への反映結果や意見を反映で

きなかった場合の理由を分かりやすく説明する資料を作成し、各学校を通じて子どもたちに周知

するとともに、道のホームページで公開してございます。

また、北海道こども施策審議会の下に、子ども、若者の視点から、道の子ども施策について、
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直接、意見や提案をいただくことを目的として、こども部会を設置しており、今年度からは、よ

り具体的な政策提案ができるよう、委員の対象をこれまでの中高生から大学生まで拡大したとこ

ろでございます。

○石川さわ子委員 フィードバックは大変重要だと思いますので、これからもよろしくお願いし

ます。

「こどもまんなか社会」を実現するためと言われるまでもなく、子どもの権利条約を批准して

いる日本において、子どもの意見表明権を保障し、そのための支援を行うことは大人の義務と考

えます。

子どもは、庇護されるだけの弱い存在ではなく、エンパワーメントされるべき存在であること

を職員が子どもと関わる中で体験し、その認識を継承することが重要と考えます。

子どもの意見を聞き、それを反映することをパブリックコメントにとどまらない全庁的な仕組

みとして確立するべきと考えますが、今後どう取り組むのか、伺います。

○宮下准一委員長 保健福祉部次長兼子ども施策連携担当局長鈴木義和さん。

○鈴木保健福祉部次長兼子ども施策連携担当局長 子どもの意見反映についてでございますが、

本道の未来を担う子どもたちの意見を道政に反映していくためには、全ての子どもたちが自らの

意見を持ち、それを表明することができる環境を整備していくことが重要と考えております。

このため、道では、各部が所管する条例や計画の見直しや施策の推進に当たり、子どもにも分

かりやすい資料の作成や専門のファシリテーター派遣などによる意見表明支援を行い、子どもが

自らの意見を積極的に表明できるような工夫を講じながら、子ども向けパブリックコメントや環

境政策、農業、教育などの道政10分野について意見を聞く取組を行っているところであり、今後

とも、道の各部局が子どもたちの声を真剣に受け止め、施策への反映を検討できるよう取り組ん

でまいります。

○石川さわ子委員 次に、児童養護施設等で暮らす子どもたちの意見表明等について伺います。

2022年の児童福祉法の改正により、2024年度から児童相談所が行う措置について、子どもの権

利条約第12条に示す子どもの意見表明権を保障するための支援が行われることになったと承知し

ております。

まず、児童養護施設及び乳児院、里親、ファミリーホームに委託された人数、そのうち、施設

ではない里親、ファミリーホームに委託をされた子どもの人数と委託割合について、直近３年の

状況を伺います。

○宮下准一委員長 虐待防止対策担当課長柿本英敏さん。

○柿本虐待防止対策担当課長 児童養護施設への入所状況などについてでございますが、直近３

年間の施設入所または委託した児童の状況は、令和４年度が、児童養護施設682人、乳児院29

人、里親332人、ファミリーホーム47人の計1090人で、里親、ファミリーホームが占める委託人

数は379人、その割合は34.8％、５年度は、児童養護施設687人、乳児院24人、里親329人、ファ

ミリーホーム47人の計1087人で、委託人数は376人、割合は34.6％、６年度は、児童養護施設642
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人、乳児院19人、里親328人、ファミリーホーム53人の計1042人で、委託人数は381人、割合は

36.6％となっております。

○石川さわ子委員 道は、児相の一時保護所や児童養護施設等に意見表明等支援員を派遣する事

業を行っていると聞いておりますが、支援員の人数、派遣状況、子どもの意見の聞き方など、事

業の内容と成果について伺います。

○柿本虐待防止対策担当課長 児童への意見表明支援についてでございますが、令和６年度は、

道の委託事業者が16名の意見表明等支援員を確保し、道内８か所の児童相談所に併設する一時保

護所への月２回の定期派遣に加え、随時派遣を含め、合計、年間187回実施いたしましたほか、

道所管の児童養護施設等については、22施設を対象に、13回派遣したところでございます。

意見の聞き取りは、支援員が個別面談により行いますほか、職員などとの面談の際は、支援員

が同席するなど、安心して意見を伝えられるよう支援しておりまして、こうした取組により、一

時保護所では50人、施設では６人の児童が面談を利用し、意見表明の機会の確保につながってい

るところでございます。

○石川さわ子委員 他県の取組についてお話ししたいと思いますが、神奈川県では2024年度に

「かながわ子どもの声センター」を設置しておりまして、話合いの場という独自の取組を行い、

子どもの権利保障に必要な体制整備に向けて工夫をしているとも聞いております。

道におきましても、意見表明等支援事業の在り方をさらに議論し、必要な体制整備を促進すべ

きと考えますが、今後どのように取り組むのか、伺います。

○宮下准一委員長 子育て支援担当局長桑原知己さん。

○桑原子育て支援担当局長 意見表明等支援事業の今後の取組についてでございますが、道で

は、意見表明等支援員の派遣により、一時保護施設や児童養護施設等の児童の意見を聞き取り、

その後の支援への反映を検討するとともに、結果や理由を児童に分かりやすく説明するなど、児

童へのフィードバックを行っているところでございます。

また、社会的養護下にある児童から権利侵害の申立てがあった場合には、こども施策審議会に

おいて調査を行い、必要に応じて児童相談所等へ意見を述べる仕組みを設けているほか、社会的

養護を経験された方々などから直接意見を聞く機会を設け、施策への反映にも努めているところ

でございます。

道といたしましては、今後とも、こうした取組を着実に進め、児童が安心して意見を表明でき

る環境づくりに取り組んでまいります。

○石川さわ子委員 次に、学習支援について伺います。

児童養護施設の子どもの大学、短大、専門学校への進学率は、一般家庭の子どもと比べ大きな

差があると聞いております。施設にいる子どもは、虐待の影響により、学習習慣の未形成や自己

評価の低さなどにより、学習への取組が難しいというふうにも聞いております。また、地域で対

応できる社会的資源が少なく、学校や相談機関でも対応が困難なケースが多いと聞いておりま

す。
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塾や習い事においても格差があり、道は、こうした格差をどのように認識しておられるのか、

伺います。

○柿本虐待防止対策担当課長 施設に入所している児童の進学状況についてでございますが、児

童養護施設などに入所している児童の大学等への進学率は、一般家庭の児童と比べ低い状況にあ

りますが、その背景には、虐待など、これまでの生育環境の影響により、学習への取組が難しい

場合があることや、学習塾の利用などに要する費用について、一定の範囲で実費を支給できる仕

組みはありますものの、一般家庭の児童と比べ、塾などでの学習機会が十分ではない場合がある

ことなどが学力や進学に影響する要因の一つであると認識してございます。

○石川さわ子委員 児童養護施設等の子どもたちの学びを支えることは、進学や就労など、将来

の自立に関わる重要な課題であり、生まれながらの環境に左右されない学びの場を子どもたちに

提供し、それぞれの自己実現ができるよう支援することが必要と考えます。

札幌市や苫小牧市では、民間団体による児童養護施設の子どもたちの訪問型の学習支援を進め

ておりますが、地域格差を解消し、さらに取組を全道に広げる考えはあるのか、所見を伺いま

す。

○桑原子育て支援担当局長 施設に入所している児童の学習支援についてでございますが、児童

養護施設等に入所している児童が、進学や就労など、将来の自立に向けて必要な力を身につけて

いくためには、生育環境にかかわらず、学習の機会を確保していくことが重要でございます。

道といたしましては、児童養護施設等における学習支援の取組に加え、民間団体による訪問型

の学習支援などの取組も参考としつつ、地域の人材や関係団体の協力も得ながら、児童の学習機

会の充実が図られるよう取り組んでまいります。

○石川さわ子委員 道として、子どもの学びの場の確保のために支援をしっかり行っていただき

たいと思います。

次に、権利擁護の取組についてです。

これまで、一般質問等を通し、子どもの権利救済機関の設置を求めてきたところであります

が、救済機関の設置については全国の事例を調査するとのことでありました。

調査結果の内容と道の受け止めについて、また、調査結果をどのように生かしていくのか、伺

います。

○工藤子ども政策企画課長 相談救済機関に係る他県調査についてでございますが、道では、昨

年５月、相談救済機関を設置している山梨県を訪問し、権利擁護の取組状況や既存の相談機関と

の役割分担等について情報収集を行ったほか、滋賀県から書面により取組状況を伺いました。

山梨県からは、県に権利救済の申立てがあった場合、調整、勧告等が可能となるのは、地方自

治法上、県が設置する機関のみとなること、市町村において対応が必要となるケースでは、市町

村の理解や協力が必要となるが、県との役割分担も明確でなく、具体の事案も少ないため、対応

方針が定まっていない旨の説明がありました。

道といたしましては、相談救済機関の運用には整理すべき様々な課題があると考えており、引
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き続き、こうした調査結果も踏まえ、北海道こども施策審議会において本道における権利擁護の

在り方について御議論いただきたいと考えてございます。

○石川さわ子委員 こども施策審議会に設置をされた、こどもの権利擁護在り方検討ワーキング

グループの活動の目的と内容について伺います。

○工藤子ども政策企画課長 ワーキンググループについてでございますが、道では、こども施策

審議会において、本道の権利擁護の在り方を議論していただくに当たり、実態把握や検討すべき

論点が多岐にわたることから、審議会の下に、子どもの権利擁護に関する有識者で構成するワー

キンググループを昨年12月に設置いたしました。

本年１月に開催した１回目の会議では、子どもの権利の周知や擁護に係るこれまでの国や道の

動向等を御報告するとともに、論点整理などについて御議論いただいたところであり、次回以

降、より多くの道民の皆様に子どもの権利について知っていただく効果的な手法なども含め、本

道における子どもの権利擁護の在り方について御議論いただくこととしてございます。

○石川さわ子委員 救済機関の必要性についてはどのように考え、救済機関の設置に向けて今後

どのように取り組むのか、お考えを伺います。

○鈴木保健福祉部次長兼子ども施策連携担当局長 子どもの権利に係る今後の取組についてでご

ざいますが、相談救済機関につきましては、その機能や権限、運営体制等に自治体間で相違があ

ることや、現行法上、道が救済機関を設置する場合、権利の侵害に対する調整、勧告等が可能と

なる対象は道が設置する機関のみとなってしまうなど、整理すべき多くの課題や論点もあると考

えてございます。

現時点では、子どもを取り巻く様々な問題に対し、既存の各種相談機関がそれぞれの機能を発

揮し、丁寧に、かつ、きめ細かな相談支援に取り組むことが必要と考えることから、今年度、道

内の関係機関と意見交換を実施してきたところであり、相談救済機関の必要性も含め、本道にお

ける権利擁護の在り方については、新たに設置したワーキンググループにおいて、国の取組状況

や既存相談機関の課題など、必要な情報を整理しつつ、御議論いただく考えでございます。

○石川さわ子委員 地域の相談機関では、日々対応しているというふうに私も理解をしておりま

すけれども、他県の情報などから、救済機関の設置には課題や論点があり、整理、検討も必要と

は思いますが、やはり、児童虐待件数が過去最多などの状況の中で、ワーキンググループで議論

をしていただく一方、道の姿勢として、もっと前向きに子どもの権利の救済機関の必要性の考え

を明らかにしていくべきというふうに考えますが、再度伺います。

○鈴木保健福祉部次長兼子ども施策連携担当局長 子どもの権利を守る取組についてでございま

すが、相談救済機関につきましては、現時点で整理すべき多くの課題や論点があると考えており

ますことから、今年度新たに設置したワーキンググループにおいて、国の取組状況や既存相談機

関の課題など、必要な情報を整理しつつ、相談救済機関の必要性も含め、本道における権利擁護

の在り方について御議論いただきたいと考えてございます。

○石川さわ子委員 このテーマについては知事に伺いたいと思いますので、お取り計らいをお願
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いいたします。

次に、児童虐待防止対策についてです。

近年、厚労省の統計で、児童相談所が対応する虐待の中で心理的虐待の割合が最も多くなって

おります。これは、面前ＤＶの通告が増えたことが大きな要因となっております。

北海道におきましても、2024年度の児童虐待相談対応件数の約６割が心理的虐待、約２割が身

体的虐待と聞いております。心理的虐待への対応は、90％以上が子どもが在宅のまま保護者に助

言指導を行うとのことですが、継続的な対応が必要とされる中、市町村における保護者対応は機

能をしているのか、現状について伺います。

○柿本虐待防止対策担当課長 児童虐待における市町村の対応についてでございますが、児童相

談所では、児童虐待の対応に当たり、関係機関と連携して調査を行い、アセスメントシートを活

用し、虐待の重症度や家庭の状況などを評価した上で対応方針を判断しており、助言指導などに

より問題の解決が図られたケースにつきましては、その後、市町村が中心となり、見守りや子育

て支援などの継続的な対応を行っているところでございます。

道といたしましては、市町村に引き継がれる場合において、その支援が適切に行われますよ

う、児童相談所による情報共有や助言を行いますとともに、要保護児童対策地域協議会の活用な

どを通じて関係機関の連携を図りながら、虐待の再発防止に向けた取組を進めてまいります。

○石川さわ子委員 2022年の改正児童福祉法によって、こども家庭センターの設置が市町村に努

力義務化されましたが、この設置率が31.8％と、北海道は都道府県の中で最も低いと聞いており

ます。

そこで、こども家庭センターの設置目的と設置が遅れている理由について伺います。

○柿本虐待防止対策担当課長 こども家庭センターの設置目的などについてでございますが、こ

ども家庭センターは、全ての妊産婦や子育て世帯を対象に、児童福祉と母子保健が一体となった

支援を行う機能を有する市町村の機関であり、児童福祉相談等を担当する子ども家庭支援員や母

子保健の相談等を担当する保健師などを配置し、相互に情報共有や連携を図りながら、子どもや

その家庭、妊産婦の状況把握やサポートプランの作成、保健指導など、切れ目のない相談支援を

行うこととされております。

また、道がこども家庭センター未設置の市町村に対して行った調査では、「組織体制の整備・

調整が困難」が50％、「人員・人材不足」が37％となっており、小規模な自治体が多い中、体制

整備や人材確保が課題となっているものと認識してございます。

○石川さわ子委員 道内で心理的虐待が多い中、設置が遅れているこども家庭センターをどのよ

うに生かしていくのかなど、児童虐待の未然防止に向け、どのように取り組むのか、伺います。

○桑原子育て支援担当局長 児童虐待防止対策に関しまして、今後の取組についてでございます

が、心理的虐待を含め、児童虐待相談対応件数が高い水準で推移する中、児童虐待の未然防止に

当たっては、子どもや家庭に最も身近な市町村が、学校や保育所などの関係機関と連携し、継続

的な見守りや支援を行っていくことが重要でございます。
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道といたしましては、市町村向けの会議の開催や課題に応じた助言などを通じて、こども家庭

センターの設置を促進するとともに、妊娠期から子育て期に至るまで、支援を要する妊婦や子育

て家庭への相談機能を活用して関係機関と連携した伴走型の支援につなげるなど、市町村主体の

切れ目のない支援の充実を図り、児童虐待の未然防止に取り組んでまいります。

○石川さわ子委員 この間、児童福祉分野と母子保健機能の連携の問題が言われておりましたの

で、こども家庭センターの設置に向けては一生懸命、努力をしていただきたいと思います。

次に、プレコンセプションケアの取組について伺います。

プレコンセプションケアとは、本来、若者の健康を守る、妊娠の有無にかかわらず人生の選択

肢を支える、妊娠を希望する人の安全性を高めるという意味と聞いております。

国は、昨年、プレコンセプションケア推進５か年計画を策定し、道においても、性や健康に関

する情報提供や相談支援の充実などに取り組まれていると承知をしております。しかし、妊娠前

からの健康管理により、母親や子どもの健康リスクの低減が図られる一方、目的を誤ると、女性

に出産を前提とした価値観を押しつけ、リプロダクティブ・ヘルス・ライツ、すなわち、性と生

殖に関する健康と権利や、子どもを産む、産まないを自ら決める権利などの自己決定権が損なわ

れる懸念があると考えます。

そこで、プレコンセプションケアを進めるに当たっては、妊娠、出産のためだけではなく、自

身の健康のためが基本であると考えますが、プレコンセプションケアの概念を道はどのように捉

えているのか、伺います。

○宮下准一委員長 子ども成育支援担当課長岩木良成さん。

○岩木子ども成育支援担当課長 プレコンセプションケアについてでございますが、国が策定し

た推進５か年計画では、プレコンセプションケアを、性別を問わず、適切な時期に性や健康に関

する正しい知識を持ち、妊娠、出産を含めた健康管理を行う概念であるとされており、年代にか

かわらず、発達段階や状況に応じてこの概念を知ることは、自分自身の将来設計や家族の健康な

どを考える上で大変重要と考えております。

○石川さわ子委員 プレコンセプションケアの考え方は、ＷＨＯにおいても提唱されておりまし

て、包括的性教育の視点が明示をされております。

一方、日本では、こども家庭庁や厚生労働省がプレコンセプションケアを推進しております

が、文科省の考え方と一見矛盾している現状があると思います。文科省におきましては、学習指

導要領上のいわゆる歯止め規定があり、性交渉や避妊に踏み込む授業は一般的に行われていない

現状があるからです。

しかし、令和５年３月29日付の文科省と厚労省の連名の都道府県への通知では、男女ともに性

や妊娠に関する正しい知識を身につけ、健康管理を行うプレコンセプションケアの推進を含め、

切れ目のない支援体制を構築するとして、学校や保健所等での性と健康に関する教育や相談支援

を行うとされました。

包括的性教育は、生殖にとどまらない、幅広く人権教育に関わる内容であり、人間関係や性の
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多様性、ジェンダー平等など、自分の生き方を考える教育であることから、子どもや若者にプレ

コンセプションケアの概念を普及させることは、自分自身の体を大切にすることや自己決定の権

利を知ることにもつながるのではないかと考えます。

そこで、道は、プレコンセプションケアを学校で伝えることの意味をどのように捉え、今後ど

のように取組を進めるのか、伺います。

○鈴木保健福祉部次長兼子ども施策連携担当局長 学校でのプレコンセプションケアに関する取

組についてでございますが、自己肯定感やコミュニケーションの向上、人間関係の構築、性に関

する教育といった様々な視点に立ってプレコンセプションケアを普及できるよう、健康教育を実

施する学校側と指導内容や役割分担等について協議しながら、発達の状況にも応じて、妊娠や健

康等に関する知識を得る機会を提供することは重要であります。

道では、これまで、高校、大学などに出向いて若い世代のライフデザインに関する出前講座を

開催し、性に関する基礎知識や性感染症の予防、道が設置している「にんしんＳＯＳほっかいど

う」の無料相談の情報提供などを行ってまいりました。

今後は、ＳＮＳなどの媒体を活用しながら、短時間で気軽に視聴できる啓発動画を配信するこ

とで、若年層のほか、幅広い世代に情報提供していくこととしており、道教委とも連携しなが

ら、出前講座のより一層の充実を図るなど、若い世代が主体的に将来を選択できるよう取り組ん

でまいります。

○石川さわ子委員 自己肯定感やコミュニケーションの向上等の視点で、妊娠や健康等に関する

知識を提供していくという答弁と受け止めております。

啓発動画や出前講座を充実させるということでありますが、プレコンセプションケアは、本

来、健康教育や権利の保障などを含む包括的な取組でありまして、単に知識や情報を伝えるだけ

ではなく、権利意識に基づく行動や環境を変えるための支援となるべきものと考えます。

根本的な教育環境が十分整っていない中、断片的な情報提供では目的が果たされるのか、懸念

をするところです。

そこで、歯止め規定がある中で、道は、プレコンセプションケアをどう成立させるお考えか、

伺います。

○鈴木保健福祉部次長兼子ども施策連携担当局長 プレコンセプションケアについてでございま

すが、道では、性と生殖に関する健康と権利、性に関する基礎的知識や避妊の方法、予期せぬ妊

娠等の情報を学校の総合的な学習の時間を利用した出前講座で活用するなど、道教委と連携した

取組として実施しており、今後とも、若い世代がプレコンセプションケアを理解し、実践するこ

となど、自身の健康管理や将来の可能性を広げることにつなげていただけるよう取り組んでまい

ります。

○石川さわ子委員 学校教育との連携の御説明もありましたが、プレコンセプションケアに取り

組むに当たりまして、道においては、子どもや若者の性と生殖に関する健康と権利が守られ、自

己決定の侵害がないように、権利保障の立場でしっかりと取り組んでいただきたいというふうに
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思っております。この点については知事にも確認をさせていただきたいので、お取り計らいをお

願いいたします。

続きまして、ヤングケアラー支援について伺います。

第２期ケアラー支援推進計画が新年度から始まるに当たり、本定例会における代表質問で我が

会派からケアラー支援の新たな取組を伺ったところでありますが、さらに数点伺います。

ヤングケアラー支援として、ヤングケアラーの早期発見及び相談の場の確保に向け、ＳＮＳ等

による相談窓口の開設などを行っていると聞いております。

道が行いました2025年度調査の結果では、児童生徒のヤングケアラーの相談窓口に関する認知

度は、目標の50％に届かず、27.1％です。

こうした専用相談窓口のほか、市町村における相談窓口の認知度向上も重要と考えますが、道

ではどのように周知をしていくのか、伺います。

○柿本虐待防止対策担当課長 市町村の相談窓口の周知についてでございますが、道では、ヤン

グケアラーの専門相談窓口である北海道ヤングケアラー相談サポートセンターを設置しておりま

すほか、各市町村においても、主に子ども・福祉担当部署でヤングケアラーなどからの相談を受

け付けておりますことから、市町村の相談窓口を取りまとめ、教育庁を通じて全道の各学校へ周

知しているところでございます。

また、実態調査では、ケアの悩みを相談したことのないヤングケアラーがおりますことから、

引き続き、教育庁と連携して相談窓口の周知を図りますほか、市町村のホームページでは、ヤン

グケアラーの相談窓口であることが明確になっていない場合も見受けられますことから、相談窓

口があることが分かりやすく伝わるよう、市町村へ働きかけてまいります。

○石川さわ子委員 早期発見に向けましては、子どもが日頃通っている学校での気づきや周知が

欠かせないと考えるところです。

学校便りに、道の相談窓口の２次元コードを掲載するなどを行っている町村もありますが、こ

うした取組が広く学校現場で行われるよう、道としてどのように情報共有や連携を図っているの

か、伺います。

○柿本虐待防止対策担当課長 相談窓口の周知に係る学校との連携についてでございますが、道

では、ヤングケアラーへの理解を深め、学校現場での気づきや支援につなげるため、今年度は約

1000人の教職員が参加した研修を実施いたしましたほか、啓発資料の配付やヤングケアラーコー

ディネーターによる学校訪問などを通じて、児童生徒や教職員に対し、相談窓口の周知も含めた

働きかけを行ってきたところでございます。

また、教育庁におきましても、児童生徒向け相談窓口の案内を盛り込んだ資料の配付や、地域

ごとに関係機関による連絡協議会の開催など、学校と関係機関との連携強化を図っております。

○石川さわ子委員 子どもの相談などから具体的支援につなぐヤングケアラーコーディネーター

は、専門職として重要な役割を担っておりまして、児童相談所の圏域ごとに配置をされていると

聞いております。この配置の状況について伺います。
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また、広域の北海道において、ヤングケアラーコーディネーターは具体的にどのような支援を

行っているのか、伺います。

○柿本虐待防止対策担当課長 ヤングケアラーコーディネーターについてでございますが、道で

は、地域の関係機関からの相談や依頼を受け、適切な支援やサービスにつなぐ役割を担うヤング

ケアラーコーディネーターを、令和４年度から、児童相談所の圏域ごとに、全道８か所にそれぞ

れ１名配置しております。

コーディネーターは、学校をはじめとする地域の関係機関からのヤングケアラーに関する相談

に対し、家庭の状況に応じた助言を行い、適切なサービスにつなげるなどの相談支援を行います

ほか、ヤングケアラーの早期発見や支援につなげるため、市町村や関係機関の職員を対象とした

研修の開催や学校訪問などを通じ、地域における支援体制の構築に向けた支援を行っているとこ

ろでございます。

○石川さわ子委員 ヤングケアラーコーディネーターによる支援内容について御答弁いただきま

したが、次期ケアラー支援推進計画案では、学校での活用が必ずしも進んでいない状況もあると

されています。

令和４年度から配置をされているということでありますが、そういう状況がありますので、こ

の点についての認識と今後の活用の進め方について再度伺います。

○柿本虐待防止対策担当課長 ヤングケアラーコーディネーターの活用についてでございます

が、ヤングケアラーコーディネーターについては、道の実態調査では、７割程度の学校において

認知されているものの、その役割や支援内容への理解が不足している面もありましたことから、

十分な活用が図られなかったものと考えており、今後は、具体的な支援事例を広く共有するなど

いたしまして、学校での活用が進むよう取り組んでまいります。

○石川さわ子委員 子どもは、１日の３分の１ぐらいは学校にいるわけでありまして、理解が十

分進んでいないということを踏まえ、ヤングケアラーの子どもたちが地域の中で気づかれないと

いうことがない地域づくりをどのように進めていくのか、伺います。

○桑原子育て支援担当局長 ヤングケアラー支援に関しまして、今後の取組についてでございま

すが、ヤングケアラーの状況を早期に把握し、適切な支援につなげていくためには、市町村をは

じめ、学校などの教育現場や医療、介護などの関係機関が連携して対応していくことが重要でご

ざいます。

道といたしましては、学校における相談窓口の周知やヤングケアラーコーディネーターによる

学校訪問、出前授業の実施などにより、児童生徒や教職員に対し、ヤングケアラーがさらに広く

認知されるよう直接働きかける機会の充実を図るとともに、市町村や医療、介護の関係職員を対

象とした研修などを通じてヤングケアラーへの理解を深め、関係機関の連携の下、早期発見、早

期支援につながる取組をさらに進めてまいります。

○石川さわ子委員 学校と地域の連携で、道内のどこにおいても早期に対応できることを求めて

おきます。
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次に、低出生体重で生まれた子ども、いわゆるリトルベビーや家族への支援について伺いま

す。

普通分娩を望みつつも、様々な理由により、早産で生まれてくるリトルベビーには、体重が

1000グラム未満のお子さんもいて、医療的ケアが必要な場合が多いため、保護者は、出生直後や

退院後、そして、乳児期、幼児期、学齢期といったライフステージごとに健康や発達などの様々

な不安や育児上の困難を抱えることが多いと聞いております。

道は、低出生体重児や保護者を支援するため、「ほっかいどうリトルベビーハンドブック」の

作成などを行ってきたと承知しております。

一般的な母子健康手帳は、小さい我が子の記録を書き込むことができなかったため、子どもの

成長に沿った母子健康手帳は大変喜ばれており、今や全都道府県で作成されていると聞いていま

す。

そこで、全国の出生数に占める低出生体重児の割合は９％台と聞いておりますが、北海道の状

況について伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 低出生体重児についてでございますが、国の人口動態統計によ

りますと、出生体重が2500グラム未満の子どもの割合は、直近の令和５年は、全国で9.6％、北

海道は10.1％、令和４年は、全国で9.4％、北海道は9.5％となっており、全国及び北海道ともに

9.5％前後で推移しております。

○石川さわ子委員 約10人に１人の赤ちゃんが低出生になっているということだと思います。

同じ立場の仲間同士で励まし合い、また、周りの人たちにもリトルベビーの存在を知ってもら

うために、保護者たちはサークルをつくり、パネル展などの活動をしております。

昨年、全国のリトルベビーの親御さんと保健師さんとの関わりについて、ＳＮＳ等でアンケー

トを行ったとのことです。北海道の約40人を含む約200人のアンケートでしたが、その回答によ

りますと、保健師さんが心の支えであり、感謝をしているという意見がある一方、専門職であっ

ても共感や信頼が欠けていると感じる、また、専門性の偏りや体制の分かりにくさが信頼関係を

阻害、さらには、対応が自治体や地域によってばらつきが大きく不公平に感じるなどの率直な意

見、そして、提案として、担当の継続や引継ぎの質の向上、また、保健師の役割や相談内容の見

える化、さらには、一人一人に合わせた個別対応の充実などもありました。

このように、出産後、保健師との関わりが継続してあり、保育園や支援センター、療育などに

スムーズにつないでもらえた人がいる一方、保健師との関わりが少ない人は、保健師がどのよう

な職種で、どのようなタイミングでどのようなことを聞いたらよいのかが分からないという人が

多かったとのことです。

そこで、保健師は、母子保健事業などを通し、リトルベビーとその家族にどのように関わり、

支援をしているのか、伺います。

また、道は、今後、こうした御家族の声にどのように対応していくのか、伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 低出生体重で生まれた子どもと御家族への支援についてでござ
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いますが、市町村では、保健師等が医療機関から支援を要する低出生体重児に関する連絡を受け

た場合、退院後、早期に妊産婦宅を訪問し、子育てに関する各種相談など、産後の母子に寄り添

った対応を行うこととしてございます。

道では、こうした母子への適切な支援につながるよう、市町村保健師等を対象に、母子保健活

動に関する専門性やアセスメント能力の向上などを目的とした研修会を開催しておりますほか、

通常の母子手帳では小さく生まれたお子さんの成長などを記録することができないことから、リ

トルベビーハンドブックを作成し、子育ての一助となるよう配付しているところでございます。

道といたしましては、引き続き、市町村保健師等の専門性向上を支援いたしますほか、低出生

体重児の御家族の声を取りまとめた結果を市町村の母子保健活動等に生かしていただきますよう

情報提供するなどして、出産後も安心して子育てのできる環境の整備に取り組んでまいります。

○石川さわ子委員 こうした御家族の意見は大変貴重なものと考えます。道内のどこにおいて

も、そして、小さく生まれても安心して子育てができるように、この声を生かして取り組むこと

を求めておきます。

次に、若者の薬物依存について伺います。

北海道警察によりますと、2024年に大麻を所持したなどとして摘発した294人のうち、10代、

20代が約200人で全体の約７割を占めており、北海道において若年層への大麻の蔓延が深刻化し

ているという報道が昨年10月にありました。

2023年に改正をされました麻薬及び向精神薬取締法において、大麻は他の規制薬物と同様に麻

薬と位置づけられ、新たに施用罪を設けたと承知しております。

そこで、道は、道内の若年層の薬物事犯検挙状況、薬物依存に関する相談件数をどのように把

握し、どう分析しているのか、また、大麻等の薬物の乱用防止に向け、どのような取組を行って

きたのか、伺います。

○宮下准一委員長 医務薬務課長𠮷田亮輔さん。

○𠮷田医務薬務課長 若者の薬物事犯の検挙件数などについてでありますが、道内における令和

６年の10代から20代の薬物事犯の検挙件数は259件となっており、このうち、大麻取締法違反が

200件と全体の77.2％を占めており、若者による不正所持事犯が後を絶たない状況にあります。

また、令和５年度の薬物依存に関する相談件数は513件であり、年齢や薬物ごとの区分は行っ

ておりませんが、精神保健福祉センターや保健所、市町村への来所、電話、メールなど、多様な

方法で寄せられております。

このため、道では、毎年、市町村等の協力を得ながら、多くの地域で自生する野生大麻の抜取

り除去に努めますとともに、道教委と連携した薬物乱用防止教室の開催や関係団体と合同での啓

発活動を実施してきているところでございます。

○石川さわ子委員 そういった若年層の方たちが大麻など薬物使用に駆られる理由や背景を道と

してはどのように捉えておられるのか、伺います。

○𠮷田医務薬務課長 若者の薬物使用についてでありますが、警察庁が公表している「令和６年
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における組織犯罪の情勢」によりますと、大麻乱用者が大麻を初めて使用した動機は、「好奇

心・興味本位」が最も多く、年齢別では、20歳未満で39.5％、20歳代で39.3％、次に、「その場

の雰囲気」がそれぞれ21.3％、18.6％、「ストレス発散」がそれぞれ7.8％、6.2％、「好きなア

ーティストや音楽からの影響」がそれぞれ6.9％、7.1％などとなっております。

また、大麻を初めて使用したきっかけについて、「誘われて」が20歳未満で60.1％、20歳代で

66.4％と最も多く、「自分から求めて」がそれぞれ34.6％、21％となっております。

○石川さわ子委員 10代も20代の若者も、誘われて、好奇心や興味本位でということが多いとい

うことであります。一度ぐらいなら平気ですとか、大麻は合法の国もある、有害性はないなど、

誤った情報の拡散は、情報リテラシーの問題もあるとは思います。

学校教育はもとより、単なる興味から繰り返し使用することを防ぐために、若年層の心に届

き、思いとどまらせるような効果的な情報提供を根気強く行っていただきたいと思いますが、ど

のように取り組むのか、伺います。

○𠮷田医務薬務課長 若者の薬物乱用防止に向けた取組についてでありますが、大麻や覚醒剤な

どの薬物の乱用は、青少年の健全な成長に有害なばかりでなく、その後の人生にも大きな影響を

及ぼすものであり、未然防止を含めた早期の取組は重要でございます。

このため、道では、若年層に向けたＳＮＳによる注意喚起や、道教委と連携し、中学校や高校

での薬物乱用防止教室の開催、薬剤師会などと合同で街頭啓発やパネル展などを実施していると

ころでございます。

道といたしましては、引き続き、道警察や道教委、医師会などで構成する薬物乱用防止対策北

海道推進本部におきまして、ＳＮＳ等で容易に入手が可能となっている現状の危険性や、違法薬

物に係る有害性、依存性に関する正しい知識の普及啓発など、関係機関や団体との連携の下、薬

物乱用防止対策に取り組んでまいります。

○石川さわ子委員 大麻だけではなく、吸うと異様な動きをすることから「ゾンビたばこ」と呼

ばれる薬物の蔓延も懸念されていると聞いております。

広域自治体である北海道におきまして、依存症専門医療機関は大体が札幌に集中している状況

の中で、例えば、民間団体の協力を得ながら、依存症からの回復支援を拡充していく必要がある

と考えますが、今後どのように取り組むのか、伺います。

○宮下准一委員長 精神医療担当課長西本司さん。

○西本精神医療担当課長 薬物依存症対策についてでございますが、専門医療機関などが偏在す

る本道において依存症患者に対する継続的な支援を行うためには、相談支援を行う保健所や市町

村をはじめ、自助グループなどとの連携が重要であります。

このため、道では、道立精神保健福祉センターや保健所において、御本人やその御家族からの

薬物を含む依存症に関する相談を受けて、自助グループにつなげるほか、昨年12月には、旭川市

内の商業施設において、薬物依存の自助グループなどと連携して、依存症に関する普及啓発イベ

ントを開催したところです。
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道としては、今後とも、関係団体と連携を図りながら、依存症で悩む御本人やその御家族が相

談しやすく、また、適切な支援につなげられるよう取り組んでまいります。

○石川さわ子委員 依存症への対応も根気が要ると思いますけれども、入り口支援として、初め

て手を出すという場合に、大麻は、決して心身に安全なものではなく、違法なものであり、一度

でも手を出しては駄目だという正しい認識が若年層に伝わるような啓蒙啓発に向け、粘り強く取

り組んでいただくことを求めておきます。

最後に、認知症の人や家族を支える取組について伺います。

国が2024年12月に閣議決定しました認知症施策推進基本計画によりますと、2022年の認知症の

高齢者数は約443万人、軽度認知障がいの高齢者数は約559万人で、合計すると既に1000万人を超

えていると推計されており、2040年には、約1200万人となり、高齢者の約3.3人に１人が認知症

または軽度認知障がいになると見込まれております。

全国を上回るスピードで高齢化が進展する北海道において、市町村等と連携し、様々な認知症

施策を進めていくことが必要であると考えることから、以下、伺います。

まず、地域で自立して生活を送るための体制整備についてです。

道では、市町村などと連携し、認知症に対する正しい知識と理解を持ち、地域で認知症の人や

その家族に対してできる範囲で手助けする認知症サポーターの養成を進めていると承知しており

ますが、現在の道内の認知症サポーター養成講座の修了者数を伺うとともに、養成講座修了者を

対象に、より深い知識やスキルを学ぶためのステップアップ講座の修了者数についても伺いま

す。

○宮下准一委員長 高齢者保健福祉課長秋田裕幸さん。

○秋田高齢者保健福祉課長 認知症サポーターについてでございますが、道では、第９期介護保

険事業支援計画において、令和８年度末までに認知症サポーターを67万人養成することを目標に

掲げ、市町村や学校、企業等と連携し、認知症サポーター養成講座を開催してきておりまして、

昨年３月までに約60万4000人の方が講座を修了し、サポーターとして御活躍をいただいておりま

す。

また、認知症サポーターステップアップ講座には、同じく、昨年３月までに約4900人の方々が

受講しております。

○石川さわ子委員 認知症サポーターが実際に認知症の人を支援するようになるためには、近隣

のサポーターがチームを組んで様々にボランティアとしての役割を担うチームオレンジの活動が

重要であり、その取組が進められていると思います。

道内市町村のチームオレンジの整備状況や道内のコーディネーターの養成状況を伺うととも

に、課題についても伺います。

○秋田高齢者保健福祉課長 チームオレンジについてでございますが、道内の整備状況は、昨年

３月末時点で、56市町に99チームとなっており、道が養成するチームオレンジコーディネーター

は175市町村に759人となっております。
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チームオレンジが未整備の市町村からは、ノウハウの不足、認知症サポーター研修の修了者で

あっても、就労や高齢などを理由に参加が難しいといった人材確保などの課題があると伺ってい

るところでございます。

このため、道では、市町村や地域包括支援センター等の職員が具体的なイメージを持ってチー

ムオレンジの整備を進められるよう、今年度、新たに道内のチームオレンジの活動事例集や整備

を進める際のポイントを整理したハンドブックを作成するなど、全ての市町村で整備が進むよう

取り組んでいるところでございます。

○石川さわ子委員 認知症の人やその家族が気軽に集まって交流できる認知症カフェがあります

けれども、コロナ禍前と比較をした道内市町村の設置状況や設置促進に向けた道の取組について

伺います。

○秋田高齢者保健福祉課長 認知症カフェについてでございますが、道内の設置状況は、コロナ

禍前の平成31年３月末時点では、98市町村に250か所でございましたが、令和７年３月末では、

135市町村に363か所となっております。

認知症カフェは、認知症の方やその御家族が気軽に集い、地域でなれ親しんだ方々と交流でき

る場でございまして、保健・医療・福祉関係者のみならず、地域住民など、幅広い方々が協働し

て運営に取り組むことができるよう、道では、振興局職員や認知症に関する専門家を派遣いたし

ますほか、各市町村に配置されている認知症地域支援員や市町村職員などを対象とした研修で、

好事例の情報提供などを行っているところでございます。

○石川さわ子委員 認知症カフェの取組が進んでいることは承知をいたしましたが、道内の単身

高齢者も今後増加していくことが見込まれておりまして、認知症の単身高齢者も併せて増加をす

ることが見込まれております。

単身の認知症高齢者を支援するため、どのように取り組んでいるのか、伺います。

○秋田高齢者保健福祉課長 独居の認知症高齢者への支援についてでございますが、独居の認知

症高齢者は、必要な情報やサービスにアクセスしにくく、健康状態や居住環境の悪化、経済被害

や経済的困窮に直面したり、事故や行方不明など、生命の危険にさらされやすいといった課題が

ございます。

このため、道では、こうした方々が社会的支援につながりやすい地域づくりを進めるため、か

かりつけ医、地域包括支援センター、認知症地域支援推進員などが連携を強化するための研修を

実施するとともに、民間事業者が、入院や施設入所、日常生活の支援を家族や親族に代わって行

う高齢者等終身サポート事業について、利用者が安心して活用できるよう、国が策定したガイド

ラインの周知に努めておりますほか、認知症の方を見守り、行方不明になった際に早期発見・保

護ができるよう、ＳＯＳネットワークの構築に取り組んでいるところでございます。

○石川さわ子委員 次に、認知症の人を支えるケアラーの支援について伺います。

認知症の人を支えるケアラーは、徘回や暴言、暴力などの症状によりまして、身体や精神的な

負担が大きく、孤立しやすい状況にあると聞いております。
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そのため、レスパイト支援や介護者の孤立防止等が大変重要でありますが、道はどのように取

り組んでおられるのか、伺います。

○秋田高齢者保健福祉課長 ケアラーの方々への支援についてでございますが、認知症の方を支

えるケアラーを必要な支援につなげていくためには、個々の状況に配慮し、総合的な相談に応じ

られる体制を整備するとともに、認知症の方やその御家族などの交流や互いに支え合う活動を支

援していくことが重要でございます。

このため、道では、御家族などからの様々な相談に応じられるよう、コールセンターや認知症

疾患医療センターの設置などにより、地域の相談体制を整備するとともに、認知症カフェの設置

促進や「ほっかいどう希望大使」による積極的な情報発信活動への支援などを行っているところ

でございます。

○石川さわ子委員 続けて質問をいたしますが、ボランティアで相談支援などを行っている民間

団体の活動を拡充できるよう、支援を強化していくべきと考えますが、道の所見を伺います。

○秋田高齢者保健福祉課長 民間団体との連携等についてでございますが、認知症の方やその御

家族を地域で支えていくためには、行政だけでなく、地域住民や企業など、地域の多様な主体が

それぞれの役割を担い、連携協働して取り組んでいくことが重要でございます。

このため、道では、地域支援事業交付金を活用して、認知症カフェの設置や運営に要する費用

を支援しておりますほか、アドバイザーの派遣により、ＮＰＯ法人や社会福祉法人、ボランティ

ア等による支え合いの体制づくりを支援いたしますとともに、アクティブシニアの方々を対象に

ボランティア活動などの社会活動を紹介するセミナーを振興局単位で開催するなど、生活支援の

担い手の養成にも努めているところでございます。

道といたしましては、今後とも、こうした取組を着実に進め、認知症の方々を地域で支える体

制づくりに取り組んでまいります。

○石川さわ子委員 高齢者の約3.3人に１人が認知症または軽度認知障がいになると見込まれる

状況の中で、今後、認知症の方々を支えるため、認知症の人への理解促進を図るとともに、市町

村と連携し、認知症施策を推進していく必要が喫緊の課題としてありますが、今後、道としてど

のように取り組んでいくのか、伺います。

○宮下准一委員長 保健福祉部次長山谷智彦さん。

○山谷保健福祉部次長 認知症施策に関し、今後の取組についてでございますが、全国を上回る

スピードで高齢化が進行する本道では、認知症高齢者の増加が見込まれており、認知症の御本人

とその御家族を支援する施策の推進がますます重要でございます。

このため、道では、認知症サポーターのさらなる養成やチームオレンジの整備、希望大使の方

々による普及啓発、認知症カフェを設置する市町村への支援など、社会の理解を深めるととも

に、支援体制の充実に向けて取り組んでいるところでございます。

また、道では、今後、認知症施策推進計画について、令和９年度からの第10期介護保険事業支

援計画と一体的に策定することとしており、当事者団体や保健・医療・福祉団体等で構成する協
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議会のほか、希望大使の方々にも御意見を伺うなど、計画の策定に向けた検討を着実に進め、認

知症の方御本人やその御家族が希望を持って暮らすことができる共生社会の実現に向けて取り組

んでまいります。

○石川さわ子委員 先ほど、認知症の人を支える体制として、市町村においてはチームオレンジ

の未整備などの課題があるというお話も伺いました。そうした課題は、地域でも理解をしている

というお話ですが、地域包括支援センターの中でも手が回らないという現状もあるという介護現

場の声も聞くところでありまして、そうしたところにはさらなる支援が必要ではないかと考える

ところであります。

今後、認知症施策推進計画を策定するということでありまして、当事者団体等との協議会など

の御意見を伺うという御答弁がありました。地域における家族や支援をしている方々の様々な声

を踏まえて、認知症になっても地域で自分らしく暮らすことができるように取組を進めていただ

くことを求めて、私の全ての質問を終わります。

○宮下准一委員長 石川委員の質疑並びに質問は、総括質疑に保留された事項を除き、終了いた

しました。

寺島信寿さん。

○寺島信寿委員 通告に従いまして、以下、伺ってまいります。

初めに、児童虐待防止対策の推進についてであります。

道は、先月、昨年度の道立児童相談所における児童虐待に関する相談対応状況を取りまとめた

と承知しております。

まず、直近数年の相談対応件数の推移を伺うとともに、今回の取りまとめ結果について道とし

てどのように受け止めているのか、併せて伺います。

○宮下准一委員長 虐待防止対策担当課長柿本英敏さん。

○柿本虐待防止対策担当課長 児童虐待相談対応件数の推移などについてでございますが、道立

の児童相談所における直近３年間の児童虐待相談対応件数の実績は、令和４年度が3626件、５年

度が4090件、６年度が3844件となっております。

また、近年の相談対応件数は、札幌市児童相談所分を含め、6000件を超える高い水準で推移し

ておりますが、道民や関係機関の虐待に対する認知度の向上が進み、児童相談所への相談につな

がることで、早期の発見、対応につながっている側面もあるものと認識しております。

○寺島信寿委員 次に、未就園児等の状況把握についてです。

核家族化の進展などにより、地域との関わりが少ないまま子育てをしている家庭もある中、乳

幼児健診未受診児や未就園児など、行政との接点が少ない子どもの状況を把握することは、子育

て家庭への支援や児童虐待の未然防止の観点からも重要と考えます。道としてどのように認識し

ているのか、伺います。

○柿本虐待防止対策担当課長 未就園児等の状況把握に関する認識についてでございますが、核

家族化の進行などにより子育て環境が変化する中、育児に不安を抱える保護者や地域とのつなが



【第１分科会 ３月12日 第２号】

りが希薄で孤立している子どもを早期に把握し、必要な支援につなげることは重要であり、乳幼

児健診の未受診者や未就園等の児童がいる家庭の状況を把握することが必要と考えております。

○寺島信寿委員 次に、未就園児等の実態把握の取組についてです。

未就園児等の中には、家庭の孤立や支援につながっていないケースも懸念されることから、子

どもや家庭の状況を把握する取組が大変重要と考えております。道としてどのように調査を実施

し、実態把握を進めていくのか、伺います。

○宮下准一委員長 子ども成育支援担当課長岩木良成さん。

○岩木子ども成育支援担当課長 調査内容などについてでございますが、道が来年度実施するこ

ととしております未就園児の調査につきましては、今後、具体的な手法を検討していくこととし

ておりますが、乳幼児健診未受診や未就園、不就学等で福祉サービス等を利用していないなどに

より、関係機関が生育状況を確認できていない子どもを対象に、市町村等の職員が訪問するなど

して生活の様子などを確認し、母子保健事業の利用や保育所等への就園についての情報提供と意

向確認、虐待の兆候や疑いの有無など、それぞれの家庭の状況に応じた必要な支援に資するもの

となるよう取り組んでまいります。

○寺島信寿委員 実態の調査が進めば様々な課題が見えると思いますので、丁寧な取組をお願い

します。

次に、児童相談所における専門的対応の強化についてです。

こうした子どもや家庭を把握し、必要な支援につなげていくためには児童相談所による専門的

な判断と迅速な対応が重要と考えます。

本道の児童相談所において、その対応力の確保、機能強化にどのように取り組んでいるのか、

伺います。

○柿本虐待防止対策担当課長 児童相談所の機能強化などについてでございますが、道では、重

大な人権侵害である児童虐待に対応するため、国の「新たな児童虐待防止対策体制総合強化プラ

ン」などに基づき、児童福祉司や児童心理司などの専門職員の確保を図り、体制強化に努めてき

たところでございます。

また、職種別、階層別の研修内容の充実のほか、性被害や性加害といった困難事例を扱う専門

研修をはじめ、より実践的なカリキュラムによる研修を行うなど、職員の資質向上や専門性の高

い人材育成にも取り組んでおります。

○寺島信寿委員 次に、児童相談所と市町村との連携強化についてです。

未就園児等の状況把握などにより、支援を要する子どもや家庭が把握された場合には、虐待の

未然防止や早期対応のため、児童相談所と市町村が適切に役割分担し、緊密に連携していくこと

が必要と考えます。道として、どのように取り組んでいるのか、伺います。

○柿本虐待防止対策担当課長 市町村との連携強化についてでございますが、虐待事案などのう

ち、一時保護による親子分離など専門的な対応が必要なケースについては児童相談所が対応して

おり、身近な地域における伴走型の支援などにより、親子で生活を続けられるケースについては



【第１分科会 ３月12日 第２号】

市町村が対応するなど、役割分担を明確にしているところでございます。

また、虐待の未然防止や早期発見のためには、市町村を中心とした関係機関の緊密な連携によ

る見守りや支援が不可欠でありますことから、道では、要保護児童対策地域協議会の運営や虐待

対応に係る技術的助言を行いますほか、全ての子育て世帯などを対象に切れ目のない支援を行い

ますこども家庭センターの設置を促すなど、市町村への支援に取り組んでおります。

○寺島信寿委員 次に、今後の取組についてです。

全国では、虐待により、子どもの命が失われる痛ましい事案も続いております。子どもの命と

権利を守るため、未然防止から早期発見、迅速な対応まで、一体的に取り組む必要があると考え

ますが、今後、本道における児童虐待防止対策をどのように推進していくのか、伺います。

○宮下准一委員長 保健福祉部子ども応援社会推進監竹澤孝夫さん。

○竹澤保健福祉部子ども応援社会推進監 今後の児童虐待防止対策についてでございますが、道

内では、虐待相談対応件数が高い水準で推移する中、道では、これまで、児童福祉司など、専門

職員の計画的な増員による体制強化を進めてきましたほか、複雑多様化する子どもや子育て家庭

をめぐる問題に対応するため、職種別や階層別研修、困難事例を扱う専門研修を実施し、職員の

資質向上と対応力の強化に取り組んできたところでございます。

道といたしましては、重大な事案に対しても迅速かつ確実に対応できるよう、児童相談所を中

心に、市町村や警察、医療機関、学校など、多様な関係機関との連携を一層強化しますととも

に、地域の関係機関と連携調整する能力も取得できるよう、より実践的なカリキュラムによる研

修の充実や緊急時の迅速な対応体制の構築を進めるなどして、児童の安全確保に向けた取組に万

全を期してまいります。

○寺島信寿委員 今、いろいろ御答弁いただきまして、ありがとうございます。

現場は千差万別で、大変な御苦労だと思うのですけれども、実態の調査、把握が進んでいった

ときには、どういう組織体制をもっと強化すべきなのか、人員体制がどうあるべきなのか、専門

分野はどこを磨くのかなど、様々進化しなきゃいけない部分があろうかと思います。そういった

ことに取り組んでいただきまして、将来、またお伺いしていきたいと思います。よろしくお願い

します。

次に、医療的ケア児についてです。

私も、地元で医療的ケア児の御家族の方から様々な相談を受けることがございます。皆さんが

住み慣れた地域で安心して生活を続けていくためのいろいろな課題を聞きますし、切実な要望も

いただいています。

まず初めに、道内の現状等について伺ってまいります。

病気や障がいを抱え、人工呼吸器による呼吸管理、喀たん吸引など、医療的なケアが日常的に

必要なお子さんや御家族を支援するため、医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律

が制定されてからもう５年がたとうとしております。

まずは、本道における医療的ケア児の状況と地域における支援の調整役となる医療的ケア児等
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コーディネーターの配置状況がどのようになっているのか、伺います。

○宮下准一委員長 子ども家庭支援課長中村浩さん。

○中村子ども家庭支援課長 医療的ケア児に係る現状等についてでありますが、道が毎年実施し

ている札幌市を除く医療的ケア児に関する調査では、４月１日現在の在宅の医療的ケアを必要と

する20歳未満の方は、令和７年度は400名となっております。

また、道が実施する研修を受講し、各地域において医療的ケア児及びその家族へ必要な支援を

調整するコーディネーターの登録者は、令和７年度は359名となっております。

なお、医療的ケア児が居住する市町村のうち、コーディネーターが配置されていないのは、令

和７年度は２町であり、こうした自治体を含め、コーディネーターの要請、配置に向けて取り組

んでいるところです。

○寺島信寿委員 次に、レスパイトについてです。

自宅で過ごす医療的ケア児の看護等を担う御家族は、睡眠時間を十分に取ることもままなら

ず、常に心身の疲労が蓄積されています。また、御家族の行事や通院、日常生活の手続などに関

して時間を確保することも困難な状況にあります。

このため、お子さんのケアを障がい福祉サービス等に依頼し、御家族が心身の疲労や緊張感か

らひととき開放され、休息を取り、必要な予定をこなすことができるレスパイトが重要と考えま

す。

道は、レスパイトの推進に向けて、これまでどのように取り組んできたのか、伺います。

○中村子ども家庭支援課長 レスパイトについてでありますが、道が毎年度実施している医療的

ケア児等状況調査において、医療的ケア児の御家族等からは、医ケア児を見てくれるショートス

テイがあるとよい、預け先があるのか情報が欲しいといった声が寄せられております。

道では、医療的ケア児等を一時的に預かり、医療的ケアや入浴介助、見守り等を行うレスパイ

トを目的とした事業に取り組む市町村に対し、国の医療的ケア児等総合支援事業を活用した補助

を行うなど、地域におけるレスパイト機能の確保に取り組んできたところですが、事業を活用す

る市町村が増えつつあるものの、一部にとどまっておりますことから、補助事業の活用を促して

いくことが必要と認識しております。

○寺島信寿委員 次に、保育所等での受入れについてです。

医療的ケア児の保護者は、就労等により、保育を利用したくとも、医療的ケアが必要であるこ

とを理由に利用を断念せざるを得ないこともあると伺っております。

必要な方に必要なサービスが行き届くようにするには、医療的ケアが必要であっても、保育所

等において受け入れることができるよう、体制の整備が必要と考えます。道としてどのような支

援に取り組んでいるのか、伺います。

○岩木子ども成育支援担当課長 医療的ケア児の保育についてでございますが、道では、保育所

等において医療的ケア児を受け入れる体制を整備する市町村に対し、看護師等を配置するための

人件費や喀たん吸引を行う保育士等の研修受講費などを補助してきており、令和６年度は道内19
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市町村で医療的ケア児の受入れを行っているところでございます。

国では、医療的ケア児の受入れ体制拡充に向け、新たな保育所等で受入れを開始する自治体に

対して補助率のかさ上げを行っており、道といたしましては、こうした補助制度の活用を市町村

に働きかけるほか、国に対し、保育所等における看護師配置加算の創設など、公定価格の見直し

を要望するなどいたしまして、引き続き、市町村や関係機関とも連携をしながら、医療的ケア児

とその御家族が地域で安心して生活できるよう、保育所等における受入れ体制の確保に取り組ん

でまいります。

○寺島信寿委員 最後に、今後の取組についてです。

医療的ケア児とその御家族が道内のどの地域にお住まいであっても、しっかりとした相談支援

体制等が確保されていることが大変重要と考えます。住み慣れた地域で安心して生活を続けてい

けるよう、今後、道としてどのように支援に取り組んでいくのか、伺います。

○宮下准一委員長 保健福祉部次長兼子ども施策連携担当局長鈴木義和さん。

○鈴木保健福祉部次長兼子ども施策連携担当局長 今後の取組についてでございますが、道で

は、医療的ケア児とその御家族が一時預かりなどの各種サービスを活用し、身体的・精神的負担

の軽減を図るなど、お住まいの地域でそれぞれが抱える様々な課題やニーズに応じた適切な支援

を受けられることが重要と認識してございます。

道といたしましては、令和４年に設置いたしました北海道医療的ケア児等支援センターにおい

て、関係機関と連携し、医療的ケア児に関する様々な相談支援に取り組むほか、市町村に対しま

しては、医療的ケア児への支援を総合的に調整するコーディネーターの計画的な配置や協議の場

の設置、補助事業の活用促進によるレスパイトの取組拡大など、医療的ケア児とその御家族がで

きる限り住み慣れた地域で必要なサービスを受けながら安心して生活できるよう、本道における

支援体制の充実に向けて取り組んでまいります。

○寺島信寿委員 以上で終わります。

○宮下准一委員長 寺島委員の質疑並びに質問は終了いたしました。

お諮りいたします。

本日の議事はこの程度にとどめたいと思いますが、これに御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮下准一委員長 御異議なしと認め、そのように決定いたします。

なお、３月13日金曜日の分科会は午前10時から開きます。

本日は、これをもって散会いたします。

午後４時35分散会
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